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 様式２－２－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 総合評定 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出

や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

（参考：見込評価） 
 

評定に至った理由 項目別評定のとおり、研究開発成果の最大化に向けて、「エネルギーシステム分野」、「省エネルギー・環境分野」、「産業技術分野」、「新産業創出・シーズ発掘等分野」、「特定公募型

研究開発業務」、「特定半導体の生産施設整備等の助成業務」においてそれぞれ顕著な成果を得ている。また、「業務運営の効率化に関する事項」においては顕著な成果を得ており、

「財務内容の改善に関する事項」、「その他業務運営に関する重要事項」の項目についても着実な業務運営がなされている。以上より、全体評定をＡ評定とした。 
 
２．法人全体に対する評価 
○「Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」について、各分野に共通して、対象となる数値目標は達成度で見た場合に基幹目標の全てが 100%以上、非基幹目標の全てが 120%以

上を達成し、目標を上回る顕著な成果が得られている。「エネルギーシステム分野」、「省エネルギー・環境分野」、「産業技術分野」、「新産業創出・シーズ発掘等分野」、「特定公募型研究開発業務」におい

て、顕著な成果が認められるため、それぞれＡ評価とした。また、「特定半導体の生産施設整備等の助成業務」において、着実に業務を遂行していることからＢ評価とした。 

 

＜エネルギーシステム分野＞ 

・「水素社会構築技術開発事業」では、福島県浪江町にて、世界有数の水電解装置（10MW）を備えた水素製造試験施設「福島水素エネルギー研究フィールド」（FH2R）を整備し、太陽光発電を有効活用して

水素製造を行う Power to Gas の実証試験を開始した。未利用資源を活用した国際間での水素サプライチェーンの研究開発に取り組み、世界で初めて水素キャリアを用いた国際間での大量な水素の海上輸

送試験に成功した。また、世界で初めて、水素ガスタービン発電設備による市街地で水素 100％による熱電供給を達成した。「風力発電等技術研究開発」では、2018 年 8 月に、日本初のバージ型浮体式洋

上風力発電システムの組立を完了し、2019 年 5 月から現在も継続して、北九州市響灘沖で実証運転を実施している。組立にあたっては、バージ型浮体の喫水が 7.5m と比較的浅いことを生かし、港湾内

で実施することで、工程短縮・低コスト化を図った。 

＜省エネルギー・環境分野＞ 

・「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発 CO2有効利用技術開発」では、世界最高クラスの送電端効率 58％HHV 達成の見通しを得るとともに、今後の大風量化等に向けた要素技術開発も進め、シ

ミュレーション技術、計測技術等を高度化した。「未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発」では、従来比 2倍の未利用熱回収性能の冷凍機を実用化し、2019 年度以降ドイツ等で導入。熱利用量

の多い 15 業種を対象に未利用熱の排出・活用状況に関するアンケートを実施し、全国 1,273 事業所の回答から得られた分析結果を報告書として公表した。 

＜産業技術分野＞ 

・日本経済再生本部にて策定された「ロボット新戦略」（2015 年 2 月）に基づき、ロボットの社会実装と研究開発を加速するため、経済産業省とともに、2021 年度、愛知県・福島県において、ロボットの

国際大会「World Robot Summit 2020（WRS2020）」を開催した。日本発のルールで開発競争を加速させることを目的に、4カテゴリー（ものづくり、サービス、インフラ・災害対応、ジュニア）、全 9種

目の競技会「World Robot Challenge」（Aichi Sky Expo, 2021/9／福島 RTF, 2021/10）を開催し、22 の国・地域から 87 チームが参加した。現地の医療関係者（感染症対策専門医）と連携の上、独自の

感染症対策のガイドラインを策定し、抗原検査を実施するなどクラスター発生等を未然に防いだ。感染症対策ガイドラインは愛知県、福島県にも展開し、競技会等の感染症対策の基準となった。 

・「人工知能技術適用によるスマート社会の実現」では、岡山県警察本部の協力の下、岡山市内の交差点で AI による渋滞予測を活用して信号を制御する実証実験に国内で初めて成功した。さらに AI を活用

した自律・分散交通信号機による実道路における実証実験を静岡県にて 2022 年 3 月に開始した。「高効率・高速処理を可能とする AI チップ・次世代コンピューティングの技術開発」では、AI エッジ LSI

を試作・評価。AI 認識処理と画像処理それぞれで、GPU と比較して 10 倍以上の電力効率を達成した。さらに、汎用 CPU と比較して、SLAM 処理時間が 1/20 の処理時間の短縮を達成した。「革新的新構造

材料等研究開発」では、革新的材料、接合技術の有効性や構造最適化も含めた手法による設計を行い、車体構造の最適化を図った。難燃性マグネシウム材と接着・接合技術を新幹線車両の部分構体や

ALFA-X 客室床板に適用して信頼性を確認した。8つの研究拠点とこれらを結ぶマルチマテリアル連携研究ハブを含む体制を構築した。 

＜新産業創出・シーズ発掘等分野＞ 

 ・オープンイノベーション促進を継続して実施し、研究開発型スタートアップの育成に取り組んだ結果、これまで NEDO が支援した研究開発型ベンチャーのうち、IPO（株式公開）を果たしたのは 34 社で

あり、上場した企業について、2021 年度末時点での時価総額は 1兆円を達成した。「研究開発型スタートアップ支援事業」では、技術シーズを基に起業・事業化を目指す研究開発型スタートアップに対

して研究開発を支援するとともに、NEDO 事業後の事業化の加速を意識し、事業化の専門家や VC、事業会社等のスタートアップ・エコシステムを構成する複数のプレーヤーを巻き込んだ伴走型の支援を

実施した。VC 等から 10 億円前後の大型資金調達を実施した事業者が複数あった。 

 ・「NEDO 先導研究プログラム」では、研究テーマ毎の委員会等において、当該テーマに関する助言をいただき、国家プロジェクト化又は実用化等を目指した適切な指導を実施した。その結果、2021 年 7 月

までに終了した先導研究のテーマ 187 件の中で、78 件ものテーマが国家プロジェクト等に移行した。 
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 ＜特定公募型研究開発業務＞ 

 ・「グリーンイノベーション基金事業」では、関係省庁の担当課室と緊密に連携し、これまで NEDO が蓄積してきた知見やネットワークを活かして積極的に情報提供や資料作成を行い、担当課室の「研究開

発・社会実装計画」作成を支援した。計画作成を終える見込みの 19 件のプロジェクト全てで公募開始予定であり、着実にプロジェクトを立ち上げている。また、研究開発を開始したプロジェクトのモ

ニタリング・評価の取組も開始見込みである。併せて、基金事業の特設サイトを開設して関連情報の一元化を行うとともに、基金事業のコンセプト動画や特集記事の掲載、ダッシュボード構築を行うな

ど、積極的な広報活動も実施した。「ムーンショット型研究開発事業」では、ムーンショット目標及び経済産業省が策定した研究開発構想を踏まえ、13 件の研究開発プロジェクト（温室効果ガス、窒素

化合物、海洋プラスチック）を開始した。「ポスト 5G 情報通信システム基盤強化研究開発事業」では、ポスト 5G の社会実装に向けて公募を複数回行い、約 60 テーマを本格的に開始し、技術推進委員会

やステージゲート審査など進捗管理等を適切に実施した。「先端半導体製造技術つくば拠点 オープニングシンポジウム」や新産業技術促進検討会シンポジウムを他機関と共同開催し、さらには CEATEC

等の展示会・学会で出展・講演を行い、プロジェクトを PR した。「経済安全保障重要技術育成プログラム事業」では、令和 3年度補正予算において、経済安全保障重要技術育成基金に係る予算措置が講

じられたことに伴い、経済安全保障事業準備室を速やかに設置し、当該事業実施のための基金を造成した。また、基金造成に伴い関係規程を策定した。 

 ＜特定半導体の生産施設整備等の助成業務＞ 

 ・5G 促進法／NEDO 法の改正（2022 年 3 月施行）に伴い、NEDO は新たな業務として、特定半導体の生産施設整備等の助成業務を実施しており、令和 3年度補正予算の成立（2021 年 12 月）後、速やかに関

係規程の整備を進め、2022 年 3 月中に基金造成を完了した。また、速やかに事業を開始できるよう組織体制等を整備した。 

＜その他＞ 

・農林水産分野における持続発展可能な社会システムの構築に向け、農林水産省・経済産業省の理解・協力を得て、2020 年 4 月、TSC に「ゼロエミ農水連携ユニット」を創設した。農林水産省・経済産業

省を巻き込んだ検討・議論を重ね、2020 年度中に先導研究を始動した。 

・政府が掲げる「2050 年カーボンニュートラル」などの実現を目指し、2021 年 6 月、NEDO と日本政策投資銀行（DBJ）の間で相互協力協定を締結した。双方の連携推進を図るべく「連絡協議会」を設置

し、具体的な連携活動を開始した。 

・水素の利活用をグローバルな規模で推進し、関係各国が歩調を合わせ一層の連携を図るプラットフォームとして、水素閣僚会議を 2018 年度に経済産業省との共催にて世界で初めて開催した。以降、2021

年度まで毎年度開催している。各国閣僚や国際機関及び世界のリーダー企業が参加し、水素関連の取組状況や課題、国際協力の強化についての認識を共有し、グローバルな水素の利活用に向けた政策の

方向性について議論を行った。 

○「Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項」については、以下のような顕著な成果が認められるため、Ａ評価とした。 

・理事長のリーダーシップの下、総務部の下に経営企画室と業務改善推進室を設置し、組織の重要事項の審議とボトムアップによる業務改善の検討・実施を両立することで組織の業務の最適化及びパフォ

ーマンスの最大化を実現した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、緊急事態宣言中も出勤者数を平均して概ね 7割削減しつつ、業務を滞りなく遂行する体制を構築した。また、新型コロナウイルス感染症対策だけではな

く、新しい働き方としてのテレワークガイドラインを策定した。 

・デジタル技術の活用等による NEDO・ステークホルダー双方の生産性向上を目的として、DX 推進本部を設置するとともに、公募プロセスの電子化を実現した。 

・職員のキャリア開発及び自律した職員による組織の活性化等を目的として、人事部の下に人材開発室を設置した。①固有職員人材育成策、②キャリア相談ルーム、③プロジェクトマネジメントレベル認

定制度、④職員表彰制度を創設し、人材育成を強化した。 

・グリーンイノベーション基金事業に代表される 5つの基金業務の追加に対応するための体制を構築し、滞りなく基金造成を完了の上、遅滞なくプロジェクトを開始した。 

・「コロナ禍後の社会変化と期待されるイノベーション像」レポートを公表するとともに、コロナ禍後の社会変化に対応する技術を支援する公募を緊急に実施した。 

・2020 年度以降、国の重要政策立案に資する取組を強化しており、技術戦略研究センターによる俯瞰的・客観的な分析結果の政策当局への提供や政策立案に係る委員会での報告・議論等を積極的に実施し

ている。一例として、技術戦略研究センター兼スマートコミュニティ・エネルギーシステム部職員が経済産業省参事に発令され、同省電池産業室の下で蓄電池産業戦略（2022 年夏頃、最終とりまとめの

予定）の策定等に貢献した。 

○「Ⅲ．財務内容の改善に関する事項」、「Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項」については、中長期計画に基づき、着実な業務運営がなされていることから、それぞれＢ評価とした。 

○以上を踏まえ、全体評定をＡ評価とした。 
 
３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
・第４期中長期計画に基づき、さらなる技術開発マネジメントの機能強化を通じて研究開発成果の最大化を図るとともに、研究開発成果を速やかに社会実装につなげるための取組を推進する。 

 
４．その他事項 
研究開発に関する審議会の主な意見 －（大臣評価において記載） 
監事の主な意見 －（大臣評価において記載） 
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様式２－２－３ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定総括表 

 
中長期目標（中長期計

画） 
年度評価 中長期目標

期間評価 
項目別

調書№ 
備

考

欄 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 中長期目標

期間評価 
項目

別調

書№ 

備考

欄 
 平成３

０年度 
令和元

年度 
令和２

年度 
令和３

年度 
令和４

年度 
見込

評価 
期間

実績

評価 

  平成３

０年度 
令和元

年度 
令和２

年度 
令和３

年度 
令和４

年度 
見込

評価 
期間

実績

評価 
Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
 エネルギーシステム

分野 
Ａ Ｂ Ａ Ａ (Ａ) Ａ  Ⅰ―１              

省エネルギー・環境

分野 
Ｂ Ａ Ｂ Ａ (Ａ) Ａ  Ⅰ―２              

産業技術分野 Ｂ Ｂ Ａ Ｓ (Ａ) Ａ  Ⅰ―３              
新産業創出・シーズ

発掘等分野 
Ｂ Ａ Ａ Ａ (Ｓ) Ａ  Ⅰ―４              

特定公募型研究開発

業務 
- - - Ａ (Ａ) Ａ  Ⅰ―５              

 特定半導体の生産施

設整備等の助成業務 
- - - - (Ｂ) Ｂ  Ⅰ―６              

                      
                      
                      

              Ｂ Ｂ Ｂ Ａ （Ａ） Ａ  Ⅱ  
            Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 
                       

                      
                      
                      

              Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ （Ｂ） Ｂ  Ⅲ  
            Ⅳ．その他の事項 
                       

                      
                      
                      

 
 

            Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ （Ｂ） Ｂ  Ⅳ  
※平成３０年度、令和元年度、令和２年度の評定は、大臣評価の結果である 

※令和４年度の（ ）内は、自己評価（推計）を表す 
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様式２－２－４－１ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―１ エネルギーシステム分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、難易

度 
【重要度：高】【困難度：高】 

数値目標１．－１、数値目標１．－３、数値目標３．－１ 

【重点化】 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 
 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの実用化達成率 

25％以上 

 

39.5％ 予算額（千円） 56,507,682 55,632,786 59,200,863 55,734,161  

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「実用化の見通し」

の評点が上位 2 区分

の割合（実績） 

50％以上 

 

50％ 42.8％ 100％ 100％  決算額（千円） 46,443,922 53,229,599  42,458,231 52,293,701  

（上記の達成度） － 100％ 85.6％ 200％ 200％  

数値目標１．－２ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「マネジメント」、

「成果」の評点が上

位 2区分の割合 

70％以上 

 

50％ 85.7％ 100％ 100％  経常費用（千円） 46,433,490 53,320,226  42,376,431 52,275,862  

（上記の達成度） － 71.4％ 122％ 143％ 143％  

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合 

40％以上 

 

100％ 

 

100.0％ 60％ 66.7％  経常利益（千円） 47,217,325 54,011,472  49,846,998 53,665,544  

（上記の達成度） － 250％ 250％ 150％ 168％  

数値目標１．－４ 

国際標準化の提案率 

15％以上 

 

22.2％ 行政コスト（千円） 

 

45,341,470 53,355,201  42,433,676 52,275,862  

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の 

15％以上 

 

21.9％ 21.6％ 21.3％ 23.1％  従事人員数 985 の内数 1,060 の内数 1,181の内数 1,372の内数  

採択額の割合（実績）       

（上記の達成度） － 146％ 144％ 142％ 154％  
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数値目標３．－１ 

産学連携研究開発プ

ロジェクトにつなが

った技術戦略の割合

（実績） 

110％以上 

 

150％ 200.0％ － － －       

（上記の達成度） － 136％ 182％ － － － 

数値目標３．－１※１ 

技術インテリジェン

ス機能に係る評価

（実績） 

４段階評点

の平均が最

上位又は上

位の区分 

－ － 3.0 2.8  

（上記の達成度） － － － 150％ 140％  

数値目標３．－２ 

NEDO プロジェクトに

参加する若手研究者

等（実績） 

500 人以上 588 人 1,057 人 2,220 人 2,896 人        

（上記の達成度） － 118％ 211％ 444% 579%  

技術シーズのマッチ

ング件数（実績）※２ 

－ 270 件 

(平成 30 年

度目標：100

件以上) 

394 件 

（令和元年

度目標：100

件以上） 

－ － －       

（上記の達成度） － 270％ 394％ － －  

経済効果（アウトカ

ム）の把握 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

221,235 

億円 

231,874 

億円 

250,674 

億円 

265,083 

億円 

       

海外機関との情報交

換協定等締結状況 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

１件 ２件 ７件 ３件        

海外技術情報の発信

数 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

48 件 31 件 47 件 50 件        

注１）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注２）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

※１数値目標３－１は令和元年度に見直しがなされており、旧目標は令和元年度まで、新目標は令和２年度からの評価となっている 

※２技術シーズのマッチング件数は令和元年度見直しにおいて廃止  
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２ 省エネルギー・環境分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、難易

度 
【重要度：高】【困難度：高】 

数値目標１．－１、数値目標１．－３、数値目標３．－１ 

【重点化】 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 
 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの実用化達成率 

25％以上 

 

39.5％ 予算額（千円） 44,924,946 45,355,955  43,487,656 42,151,946  

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「実用化の見通し」

の評点が上位 2 区分

の割合（実績） 

50％以上 

 

－ － 100％ 100％  決算額（千円） 34,219,155 38,004,935  37,167,874 41,046,007  

（上記の達成度） － － － 200％ 200％  

数値目標１．－２ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「マネジメント」、

「成果」の評点が上

位 2 区分の割合（実

績） 

70％以上 

 

－ － 100％ 100％  経常費用（千円） 34,210,154 38,077,994  37,090,114 41,032,609  

（上記の達成度） － － － 143％ 143％  

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合（実績） 

40％以上 

 

100.0％ 

 

75.0％ 80％ 66.7％  経常利益（千円） 34,840,514 38,569,304  37,640,158 42,564,843  

（上記の達成度） － 250％ 188％ 200％ 167％  

数値目標１．－４ 

国際標準化の提案率 

15％以上 

 

33.3％ 行政コスト（千円） 

 

38,880,045 38,105,946  37,133,197 41,032,609  

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の

採択額の割合（実績） 

15％以上 

 

57.4％ 37.5％ 16.6％ 41.6％  従事人員数 985 の内数 1,060 の内数 1,181の内数 1,372の内数  

（上記の達成度） － 383％ 250％ 111％ 277％  
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数値目標３．－１ 

産学連携研究開発プ

ロジェクトにつなが

った技術戦略の割合

（実績） 

110％以上 

 

150.0％ 150.0％ － － －       

（上記の達成度） － 136％ 136％ － － －       

数値目標３．－１※１ 

技術インテリジェン

ス機能に係る評価

（実績） 

４段階評点

の平均が最

上位又は上

位の区分 

－ － 2.8 2.8  

（上記の達成度） － － － 140％ 140％  

数値目標３．－２

NEDO プロジェクトに

参加する若手研究者

等（実績） 

200 人以上 272 人 1,135 人 1,787 人 2,747 人  

（上記の達成度） － 136％ 568％ 894% 1,374% － 

技術シーズのマッチ

ング件数（実績）※２ 

－ 114 件 

(平成 30 年

度目標：100

件以上) 

499 件 

（令和元年

度目標：100

件以上） 

－ － －       

（上記の達成度） － 114％ 499％    

経済効果（アウトカ

ム）の把握 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

78,900 億円 87,150 億円 94,034 億円 81,117 億円        

海外機関との情報交

換協定等締結状況 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

１件 ２件 ３件 ２件        

海外技術情報の発信

数 

― 

(モニタリ

ング指標) 

21 件 41 件 38 件 22 件        

注１）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注２）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

※１数値目標３－１は令和元年度に見直しがなされており、旧目標は令和元年度まで、新目標は令和２年度からの評価となっている 

※２技術シーズのマッチング件数は令和元年度見直しにおいて廃止 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―３ 産業技術分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、難易

度 
【重要度：高】【困難度：高】 

数値目標１．－１、数値目標１．－３、数値目標３．－１ 

【重点化】 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 
 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの実用化達成率 

25％以上 

 

34.4％ 予算額（千円） 49,298,803 52,885,670 86,036,963 49,326,635  

数値目標１．－１ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「実用化の見通し」

の評点が上位 2 区分

の割合（実績） 

50％以上 

 

50.0％ 50.0％ 100％ 100％  決算額（千円） 60,749,613 59,994,714 77,773,357 63,565,718  

（上記の達成度） － 100％ 100％ 200％ 200％  

数値目標１．－２ 

ナショナルプロジェ

クトの事後評価の

「マネジメント」、

「成果」の評点が上

位 2 区分の割合（実

績） 

70％以上 

 

50.0％ 75.0％ 100％ 100％  経常費用（千円） 60,739,665 60,054,759 77,658,288 63,547,970  

（上記の達成度） － 71％ 107％ 143％ 143％  

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合（実績） 

40％以上 

 

66.7％ 

 

50.0％ 64.3％ 66.7％  経常利益（千円） 61,478,632 60,805,297 68,083,425 64,571,103  

（上記の達成度） － 167％ 125％ 161％ 167％  

数値目標１．－４ 

国際標準化の提案率 

15％以上 

 

40.0％ 行政コスト（千円） 

 

59,762,050 60,083,042 77,693,161 63,547,970  

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の

採択額の割合（実績） 

15％以上 

 

16.5％ 25.3％ 23.9％ 31.0％  従事人員数 985 の内数 1,060 の内数 1,181 の内数 1,372 の内

数 

 

（上記の達成度） － 110％ 167％ 159％ 206％  



9 
 

数値目標３．－１ 

産学連携研究開発プ

ロジェクトにつなが

った技術戦略の割合

（実績） 

110％以上 

 

300.0％ 333.3％ － － －       

（上記の達成度） － 273％ 303％ － － － 

数値目標３．－１※１ 

技術インテリジェン

ス機能に係る評価

（実績） 

４ 段 階 評

点 の 平 均

が 最 上 位

又 は 上 位

の区分 

－ － 3.0 2.8  

（上記の達成度） － － － 150％ 140％  

数値目標３．－２ 

NEDOプロジェクトに

参加する若手研究者

等（実績） 

500 人以上 906 人 1,791 人 3,787 人 3,287 人        

（上記の達成度） － 181％ 358％ 757％ 657％ － 

技術シーズのマッチ

ング件数（実績）※２ 

－ 1,355 件 

(平成 30 年

度目標：500

件以上) 

2,808 件 

（令和元年

度目標：500

件以上） 

－ － －       

（上記の達成度） － 271％ 562％ － － － 

経済効果（アウトカ

ム）の把握 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

307,887 

億円 

330,028 

億円 

362,209 

億円 

379,346 

億円 

       

海外機関との情報交

換協定等締結状況 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

－ １件 ５件 －        

海外技術情報の発信

数 

― 

(モニタリ

ング指標) 

168 件 160 件 144 件 124 件        

注１）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注２）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

※１数値目標３－１は令和元年度に見直しがなされており、旧目標は令和元年度まで、新目標は令和２年度からの評価となっている 

※２技術シーズのマッチング件数は令和元年度見直しにおいて廃止 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―４ 新産業創出・シーズ発掘等分野 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条 

当該項目の重要度、難易

度 
【重要度：高】【困難度：高】 

数値目標１．－３、数値目標２．－２ 

【重点化】 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 
 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標１．－３ 

先導研究の非連続テ

ーマの割合（実績） 

40％以上 

 

54.5％ 

 

44.4％ 50％ 66.7％  予算額（千円） 6,330,000 9,382,346 11,779,288 11,541,542  

（上記の達成度） － 136％ 111％ 125％ 167％  

数値目標２．－１ 

新規採択額に占める

中堅・中小企業等の

採択額の割合（実績） 

60％以上 

 

84.7％ 64.6％ 74.4％ 91.8％  決算額（千円） 7,240,827 5,293,225 8,613,166 7,054,178  

（上記の達成度） － 141％ 108％ 123％ 153％  

数値目標２．－２ 

NEDO の支援をきっか

けとして、研究開発

型ベンチャーが民間

ベンチャーキャピタ

ル等から得た外部資

金をNEDO支援額で除

して得られる倍率

（実績） 

3.46 倍 

以上 

 

1.52 倍 

(平成 30 年

度目標：

0.69 倍以

上) 

2.84 倍 

（令和元年

度 目 標 ：

1.38 倍 以

上） 

5.70 倍 

（令和２年

度 目 標 ：

2.08 倍 以

上） 

4.97 倍 

（令和３年

度 目 標 ：

2.77 倍 以

上） 

 経常費用（千円） 7,239,630 5,294,786 8,603,804 7,051,804  

（上記の達成度） － 220％ 205％ 274％ 179％  

数値目標３．－２ 

NEDO プロジェクトに

参加する若手研究者

等（実績） 

200 人以上 60 人 471 人 930 人 955 人  経常利益（千円） 

 

 

7,377,524 5,407,599 11,846,874 7,196,242  

（上記の達成度） － 30％ 236％ 465% 478% － 

技術シーズのマッチ

ング件数（実績）※ 

－ 1,123 件 

(平成 30 年

度目標：

500 件以上) 

1,180 件 

（令和元年

度目標：500

件以上） 

－ － － 行政コスト（千円） 

 

7,030,600 5,298,281 8,607,927 7,051,804  

（上記の達成度） － 225％ 236％ －   従事人員数 985 の内数 1,060の内数 1,181の内数 1,372の内数  
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注１）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注２）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―５ 特定公募型研究開発業務※１ 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条等 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第 27 条の 2 
当該項目の重要度、難易

度 
【重要度：高】【困難度：高】 

数値目標５．－３【重点化】 
関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー グリーンイノベーション基金事業（基金シート番号 32）等 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 

数値目標５．－１ 

マネジメント（実績） 

[ムーンショット型

研究開発事業] 

 － － － －  予算額（千円） － 

 

－ 

 

－ 

 

298,757,079  

（上記の達成度） － － － － －  

数値目標５．－１ 

マネジメント（実績） 

[ポスト 5G 情報通信

システム基盤強化研

究開発事業] 

 － － － －  決算額（千円） － 

 

－ 

 

－ 

 

50,878,169  

（上記の達成度） － － － － －  

数値目標５．－３ 

NEDO の貢献度（実績） 

[グリーンイノベー

ション基金事業] 

 － － － 100％  経常費用（千円） － 

 

－ 

 

－ 

 

50,878,917  

（上記の達成度） － － － － 133％  

事業の進捗度 

[ムーンショット型

研究開発事業] 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

－ － － 37%  経常利益（千円） 

 

－ － － 53,309,464  

事業の進捗度 

[ポスト 5G 情報通信

システム基盤強化研

究開発事業] 

－ 

(モニタリ

ング指標) 

－ － － 19% － 

     － － 行政コスト（千円） 

 

－ － － 50,878,917  

       従事人員数 － － － 1,372の内数  

注１）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注２）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

※１ 特定公募型研究開発業務については、令和３年度に新設された評価単位 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―６ 特定半導体の生産施設整備等の助成業務※１ 

関連する政策・施策 ― 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律第 27 条の 2 
当該項目の重要度、難易

度 
【重要度：高】【困難度：高】 

数値目標５．－３ 

【重点化】 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
― 

 
２．主要な経年データ 
 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成３０年

度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度  令和４年度  平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度  令和４年度 

数値目標６  － － － － －  予算額（千円） － － － －  
（上記の達成度） － － － － －  決算額（千円） － － － －  
       経常費用（千円） － － － 135  
       経常利益（千円） － － － －  
       行政コスト（千円） － － － 135  

        従事人員数 － － － 1,372の内数  
注１）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注２）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

※１ 特定半導体の生産施設整備等の助成業務については、令和４年度に新設された評価単位 
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３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価（Ⅰ－１～Ⅰ－６の項目の内容をまとめて記載） 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 

     ＜自己評価＞ 
エネルギーシステム分野 Ａ 
省エネルギー・環境分野 Ａ 
産業技術分野      Ａ 
新産業創出・シーズ発掘等分野 Ａ 
特定公募型研究開発業務 Ａ 
特定半導体の生産施設整備等の助成
業務 Ｂ 

〇以下の内容のとおり、顕著な成果

が出ていることから、本項目の自己

評価をＡとした。 

評定  評定    

 

Ⅲ．研究開発成果の最大化その他
の業務の質の向上に関する事項 
 第４期中長期目標期間におい
ては、研究開発成果の最大化その
他の業務の質の向上のため、以下
のとおり、上記ミッションを実現
するため、１．から６．の業務項
目毎に取組を行うものとする。 
 また、新たに追加される、高性
能な半導体（以下「特定半導体」
という。）の生産施設整備等の助
成業務を含め、ＮＥＤＯの業務活
動が、①エネルギーシステム分
野、②省エネルギー・環境分野、
③産業技術分野、④新産業創出・
シーズ発掘等分野、⑤特定公募型
研究開発業務、⑥特定半導体の生
産施設整備等の助成業務に分類
されることから、当該分類を一定
の業務等のまとまりと捉えて「評
価単位」とする。  
 評価に当たっては、別紙のとお
り、評価単位ごとに１．から５．
の評価項目について評価軸等に
基づき実施するものとする。な
お、異分野の技術の融合がますま
す重要になってきていることを
踏まえ、評価単位の設定による内
部の縦割りを助長することのな
いよう十分留意するとともに、分
野横断の視点で全体を俯瞰しつ
つ、異分野の技術の融合を図る技
術開発マネジメントにも適切に
取り組むものとする。 

Ⅰ．研究開発成果の最大化その他
の業務の質の向上に関する事項 
 第４期中長期目標期間におい
ては、研究開発成果の最大化その
他の業務の質の向上のため、以下
のとおり、上記ミッションを実現
するため、１．から６．の業務項
目毎に取組を行うものとする。 
 また、新たに追加される、高性
能な半導体（以下「特定半導体」
という。）の生産施設整備等の助
成業務を含め、機構の業務活動
を、①エネルギーシステム分野、
②省エネルギー・環境分野、③産
業技術分野、④新産業創出・シー
ズ発掘等分野、⑤特定公募型研究
開発業務、⑥特定半導体の生産施
設整備等の助成業務に分類し、当
該分類を一定の業務等のまとま
りと捉えて評価単位とされたこ
とを踏まえ、これらの分類ごとに
組織上の責任者を配置して業務
を実施する。 
 なお、異分野の技術の融合がま
すます重要になってきているこ
とを踏まえ、評価単位の設定によ
る内部の縦割りを助長すること
のないよう十分留意するととも
に、分野横断の視点で全体を俯瞰
しつつ、異分野の技術の融合を図
る技術開発マネジメントにも適
切に取り組むものとする。 

 Ⅰ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する
事項 
・第４期中長期目標及び計画で定められた目標達成のため、
研究発成果の最大化その他の業務の質の向上のため、以下
の１．から 6．のとおり業務を実施した。 

・また、機構の業務活動単位を、①エネルギーシステム分野、
②省エネルギー・環境分野、③産業技術分野、④新産業創
出・シーズ発掘等分野、⑤特定公募型研究開発業務、⑥特
定半導体の生産施設整備等の助成業務の 6分類とし、これ
らの分類ごとに組織上の責任者を配置して業務を実施し
た。 

・なお、異分野の技術の融合がますます重要になってきてい
ることを踏まえ、評価単位の設定による内部の縦割りを助
長することのないよう十分留意するとともに、分野横断の
視点で全体を俯瞰しつつ、異分野の技術の融合を図る技術
開発マネジメントにも適切に取り組んだ。 

【外部有識者（業績評価点検委員）
の主な意見】 
＜研究開発成果の最大化その他業務
の質の向上に関する事項＞ 
・各数値目標のすべてにおいて目標
を大きく上回る実績をこれまで達
成しており、第 4期中長期目標期
間全体を通して、全てのセグメン
トで目標を大きく上回る実績の達
成が見込める点が評価できる。 

 
○エネルギーシステム分野 
・事業終了後 5年経過後の時点での
実用化達成率が約 4割に上ってい
るのは高い成果である。 

・世界情勢が不透明となるなか、水
素、太陽光、風力などの活用拡大
に世界からの期待は大きく、NEDO
のシステム開発能力はそれに貢献
するものであり、一層の向上を目
指して頂きたい。 

 
○省エネルギー・環境分野 
・未利用熱エネルギーの活用技術に
積極的に取り組み、産業、運輸、
民生各分野で社会実装を実現でき
た点は評価できる。 

・1,700℃高効率ガスタービンの開
発で世界最高クラスの送電端効率
を達成できたことは、 CO2排出削
減と国際競争力向上に大いに寄与
しており、世界各国からの受注に
大いに貢献し、世界をリードして
いることは評価に値する。今後、
時代は予測不能の状態に陥る恐れ
があり、開発を加速させる新たな
方策も検討頂きたい。 

 
○産業技術分野 
・「人工知能技術適用によるスマー
ト社会の実現」、「高効率・高速処
理を可能とする AIチップ・次世
代コンピューティングの技術開発
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事業」、「革新的新構造材料等研究
開発事業」等、際立った成果をあ
げていることが評価できる。 

・エネルギー使用量、CO2排出削減
のために、輸送機器の軽量化を目
指す技術開発は世界的にも極めて
重要な取組である。材料から接合
技術の開発など、着実な実績を積
み上げており、将来は、輸送機器
のみならず、産業全体に波及する
開発であり、マクロの視点も検討
しながら進めて頂きたい。 

 
○新産業創出・シーズ発掘等分野 
・研究開発型スタートアップに対し
て、事業化の専門家や VC、事業
会社等のスタートアップ・エコシ
ステムを構成する複数のプレーヤ
ーを巻き込んだ伴走型の支援を提
供したことにより、中長期目標期
間中に 34社もの株式公開を実現
したことは素晴らしい成果と言え
る。 

・革新的な技術シーズを発掘した先
導研究もこの中長期目標期間内の
注力事業の一つとして推進し、78
件ものテーマが国家プロジェクト
等に移行するなど、大きな成果を
得たことは評価できる。 

 
○特定公募型研究開発業務／特定半
導体の生産設備整備等の助成業務 
・グリーンイノベーション基金事業
では計画策定を終える見込みの
19 件全てで公募開始が予定され
るなど、着実に進展している。ま
た、ムーンショット型研究開発事
業やポスト 5G情報通信システム
基盤強化研究事業、経済安全保障
重要技術育成プログラム事業、特
定半導体の生産設備整備等の助成
業務の新しい事業も順調に立ち上
げが進んでおり、評価できる。 

 
○その他、セグメント共通内容等 
・技術戦略研究センターは、各技術
分野における海外トレンド等の社
会潮流の発信や技術戦略の提言に
とどまらず、総合的な将来社会像
を提示して広く社会に貢献した
り、NEDO 総合指針の策定・公表、
社会課題起点の技術ツリー図の作
成・公表、データカタログの整備・
公表、標準化関連情報の提供等も
行っており、評価できる。 

・研究成果の社会実装の推進とし
て、ナショナルプロジェクト終了
後の 5年経過後のアウトカムに関
する追跡評価は、実施したプロジ
ェクト成果の社会実装を確実に達
成するためには重要な調査と思わ
れ、これを推進したこと自体を高
く評価したい。 

・実用化、社会実装について、テー
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マの内容によって共通化が難しい
ことが想像されるため、今後は多
くの最新の知見を整理し、社会情
勢に合わせた実用化、社会実装の
在り方を検討頂きたい。 

 

 

１．技術開発マネジメント等によ
る研究成果の社会実装の推進 
 第４期中長期目標期間におい
ては、さらなる技術開発マネジメ
ントの機能強化を通じて研究開
発成果の最大化を図るとともに、
研究成果を速やかに社会実装へ
つなげるための取組を強化する
ものとする。 

１．技術開発マネジメント等によ
る研究成果の社会実装の推進 
 第４期中長期目標期間において
は、さらなる技術開発マネジメン
トの機能強化を通じて研究開発
成果の最大化を図るとともに、研
究成果を速やかに社会実装へつ
なげるための取組を強化するも
のとする。 

 １．技術開発マネジメント等による研究成果の社会実装の推
進 
・第４期中長期目標及び中長期計画で定められた目標の達
成に向けて、さらなる技術開発マネジメントの機能強化を
通じて研究開発成果の最大化を図るとともに、研究成果を
速やかに社会実装へつなげるための取組を強化。 

   

 

（１）世界最先端の研究開発プロ
ジェクトの実施と成果の最大化 
 ＮＥＤＯが行う研究開発プロ
ジェクトについては、事業終了段
階での事後評価結果とともに、追
跡調査によって把握される結果
により評価を行うものとし、以下
の数値目標を掲げ、その目標の達
成状況を公表するものとする。 

（１）世界最先端の研究開発プロ
ジェクトの実施と成果の最大化 
機構が行う研究開発プロジェク
トについては、事業終了段階での
事後評価結果とともに、追跡調査
によって把握される結果により
評価を行うものとし、以下の数値
目標を掲げ、その目標の達成状況
を公表するものとする。 

 （１）世界最先端の研究開発プロジェクトの実施と成果の最
大化 

   

 

○数値目標１.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
 平成 23 年度以前に終了したナ
ショナルプロジェクト 243 件の
終了５年経過後の実用化達成率
（製品化又は上市段階の比率。以
下同じ。）は 26.2%であるが、平
成 27 年度以降、長期的な技術戦
略に基づいてナショナルプロジ
ェクトが組成される仕組みが導
入され、プロジェクトの難易度が
上がっていること、第３期中長期
目標における実用化達成率目標
25%以上の数値引き上げは、難易
度が低く実用化に近いナショナ
ルプロジェクトの組成につなが
りかねない懸念が生じるため、第
４期中長期目標ではナショナル
プロジェクトであって、非連続ナ
ショナルプロジェクト以外のも
のについては、事業終了後、５年
経過後の時点での実用化達成率
を第４期中長期目標期間全体で
該当する評価単位のそれぞれに
おいて、いずれも 25％以上とす

○数値目標１.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
平成 23 年度以前に終了したナ

ショナルプロジェクト 243 件の
終了 5 年経過後の実用化達成率
（製品化又は上市段階の比率。以
下同じ。）は 26.2%であるが、平成
27 年度以降、長期的な技術戦略
に基づいてナショナルプロジェ
クトが組成される仕組みが導入
され、プロジェクトの難易度が上
がっていること、第 3期中長期目
標における実用化達成率目標25%
以上の数値引き上げは、難易度が
低く実用化に近いナショナルプ
ロジェクトの組成につながりか
ねない懸念が生じるため、第４期
中長期目標ではナショナルプロ
ジェクトであって、非連続ナショ
ナルプロジェクト以外のものに
ついては、事業終了後、５年経過
後の時点での実用化達成率を第
４期中長期目標期間全体で該当
する評価単位のそれぞれにおい
て、いずれも２５％以上とするこ

【評価軸】 
○技術開発マネジ
メントの成果が実
用化につながって
いるか。 
 
【関連する評価指
標】 
○事業終了後、５
年経過後の時点で
の実用化達成率又
は（及び）外部評価
委員会による事後
評価における「実
用化見通し」の評
価項目の評点（評
価指標） 

・ナショナルプロジェクト終了後、５年経過後時点でのアウ
トカムの実績を把握するため、追跡調査により実用化達成
状況を評価。 

・２０２１年度までに追跡調査を完了した案件（２０１２～
２０１５年度終了プロジェクト）の実用化状況は以下のと
おり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
２０１２～２０１５年度終了案件総計 ３９．５％（５８
事業者／１４７事業者） 

 
［省エネルギー・環境分野］ 
２０１２～２０１５年度終了案件総計 ３９．５％（３０
事業者／７６事業者） 

 
［産業技術分野］ 
２０１２～２０１５年度終了案件総計 ３４．４％（９８
事業者／２８５事業者） 

 
・事業終了後に実施する外部評価委員会による事後評価お
いて、「成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し」
の評価項目の４段階評点が最上位又は上位の区分となっ
た比率について、２０１８年度から２０２１年度までの実
績は以下のとおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 

【評価の根拠】 
・2021 年度までに追跡調査を完了し
た案件（2012～2015 年度終了プロ
ジェクト）の実用化状況は、全て
のセグメントで目標を達成。 

・事業終了後、5 年が経過していな
いナショナルプロジェクトの事後
評価における「成果の実用化・事
業化に向けた取組及び見通し」に
おいても全てのセグメントで目標
を達成。 
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ることを目標とし、その達成状況
を評価する。 
 加えて、終了５年経過後時点で
実用化達成率のみを評価すると、
第４期中長期目標期間中に終了
するナショナルプロジェクトの
実用化達成率は反映されないこ
ととなるため、事業終了後、５年
が経過していないナショナルプ
ロジェクト（非連続ナショナルプ
ロジェクトを除く。）については、
事業終了後に実施する外部評価
委員会による事後評価における
「成果の実用化・事業化に向けた
取組及び見通し」の評価項目の４
段階評点が最上位又は上位の区
分となる比率を第４期中長期目
標期間全体で該当する評価単位
のそれぞれにおいて、いずれも
50％以上（平成 23 年度以前に終
了したナショナルプロジェクト
243 件の実績は 41％）とするこ
とを目標として、成果の実用化に
向けたマネジメントに、より一層
取り組むものとし、当該比率を基
に実用化達成率の将来予測を行
うものとする。 

とを目標とし、その達成状況を評
価する。 
加えて、終了 5年経過後時点で

実用化達成率のみを評価すると、
第 4 期中長期目標期間中に終了
するナショナルプロジェクトの
実用化達成率は反映されないこ
ととなるため、事業終了後、5年
が経過していないナショナルプ
ロジェクト（非連続ナショナルプ
ロジェクトを除く。）については、
事業終了後に実施する外部評価
委員会による事後評価における
「成果の実用化・事業化に向けた
取組及び見通し」の評価項目の 4
段階評点が最上位又は上位の区
分となる比率を第 4 期中長期目
標期間全体で該当する評価単位
のそれぞれにおいて、いずれも
50%以上（平成 23 年度以前に終了
したナショナルプロジェクト243
件の実績は 41%）とすることを目
標として、成果の実用化に向けた
マネジメントに、より一層取り組
むものとし、当該比率を基に実用
化達成率の将来予測を行うもの
とする。 

６６．７％（１０プロジェクト／１５プロジェクト） 
※非連続ナショナルプロジェクト１件が対象外のため数
値目標１.-２の分母と数値が異なる。 

 
［省エネルギー・環境分野］ 
１００％（５プロジェクト／５プロジェクト） 

 
［産業技術分野］ 
７５％（９プロジェクト／１２プロジェクト） 
※非連続ナショナルプロジェクト２件が対象外のため数
値目標１.-２の分母と数値が異なる。 

 

【重要度：高】【優先度：高】 
 研究開発プロジェクトの実施
にかかる成果を測る指標として、
実用化に繋がった率をもって評
価することが最も適切と考えら
れるため、当該率をもって評価を
行うものとする。ナショナルプロ
ジェクトは、民間企業等のみでは
取り組むことが困難な、実用化・
事業化までに中長期の期間を要
し、かつリスクの高い技術開発で
あるが、一方でＮＥＤＯの技術開
発マネジメントによって早期に
実用化し社会に実装されること
も求められる。このため、社会実
装へ向けた進捗状況を示す本目
標の重要度は高いものであり、か
つ、平成 27 年３月に第３期中長
期目標を変更し、技術シーズの迅
速な事業化を促すため、ＰＭへの
大幅な権限付与等によるプロジ
ェクトマネジメントの強化を実
施しており、この強化した内容を
含むＮＥＤＯの技術開発マネジ
メントによる業務成果を直接測
るものでもあるため、指標として
の優先度も高いものである。 
【難易度：高】 
 技術開発マネジメントの機能
強化を図る等ＮＥＤＯの業務執
行努力によって、実用化達成率が
高まるものと考えられるが、一方
で研究開発は常に不確実性を有
することに加え、平成 27 年度以
降長期的な技術戦略に基づいて
ナショナルプロジェクトが組成
される仕組みが導入され、プロジ
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ェクトの難易度が上がっている
ため、難易度は高とする。 

 

（２）技術開発マネジメントの機
能強化 
 ＮＥＤＯが行う技術開発マネ
ジメントについては、事業終了段
階での事後評価結果により評価
を行うものとし、以下の数値目標
を掲げ、その目標の達成状況を公
表するものとする。 

（２）技術開発マネジメントの機
能強化 
機構が行う技術開発マネジメ

ントについては、事業終了段階で
の事後評価結果により評価を行
うものとし、以下の数値目標を掲
げ、その目標の達成状況を公表す
るものとする。 

 （２）技術開発マネジメントの機能強化    

 

○数値目標１.‐２ 
【目標】 
 第 3期中長期目標期間では、Ｎ
ＥＤＯが行った技術開発マネジ
メントを評価するため、ナショナ
ルプロジェクト終了後に実施す
る外部評価委員会による事後評
価全体の結果について、４段階評
点が最上位又は上位の区分の評
価を得る比率を６０％以上とす
ることを目標としていたが、第 4
期は、マネジメント結果を直接的
に測定できる「研究開発マネジメ
ント」及び「研究開発成果」の評
価項目に特化することとし、同評
価項目の４段階評点が最上位又
は上位の区分の評価を得る比率
について、第４期中長期目標期間
全体で該当する評価単位のそれ
ぞれにおいて、いずれも７０％以
上（平成 28 年度までに事後評価
を完了したナショナルプロジェ
クト 358 件の実績値は６８％）と
することを目標とし、その達成状
況を評価する。 

○数値目標１.‐２ 
【目標】 
 第３期中長期目標期間では、機
構が行った技術開発マネジメン
トを評価するため、ナショナルプ
ロジェクト終了後に実施する外
部評価委員会による事後評価全
体の結果について、４段階評点が
最上位又は上位の区分の評価を
得る比率を６０％以上とするこ
とを目標としていたが、第４期
は、マネジメント結果を直接的に
測定できる「研究開発マネジメン
ト」及び「研究開発成果」の評価
項目に特化することとし、同評価
項目の４段階評点が最上位又は
上位の区分の評価を得る比率に
ついて、第４期中長期目標期間全
体で該当する評価単位のそれぞ
れにおいて、いずれも７０％以上
（平成２８年度までに事後評価
を完了したナショナルプロジェ
クト３５８件の実績値は６８％）
とすることを目標とし、その達成
状況を評価する。 

【評価軸】 
○適切な技術開発
マネジメントを行
っているか。 
 
【関連する評価指
標】 
○事業終了後に実
施する外部評価委
員会による事後評
価における「マネ
ジメント」及び「成
果」の評点（評価指
標） 

・事業終了後に実施する外部評価委員会による事後評価お
いて、「研究開発マネジメント」及び「研究開発成果」の
評価項目の４段階評点が最上位又は上位の区分の評価を
得た比率について２０１８年度から２０２１年度までの
実績は以下のとおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
８７．５％（１４プロジェクト／１６プロジェクト） 

 
［省エネルギー・環境分野］ 
１００％（５プロジェクト／５プロジェクト） 

 
［産業技術分野］ 
８５．７％（１２プロジェクト／１４プロジェクト） 

 
【評価の根拠】 
・「マネジメント」及び「成果」 （数
値目標１．-２）については、全て
のセグメントで目標値を上回って
達成（達成度は 120％以上） 

 

  

 

（３）技術戦略に基づいたチャレ
ンジングな研究開発の推進 
国費を原資とするナショナル

プロジェクトでは基本的に成功
率を高める取組が求められると
ころであるが、成功率だけを目標
にするとリスクが高い研究開発
が実施されにくい懸念が生じる。
ＮＥＤＯが今後取り組むべき 20
年、30 年先の市場を創出する技
術は、現在の類似技術の延長線上
の改良・漸進的進展のみならず、
非連続な飛躍が必要と考えられ

（３）技術戦略に基づいたチャレ
ンジングな研究開発の推進 
国費を原資とするナショナル

プロジェクトでは基本的に成功
率を高める取組が求められると
ころであるが、成功率だけを目標
にするとリスクが高い研究開発
が実施されにくい懸念が生じる。
機構が今後取り組むべき２０年、
３０年先の市場を創出する技術
は、現在の類似技術の延長線上の
改良・漸進的進展のみならず、非
連続な飛躍が必要と考えられる。

 （３）技術戦略に基づいたチャレンジングな研究開発の推進 
・技術開発リスクが極めて高い一方で成功した場合の経済・
社会に及ぼす効果が極めて大きい非連続ナショナルプロ
ジェクトにつながる技術テーマに積極的に取り組んでい
くため、「ＮＥＤＯ先導研究プログラム」において、非連
続ナショナルプロジェクトにつながるテーマを積極的に
設定。 
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る。このため、現時点ではリスク
が高い研究開発テーマにも果敢
に挑戦することが求められる。 
研究開発の企画・立案段階でそ

の研究開発目標が達成できない
リスクを定量的に評価すること
は困難であるが、技術開発リスク
が極めて高い一方で成功した場
合の経済・社会に及ぼす効果が極
めて大きい非連続ナショナルプ
ロジェクトにつながる技術テー
マに積極的に取り組んでいくべ
きであり、その取組を促すための
数値目標を以下のとおりとする。 

このため、現時点ではリスクが高
い研究開発テーマにも果敢に挑
戦することが求められる。 
 研究開発の企画・立案段階でそ
の研究開発目標が達成できない
リスクを定量的に評価すること
は困難であるが、技術開発リスク
が極めて高い一方で成功した場
合の経済・社会に及ぼす効果が極
めて大きい非連続ナショナルプ
ロジェクトにつながる技術テー
マに積極的に取り組んでいくべ
きであり、その取組を促すための
数値目標を以下のとおりとする。 

 

○数値目標１.‐３ 
【目標】「基幹目標」 
 ナショナルプロジェクト実施
前に行う先導研究において、外部
審査委員会において非連続ナシ
ョナルプロジェクトにつながる
ものとして分類されるテーマを
第４期中長期目標期間全体で該
当する評価単位のそれぞれにお
いて、いずれも全体の 40％以上
とする目標を新たに設ける。 
※数値目標を見直し、令和４年度
は 65％以上とすることを目標と
する。 

○数値目標１.‐３ 
【目標】「基幹目標」 
 ナショナルプロジェクト実施
前に行う先導研究において、外部
審査委員会において非連続ナシ
ョナルプロジェクトにつながる
ものとして分類されるテーマを
第４期中長期目標期間全体で該
当する評価単位のそれぞれにお
いて、いずれも全体の４０％以上
とする目標を新たに設ける。 
※経済産業省が定める第４期中
長期目標における数値目標の見
直しを踏まえ、令和４年度は６
５％以上とすることを目標とす
る。 

【評価軸】 
○ＮＥＤＯがチャ
レンジングな研究
開発に積極的に取
り組んでいるか 
 
【関連する評価指
標】 
○非連続ナショナ
ルプロジェクトに
つながるものとし
て分類される先導
研究テーマの設定
状況（評価指標） 

○数値目標１.‐３ 「基幹目標」 
【非連続ナショナルプロジェクトにつながるものとして分
類される先導研究テーマの設定状況（評価指標）】 
・ナショナルプロジェクト実施前に行う先導研究において、
外部審査委員会において非連続ナショナルプロジェクト
につながるものとして分類されるテーマの割合について、
２０１８年度から２０２１年度の実績は以下のとおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
７５．０％（９テーマ（非連続テーマ数）／１２テーマ（テ
ーマ設定数）） 

 
［省エネルギー・環境分野］ 
８１．３％（１３テーマ（非連続テーマ数）／１６テーマ
（テーマ設定数）） 

 
［産業技術分野］ 
６３．０％（１７テーマ（非連続テーマ数）／２７テーマ
（テーマ設定数）） 

 
［新産業創出・シーズ発掘等分野］ 
５３．６％（１５テーマ（非連続テーマ数）／２８テーマ
（テーマ設定数）） 

 
※2018～2021 年度までの合計 

【評価の根拠】 
・非連続ナショナルプロジェクトに
つながるものとして分類される先
導研究テーマの設定状況は、全て
のセグメントで目標値を上回って
達成。 

  

 

【重要度：高】【優先度：高】 
 ＮＥＤＯが今後取り組むべき
20 年、30 年先の市場を創出する
技術は、現在の類似技術の延長線
上の改良・漸進的進展のみなら
ず、非連続な飛躍が必要と考えら
れ、こうした技術の開発はリスク
が極めて高い一方、成功した場合
の経済・社会に及ぼす効果が大き
いと考えられるものである。上記
の目標設定により、従来型の研究
開発に加えて、アイデアの斬新さ
と経済・社会的インパクトを重視
した研究開発に挑戦することを
促す仕掛けを取り入れ、非連続な
イノベーションの創出を加速す
るチャレンジングな研究開発の
推進に適した手法の拡大に取り
組むことは、重要度及び優先度が
いずれも高いものである。 
【難易度：高】 
 非連続ナショナルプロジェク
トにつながるものとして分類さ
れる先導研究の創出は、類似技術
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の発展・改良のための先導研究に
比して、大きな発想の転換や独創
性のある技術の組み合わせなど、
従来の発想にはない高度な提案
が必要となるため、相当の困難性
が認められるため、難易度は高と
する。 

 

（４）国際標準化等を通じた研究
開発成果の事業化支援 
研究開発成果を速やかに社会

実装につなげるとともに、研究開
発成果を取り入れた製品等の国
際的な競争力を確保するため、ナ
ショナルプロジェクトの企画段
階において、当該分野の技術や関
連する規制・標準の動向を把握
し、ナショナルプロジェクトの
「基本計画」に、研究開発と標準
化戦略及び知的財産マネジメン
トを一体的に推進する体制を記
載するものとする。また、標準化
の中でも先端技術の国際標準化
が国際的な競争力を確保するた
めに重要であることから、その取
組を促すための数値目標を以下
のとおりとする。 
 なお、ナショナルプロジェクト
以外の事業についてもナショナ
ルプロジェクトに準じて研究開
発成果の事業化支援に取り組む
ものとする。 

（４）国際標準化等を通じた研究
開発成果の事業化支援 
研究開発成果を速やかに社会

実装につなげるとともに、研究開
発成果を取り入れた製品等の国
際的な競争力を確保するため、ナ
ショナルプロジェクトの企画段
階において、当該分野の技術や関
連する規制・標準の動向を把握
し、ナショナルプロジェクトの
「基本計画」に、研究開発と標準
化戦略及び知的財産マネジメン
トを一体的に推進する体制を記
載するものとする。また、標準化
の中でも先端技術の国際標準化
が国際的な競争力を確保するた
めに重要であることから、その取
組を促すための数値目標を以下
のとおりとする。 
 なお、ナショナルプロジェクト
以外の事業についてもナショナ
ルプロジェクトに準じて研究開
発成果の事業化支援に取り組む
ものとする。 

 （４）国際標準化等を通じた研究開発成果の事業化支援 
・研究開発成果を速やかに社会実装につなげるとともに、研
究開発成果を取り入れた製品等の国際的な競争力を確保
するため、ナショナルプロジェクトの企画段階における技
術戦略策定段階おいて、当該分野の技術や関連する規制・
標準の動向を把握するものとした。 また、ナショナルプ
ロジェクトの「基本計画」に、研究開発と標準化戦略及び
知的財産マネジメントを一体的に推進する体制を記載す
るものとした。具体的には、プロジェクトの特性に応じて、
「基本計画」に標準化及び知的財産に関する方針等を記載
するものとした。 

・併せて、従前の NEDO における標準化に関する活動を概
観・整理し、出口戦略として意義のある標準化の検討や標
準化にかかる具体的な取組みの促進のため、技術戦略策定
段階、プロジェクト推進段階及びフォローアップ段階の各
段階における標準化の検討・実施のための体制を強化し、
2020 年度より本格運用を開始した。特に、技術戦略策定
段階等において、各技術分野の実情に応じた標準化を実施
するため、標準専門家等と議論を行うようにした。フォロ
ーアップ段階における体制強化として、2020 年度に
NEDO ホームページに標準化相談窓口を開設した。また、
さらなる事業者フォローアップの充実として、2020 年度
に「標準化活用支援パートナーシップ制度」に加盟し、本
制度に基づき、日本規格協会の標準化アドバイザーによる
標準化の戦略的活用に関する情報提供・助言等が１事業者
になされた。 

 
・また、標準化の中でも先端技術の戦略的な国際標準化は、
国際的な競争力を確保するために重要であるため、
NEDO プロジェクトの実施者が技術開発成果の社会実
装として国際標準化活動を効果的に行うための「標準化マ
ネジメントガイドライン」を 2018 年度に公表した。2019
年度以降は、標準化に対する関係者の意識向上のため、当
ガイドラインの普及・周知をした。 

・さらに、プロジェクト関係者の標準に対する意識向上のた
め、標準化に関する研修を充実させ、人材育成を図った。 

 
【評価の根拠】 
・主な業務実績等に記載のとおり、
プロジェクトの特性に応じた活動
に係る整理・検討を行うことで、機
構全体における標準化に係る取組
の更なる強化を実現。 

・個別の具体的取組の強化を図り、
標準化提案に係る着実な活動が実
施できている。 

  

 

○数値目標１‐４ 
【目標】 
 研究開発成果の社会実装及び
国際的な競争力確保への取組を
評価するため、新たに国際標準化
に係る指標を設定する。具体的に
は、ナショナルプロジェクトにお
ける国際標準化に係る取組を含
んだ基本計画のうち、ＩＳＯ、Ｉ
ＥＣ、フォーラム規格等国際標準
化の提案を行ったプロジェクト
の比率を該当する評価単位のそ
れぞれにおいて、いずれも第４期
中長期目標期間中全体で１５％
以上（第 3期中長期目標期間中に

○数値目標１‐４ 
【目標】 
 研究開発成果の社会実装及び
国際的な競争力確保への取組を
評価するため、新たに国際標準化
に係る指標を設定する。具体的に
は、ナショナルプロジェクトにお
ける国際標準化に係る取組を含
んだ基本計画のうち、ＩＳＯ、Ｉ
ＥＣ、フォーラム規格等国際標準
化の提案を行ったプロジェクト
の比率を該当する評価単位のそ
れぞれにおいて、いずれも第４期
中長期目標期間中全体で１５％
以上（第３期中長期目標期間中に

【評価軸】 
○国際標準化に取
り組んでいるか。 
 
【関連する評価指
標】 
○国際標準化提案
を行ったプロジェ
クトの割合（評価
指標） 

○数値目標１.‐４ 
【国際標準化提案を行ったプロジェクトの割合（評価指標）】 
・ナショナルプロジェクトにおける国際標準化に係る取組
を含んだ基本計画のうち、ＩＳＯ、ＩＥＣ、フォーラム規
格等国際標準化の提案を行ったプロジェクトの比率につ
いては以下のとおり。（2022 年 3 月末時点） 

 
【エネルギーシステム分野】 
２２．２％（２件（提案実績）／９件（標準化提案を行う
基本計画数））   

 
【省エネルギー・環境分野】 
３３．３％（１件（提案実績）／３件（標準化提案を行う
基本計画数）） 

 

【評価の根拠】 
・国際標準化提案を行ったプロジェ
クトの割合は、全てのセグメント
で目標値を上回って達成。 
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おける実績は１２．９％）とする
ことを目標とする。なお、国内外
の関係機関との連携が必須とな
る国際標準化活動において、提案
をリードすることは、相当の困難
性があるものである。 

おける実績は１２．９％）とする
ことを目標とする。なお、国内外
の関係機関との連携が必須とな
る国際標準化活動において、提案
をリードすることは、相当の困難
性があるものである。 

【産業技術分野】 
４０．０％（６件（提案実績）／１５件（標準化提案を行
う基本計画数）） 

 

（５）上記の数値目標を達成する
ための技術開発マネジメントの
実施 
上記の（１）から（４）の数値目
標を達成するため、以下のとお
り、政策当局と密接に連携しつ
つ、産業技術政策などの実施機関
として適切に技術開発マネジメ
ントに取り組むものとする。 

（５）上記の数値目標を達成する
ための技術開発マネジメントの
実施 
 上記の（１）から（４）の数値目
標を達成するため、以下のとお
り、政策当局と密接に連携しつ
つ、産業技術政策などの実施機関
として適切に技術開発マネジメ
ントに取り組むものとする。 

 （５）上記の数値目標を達成するための技術開発マネジメン
トの実施 
・上記の（１）から（４）の数値目標を達成するため、以下
のとおり、政策当局と密接に連携しつつ、産業技術政策な
どの実施機関として適切に技術開発マネジメントに取り
組んだ。 

   

 

①ナショナルプロジェクトの実
施 
ⅰ）企画（Plan）・実施(Do)段階 
 企画段階においては、内閣府の
戦略的イノベーション創造プロ
グラム（ＳＩＰ）等ＮＥＤＯ以外
の公的機関が戦略を策定し推進
するものを除き、ＴＳＣが策定す
る技術戦略及びプロジェクト構
想に基づき企画立案することを
基本とする。プロジェクト構想が
策定された段階でＰＭを選定し、
そのＰＭが主体となって、基本計
画の策定、実施体制の構築を行う
ものとする。なお、ＰＭの選定に
あたっては、産業界、大学等、Ｎ
ＥＤＯ内外からの登用を含め、当
該プロジェクトの技術開発マネ
ジメントに最適な技術開発マネ
ジメント体制を構築する。基本計
画には事業終了時や中間時点で
の達成目標を定量的かつ明確に
示すとともに、市場創出効果、雇
用創造効果、広範な産業への波及
効果、中長期視点からの我が国産
業競争力強化への貢献、内外のエ
ネルギー・環境問題等の社会的課
題の解決への貢献、費用対効果等
の観点から事前評価を行うもの
とする。 
 実施段階においては、プロジェ
クト期間を複数のステージに分
割し、必要な実施体制の見直し等
を柔軟に図る「ステージゲート方
式」を必要に応じて活用するもの
とする。また、挑戦的なテーマに
対しベンチャー企業等から広く
技術やアイデアを募集する観点
から、書面審査だけではなく提案
者によるデモンストレーション
等によるコンテストを設け、その
成績に応じて助成金の交付等を

①ナショナルプロジェクトの実
施 
ⅰ）企画（Plan）・実施(Do)段階 
企画段階においては、助成によ

り実施するもの及び内閣府の戦
略的イノベーション創造プログ
ラム（ＳＩＰ）等機構以外の公的
機関が戦略を策定し推進するも
の等を除き、ＴＳＣが策定する技
術戦略及びプロジェクト構想に
基づき企画立案することとする。
プロジェクト構想が策定された
段階でＰＭを選定し、そのＰＭが
主体となって、基本計画の策定、
実施体制の構築を行うものとす
る。なお、ＰＭの選定にあたって
は、産業界、大学等、機構内外か
らの登用を含め、当該プロジェク
トの技術開発マネジメントに最
適な技術開発マネジメント体制
を構築する。基本計画には事業終
了時や中間時点での達成目標を
定量的かつ明確に示すとともに、
市場創出効果、雇用創造効果、広
範な産業への波及効果、中長期視
点からの我が国産業競争力強化
への貢献、内外のエネルギー・環
境問題等の社会的課題の解決へ
の貢献、費用対効果等の観点から
事前評価を行うものとする。 
 基本計画策定後、円滑かつ迅速
な事業実施、推進を図るため、極
力多くの事業について、政府予算
の成立を条件として、実施年度の
前年度の３月までに公募を開始
する。公募は、ホームページ等の
メディアの最大限の活用等によ
り採択基準を公表しつつ実施す
る。また、公募に際しては、機構
のホームページ上に、公募開始の
１ヶ月前（緊急的に必要なもので
あって事前の周知が不可能なも

 ①ナショナルプロジェクトの実施 
ⅰ）企画（Plan）・実施(Do)段階 
・企画段階においては、助成により実施するもの及び内閣府
の戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）等機構
以外の公的機関が戦略を策定し推進するもの等を除き、Ｎ
ＥＤＯ技術戦略研究センター（以下「ＴＳＣ」という。）
が策定する技術戦略及びプロジェクト構想に基づき企画
立案を実施。プロジェクト構想が策定された段階でプロジ
ェクトマネージャー（以下「ＰＭ」という。）を選定し、
そのＰＭが主体となって、基本計画の策定、実施体制の構
築を実施。 

・なお、ＰＭの選定にあたっては、産業界、大学等、機構内
外からの登用を含め、当該プロジェクトの技術開発マネジ
メントに最適な技術開発マネジメント体制を構築すると
ともに、マネジメント体制に応じたＰＭの在り方について
も検討。令和３年度からは、プロジェクトの難度や特性に
応じて適切なＰＭを指名するため、ＰＭ選定レビュープロ
セスを導入した。基本計画には事業終了時や中間時点での
達成目標を定量的かつ明確に示すとともに、市場創出効
果、雇用創造効果、広範な産業への波及効果、中長期視点
からの我が国産業競争力強化への貢献、内外のエネルギ
ー・環境問題等の社会的課題の解決への貢献、費用対効果
等の観点から事前評価を実施。 

・基本計画策定後、円滑かつ迅速な事業実施、推進を図るた
め、多くの事業について、実施年度の前年度の３月までに
公募を開始した。公募は、ホームページ等のメディアの最
大限の活用等により採択基準を公表しつつ実施。また、公
募に際しては、機構のホームページ上に、公募開始の１ヶ
月前（緊急的に必要なものであって事前の周知が不可能な
ものを除く。）には公募に係る事前の周知を実施。さらに、
十分な審査期間と体制構築に必要な期間を適切に確保す
ることを最大限留意することを前提に、応募総数が多い場
合等、特段の事情がある場合を除き、公募から事業開始ま
での期間を事業毎に設定し、事務の合理化・迅速化を図っ
た。また、事業毎に公募から採択決定までの期間を公募要
領に明記し公募を実施。決定した実施体制の公表や実施体
制に含まれなかった者に対する理由の通知を行う等、実施
体制の決定過程の透明性を確保。 

・実施段階においては、プロジェクト期間を複数のステージ
に分割し、必要な実施体制の見直し等を柔軟に図る「ステ
ージゲート方式」を必要に応じて活用。研究開発ナショナ
ルプロジェクトのうち、例えば、「IoT 社会実現のための

【評価の根拠】 
・「主な業務実績等」において言及さ
れたＰＭについては、プロジェク
トマネジメントを行う職員の経
験・技能を多段階で評価し、マネ
ジメントの高度化及び適切な配置
を促進する仕組みとして、プロジ
ェクトマネジメントレベル認定制
度を創設し、運用を開始。NEDO 職
員のプロジェクトマネジメント能
力の更なる高度化を図るととも
に、プロジェクトのマネジメント
の難易度に応じた最適な人材配
置・獲得の仕組みを実現。 

・「サプライチェーンの迅速・柔軟な
組換えに資する衛星を活用した状
況把握システムの開発・実証」で
は、成果に応じて助成金の交付を
行う「アワード方式」を採用した
審査を行う見込み。 
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行う「アワード方式」についても
特性に応じて活用することがで
きるものとする。 

のを除く。）には公募に係る事前
の周知を行う。さらに、十分な審
査期間と体制構築に必要な期間
を適切に確保することを最大限
留意することを前提に、応募総数
が多い場合等、特段の事情がある
場合を除き、公募から事業開始ま
での期間を事業毎に設定し、事務
の合理化・迅速化を図ることとす
る。また、事業毎に公募から採択
決定までの期間を公募要領に明
記し公募を行う。決定した実施体
制の公表や実施体制に含まれな
かった者に対する理由の通知を
行う等、実施体制の決定過程の透
明性を確保することとする。 
実施段階においては、プロジェ

クト期間を複数のステージに分
割し、必要な実施体制の見直し等
を柔軟に図る「ステージゲート方
式」を必要に応じて活用するもの
とする。また、挑戦的なテーマに
対しベンチャー企業等から広く
技術やアイデアを募集する観点
から、書面審査だけではなく提案
者によるデモンストレーション
等によるコンテストを設け、その
成績に応じて助成金の交付等を
行う「アワード方式」についても
特性に応じて活用することがで
きるものとする。 

革新的センシング技術開発」や「炭素循環社会に貢献する
セルロースナノファイバー関連技術開発」等の基本計画に
おいて、ステージゲート方式を行い研究開発テーマ継続是
非を決定する旨を記載。また、挑戦的なテーマに対しベン
チャー企業等から広く技術やアイデアを募集する観点か
ら、「次世代人工知能・ロボット中核技術開発／次世代人
工知能技術分野」の公募において書面審査やプレゼンテー
ションだけでなく実技による実技によるコンテスト方式
の審査を実施し、その成績に応じて委託費を決定した。「サ
プライチェーンの迅速・柔軟な組換えに資する衛星を活用
した状況把握システムの開発・実証」では、成果に応じて
懸賞金の交付を行う「アワード方式」を採用した審査を行
う見込み。 

 

ⅱ）評価(Check)及び反映・実行
（Action）段階 
評価段階においては、中間評価
及び事後評価の実施、また、必要
に応じて追跡調査・評価を実施す
ることとし、産業界、学術界等の
外部の専門家・有識者を活用し厳
格に行い、各評価結果について
は、技術情報等の流出等の観点に
配慮しつつ、可能な範囲で公表す
るものとする。追跡調査・評価で
は、これまでの機構の研究開発成
果が活用された製品・プロセス等
について、それらが社会にもたら
した経済効果（アウトカム）を把
握する既存の取組を継続すると
ともに、第４期中長期目標期間の
機構の技術開発マネジメントで
期待される研究成果を予測し、そ
の成果を活用して実用化が期待
される製品等の売上げ等の予測
を行うことによって将来的な経
済効果（アウトカム）を推計する
新たな取組を検討する。 
 なお、非連続ナショナルプロジ
ェクトについては、評価段階にお
いて、実用化・事業化の見通しに
加え、獲得された知見の他の技術
や用途への波及効果等の観点か
ら多面的に評価する。 
・実行段階においては、各評価結
果から得られた技術開発マネジ
メントに係る多くの知見、教訓、

ⅱ）評価(Check)及び反映・実行
（Action）段階 
評価段階においては、中間評価
及び事後評価の実施、また、必要
に応じて追跡調査・評価を実施す
ることとし、産業界、学術界等の
外部の専門家・有識者を活用し厳
格に行い、各評価結果について
は、技術情報等の流出等の観点に
配慮しつつ、可能な範囲で公表す
るものとする。追跡調査・評価で
は、これまでの機構の研究開発成
果が活用された製品・プロセス等
について、それらが社会にもたら
した経済効果（アウトカム）を把
握する既存の取組を継続すると
ともに、第４期中長期目標期間の
機構の技術開発マネジメントで
期待される研究成果を予測し、そ
の成果を活用して実用化が期待
される製品等の売上げ等の予測
を行うことによって将来的な経
済効果（アウトカム）を推計する
新たな取組を検討する。 
 なお、非連続ナショナルプロジ
ェクトについては、評価段階にお
いて、実用化・事業化の見通しに
加え、獲得された知見の他の技術
や用途への波及効果等の観点か
ら多面的に評価する。 
また、反映・実行段階においては、
各評価結果から得られた技術開
発マネジメントに係る多くの知

 ⅱ）評価(Check)及び反映・実行（Action）段階 
・個々の事業に係る中間評価、事後評価及び追跡評価につい
ては、産業界、学術界等の外部の専門家・有識者を活用し
厳格に実施。 

・２０２０年度以降は新型コロナウイルス感染症拡大にお
ける制約の中、Web 会議システム、音響設備、ネットワー
クの環境整備等を行い、オンライン評価分科会を実施し
た。また、委員に事業内容を十分にご理解いただき、評価
者・被評価者の間で活発な議論を促進するために、オンラ
イン評価分科会開催前に書面による事前質疑も実施。 

・さらに、現地調査会は感染症対策を前提に、可能な範囲で
実施。 
・２０１８年度から２０２１年度にかけてナショナルプロ
ジェクトについては、外部の専門家・有識者による中間評
価を計３９件、事後評価を計３５件実施した。これらの評
価結果については、確定次第、可能な範囲で機構ホームペ
ージ上において公表。 

・中間評価が確定した後に、その結果をプロジェクト運営に
反映。また、事後評価が確定した後に、結果を以後の機構
のマネジメントの改善に活用。 

・中間評価、事後評価及び追跡評価の各結果から得られた知
見、教訓については、新規着任者およびプロジェクトマネ
ジメント人材に対する意見交換活動を通じて共有。 

 
・追跡調査・評価では、これまで機構の研究開発成果が活用
された製品・プロセス等について、それらが社会にもたら
したアウトカムの把握として、上市・製品化した主要１２
１製品に関する経済効果等の調査を実施。また２０１８年
度からは試算対象となる製品の精査及び新規製品の探索
を行うとともに、効果・便益に関する新たな表現方法の検
討を実施。その取組については CSTI 評価専門調査会（内
閣府）が作成した好事例集に選出。 

 

【評価の根拠】 
・2020 年度以降は新型コロナウイル
ス感染症拡大における制約の中、
Web 会議システム、音響設備、ネ
ットワークの環境整備等を行い、
オンライン評価分科会を実施し
た。 

・２０１８年度から２０２１年度に
かけてナショナルプロジェクトに
ついては、外部の専門家・有識者
による中間評価を計３９件、事後
評価を計３５件実施した。これら
の評価結果については、確定次第、
可能な範囲で機構ホームページ上
において公表。 

・追跡調査・評価では、これまで機
構の研究開発成果が活用された製
品・プロセス等について、それら
が社会にもたらしたアウトカムの
把握として、上市・製品化した主
要１２１製品に関する経済効果等
の調査を実施。また２０１８年度
からは試算対象となる製品の精査
及び新規製品の探索を行うととも
に、効果・便益に関する新たな表
現方法の検討を実施。その取組に
ついては CSTI 評価専門調査会
（内閣府）が作成した好事例集に
選出。 
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良好事例等を蓄積することによ
り、マネジメント機能全体の改
善・強化に反映させる。 

見、教訓、良好事例等を蓄積する
ことにより、マネジメント機能全
体の改善・強化に反映させる。 

・追跡調査等で得られた知見、教訓、良好事例のノウハウ等
は、マネジメント機能全体の改善・強化に反映させるため
に推進部署への意見交換活動を通じて還元。 

・２０１８年度から２０２１年度にかけて非連続ナショナ
ルプロジェクトの評価項目・基準に基づき、中間評価及び
事後評価を実施。中間評価・事後評価結果から得られた技
術開発マネジメントに係る多くの知見、教訓、良好事例等
を、マネジメント機能全体の改善・強化に、より速やかに
反映させるべく、2021 年度に評価の実施とマネジメント
機能全体の検討を同じ部署で担えるよう組織変更を行う
とともに、評価から得られた知見等を、新規着任者を含む
プロジェクトマネジメントを担う人材に共有を図りプロ
ジェクトマネジメントのさらなる高度化に向けた取組を
実施。  

 
・第４期中長期目標期間の機構の技術開発マネジメントで
期待される研究成果を予測し、その成果を活用して実用化
が期待される製品等の売上げ等の予測を行うことによっ
て将来的な経済効果（アウトカム）を推計する新たな取り
組みとして、基本計画におけるアウトカム目標の考え方を
整理するための「アウトカム目標設定ガイドライン」を２
０１８年５月に策定。２０１９年度には、技術開発・実証
に取り組むべき革新技術の評価の一助とすべく作成した
「持続可能な社会の実現に向けた技術開発総合指針
2020」（以下、「NEDO 総合指針」という）をもとにアウ
トカムを算出するなどの取組を「アウトカム目標設定のガ
イドライン」に反映し、技術戦略策定時のアウトカム試算
に適用開始。これにより研究開発の成果によって将来もた
らされる具体的なアウトカムまでの道筋をより明確化し
て推計し、よりわかりやすいアウトカムの説明に努めた。 

 

ⅲ）国際標準化等を通じた研究開
発成果の事業化支援の具体的な
取組内容 
・プロジェクト企画段階の取組 
 国内外の市場を獲得するため、
有望技術と社会課題・市場課題と
当該分野の規制・標準等の動向把
握・分析を踏まえ、知的財産権、
標準化、性能評価、環境影響評価、
ロードマップ・ガイドライン、デ
ータベース策定、産業人材育成、
規制構築のための実証等の社会
実装に必要となる要素を可能な
限り特定するものとする。 
 産業構造審議会 産業技術環境
分科会 基準認証小委員会の「今
後の基準認証の在り方 答申」
（平成 29年 10 月）を踏まえ、先
端分野や異業種横断分野を中心
に、技術開発成果に関するＩＳ
Ｏ・ＩＥＣ等の国際標準化を図る
ため、プロジェクト「基本計画」
において標準化に係る取組を具
体的に記載してプロジェクトを
実施するものとする。その際、技
術戦略を踏まえた社会実装への
効果の高い国際標準の獲得を目
指すものとする。また、鉱工業分
野、エネルギー・環境分野におけ
る標準化提案・審議を実施する国
内外の標準関係団体との連携強
化を図るものとする。 
 知的財産マネジメントについ
ては、プロジェクトで創出された

ⅲ）国際標準化等を通じた研究開
発成果の事業化支援の具体的な
取組内容 
・プロジェクト企画段階の取組 
 国内外の市場を獲得するため、
有望技術と社会課題・市場課題と
当該分野の規制・標準等の動向把
握・分析を踏まえ、知的財産権、
標準化、性能評価、環境影響評価、
ロードマップ・ガイドライン、デ
ータベース策定、産業人材育成、
規制構築のための実証等の社会
実装に必要となる要素を可能な
限り特定するものとする。 
 産業構造審議会 産業技術環境
分科会 基準認証小委員会の「今
後の基準認証の在り方 答申」
（平成２９年１０月）を踏まえ、
先端分野や異業種横断分野を中
心に、技術開発成果に関するＩＳ
Ｏ・ＩＥＣ等の国際標準化を図る
ため、プロジェクト「基本計画」
において標準化に係る取組を具
体的に記載してプロジェクトを
実施するものとする。その際、技
術戦略を踏まえた社会実装への
効果の高い国際標準の獲得を目
指すものとする。また、鉱工業分
野、エネルギー・環境分野におけ
る標準化提案・審議を実施する国
内外の標準関係団体との連携強
化を図るものとする。 
 知的財産マネジメントについ
ては、プロジェクトで創出された

 ⅲ）国際標準化等を通じた研究開発成果の事業化支援の具体
的な取組内容 
・国内外の市場を獲得するため、有望技術と社会課題・市場
課題と当該分野の規制・標準等の動向把握・分析を踏まえ、
知的財産権、標準化、性能評価、環境影響評価、ロードマ
ップ・ガイドライン、データベース策定、産業人材育成、
規制構築のための実証等の社会実装に必要となる要素を
可能な限り特定するようにした。 

・産業構造審議会 産業技術環境分科会 基準認証小委員会
の「今後の基準認証の在り方 答申」（平成２９年１０月）
を踏まえ、先端分野や異業種横断分野を中心に、技術開発
成果に関するＩＳＯ・ＩＥＣ等の国際標準化を図るため、
プロジェクト「基本計画」において標準化に係る取組を具
体的に記載してプロジェクトを実施した。具体的には、プ
ロジェクトの特性に応じて、「基本計画」に標準化及び知
的財産に関する方針等を記載するものとした。その際、技
術戦略を踏まえた社会実装への効果の高い国際標準の獲
得を目指した。 

・併せて、従前の NEDO における標準化に関する活動を概
観・整理し、出口戦略として意義のある標準化の検討や標
準化にかかる具体的な取組みの促進のため、技術戦略策定
段階等における標準化の検討・実施のための体制を強化
し、2020 年度より本格運用を開始した。特に、技術戦略
策定段階等において、各技術分野の実情に応じた標準化を
実施するため、標準専門家等と議論を行うようにした。 

・鉱工業分野、エネルギー・環境分野における標準化提案・
審議を実施する国内外の標準関係団体との連携強化を図
っている。また、NEDO プロジェクトの実施者が技術開
発成果の社会実装として国際標準化活動を効果的に行う
ための「標準化マネジメントガイドライン」を 2018 年度
に公表した。2019 年度以降は、標準化に対する関係者の
意識向上のため、当ガイドラインの普及・周知をした。 

・さらに、プロジェクト関係者の標準に対する意識向上のた
め、標準化に関する研修を充実させ、人材育成を図った。 

【評価の根拠】 
・主な業務実績等に記載のとおり、
プロジェクトの特性に応じた活動
に係る整理・検討を行うことで、
機構全体における標準化に係る取
組の更なる強化を実現。 

・従前の NEDO における標準化に関
する活動を概観・整理し、出口戦
略として意義のある標準化の検討
や標準化にかかる具体的な取組み
の促進のため、技術戦略策定段階
等における標準化の検討・実施の
ための体制を強化し、2020 年度よ
り本格運用を開始した。 

・プロジェクトの目的を達成するた
めに、プロジェクト開始までにプ
ロジェクト参加者間で知的財産合
意書を策定することや海外市場展
開を勘案した出願を原則化した
「知財マネジメント基本方針」及
びプロジェクトにおけるデータの
取扱を定めた「データマネジメン
トに係る基本方針」を全ての委託
事業に適用した。 
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知的財産には原則として日本版
バイドール条項を適用し、知的財
産の受託者帰属を通じて研究活
動を活性化し、その成果を事業活
動において効率的に活用できる
ようにするものとする。 
 また、プロジェクトの目的を達
成するために、プロジェクト開始
までにプロジェクト参加者間で
知的財産合意書を策定すること
や海外市場展開を勘案した出願
を原則化した「知財マネジメント
基本方針」を全プロジェクトに適
用するものとする。 

委託事業の知的財産には原則と
して日本版バイドール条項を適
用し、知的財産の受託者帰属を通
じて研究活動を活性化し、その成
果を事業活動において効率的に
活用できるようにするものとす
る。 
また、プロジェクトの目的を達

成するために、プロジェクト開始
までにプロジェクト参加者間で
知的財産合意書を策定すること
や海外市場展開を勘案した出願
を原則化した「知財マネジメント
基本方針」を全ての委託事業に適
用するものとする。 

・知的財産マネジメントについては、プロジェクトで創出さ
れた委託事業の知的財産には原則として日本版バイドー
ル条項を適用し、知的財産の受託者帰属を通じて研究活動
を活性化し、その成果を事業活動において効率的に活用で
きるようにするものとしている。ただし、研究開発の受託
者が国外企業等（日本以外の国の企業、大学又は研究機関
をいう。）の場合には、当該受託者とＮＥＤＯの持分の合
計のうち５０％以上の持分はＮＥＤＯに帰属するものと
した。  

・また、知的財産マネジメントに関して、2019 年度には、
「委託研究開発における知的財産マネジメントに関する
運用ガイドライン」（経済産業省）の改訂に伴い、研究成
果に係る知的財産権について国外企業等とＮＥＤＯとの
共有（持分の 50%以上は機構に帰属）を原則とすること
や親会社又は子会社（これらの会社が国外企業等である場
合に限る。）への移転等の場合には、ＮＥＤＯに事前連絡
の上、ＮＥＤＯの承認を得るものとすることを加える等、
「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知的財産マネジメント
基本方針」の改訂を実施した。2020 年度には、安全保障
に関するライセンス・ポリシーの議論を受けた、同「委託
研究開発における知的財産マネジメントに関する運用ガ
イドライン」の改訂に伴い、バイドール条項を適用した知
的財産権について適切なライセンスが行われるように周
知を実施した。 

・さらに、プロジェクトの目的を達成するために、プロジェ
クト開始までにプロジェクト参加者間で知的財産合意書
を策定することや海外市場展開を勘案した出願を原則化
した「知財マネジメント基本方針」及びプロジェクトにお
けるデータの取扱を定めた「データマネジメントに係る基
本方針」を全ての委託事業に適用した。 

 

・プロジェクト終了後の取組 
 ＮＥＤＯの研究開発成果を事
業活動において活用しようとす
る者に対する出資（金銭の出資を
除く。）並びに人的及び技術的支
援を行うとともに、株式会社ＩＮ
ＣＪなど事業化促進に資する機
能を有する外部機関と積極的に
連携することにより、技術開発の
成果の事業化を促進するものと
する。 

・プロジェクト終了後の取組 
 機構の研究開発成果を事業活
動において活用しようとする者
に対する出資（金銭の出資を除
く。）並びに人的及び技術的支援
を行うとともに、株式会社ＩＮＣ
Ｊなど事業化促進に資する機能
を有する外部機関と積極的に連
携することにより、技術開発の成
果の事業化を促進するものとす
る。 
 

 ・中堅・中小・ベンチャー企業に対する事業化支援の一環と
して、金融機関への仲立ちを行うとこによる支援を実施。
具体的には、資金需要のあるＮＥＤＯ事業者を株式会社Ｊ
ＩＣや株式会社日本政策金融公庫 （ＪＦＣ）等への紹介
を行うことで、出資や融資の実行につなげ、ビジネス展開
を後押し。２０１８年度は１件の紹介を実施。２０１９年
度は７件の紹介を実施、１件の資金獲得に成功。２０２０
年度は２０件の紹介を実施、４件の資金獲得に成功。２０
２１年度は２４件の紹介を実施し、7 件の資金獲得に成
功。 

【評価の根拠】 
・「主な業務実績等」の記載の通り、
金融機関等へののべ 53 件の紹介
を実施し、11 件の資金獲得に成功
するという成果を上げた。 

  

 

また、技術開発の成果を速やか
に実用化・事業化に繋げるよう、
ＮＥＤＯとして事業者に対し、技
術開発成果を経営において有効
に活用するための効果的方策（技
術開発マネジメント、テーマ選
定、提携先の選定、経営における
活用に向けた他の経営資源との
組み合わせ等）を提案するなど、
技術経営力の強化に関する助言
を積極的に行うものとする。 

また、技術開発の成果を速やか
に実用化・事業化に繋げるよう、
機構として事業者に対し、技術開
発成果を経営において有効に活
用するための効果的方策（技術開
発マネジメント、テーマ選定、提
携先の選定、経営における活用に
向けた他の経営資源との組み合
わせ等）を提案するなど、技術経
営力の強化に関する支援を積極
的に行うものとする。 

 ・技術開発の成果を速やかに実用化・事業化に繋げるよう、
ＮＥＤＯとして事業者に対し、技術開発成果を経営におい
て有効に活用するための効果的方策（技術開発マネジメン
ト、テーマ選定、提携先の選定、経営における活用に向け
た他の経営資源との組み合わせ等）を提案するなど、技術
経営力の強化に関する助言を積極的に行った。 

・具体的には対面でのピッチやオンラインピッチなどを平
均年 6 回程度行い、外部イベントと連携を通して、WEB
展示や JOINT セッションなどを行った。" 

【評価の根拠】 
・対面でのピッチやオンラインピッ
チなどを平均年 6回程度行い、外
部イベントと連携を通して、WEB
展示や JOINT セッションなどを行
った。 

  

 

さらに、技術開発の成果をユー
ザーにサンプル提供し、その評価
結果から課題を抽出する技術シ
ーズマッチングを行う等、技術開
発の成果のユーザー・市場・用途
の開拓に係る支援を行うものと
する。 

さらに、技術開発の成果をユー
ザーにサンプル提供し、その評価
結果から課題を抽出する技術シ
ーズマッチングを行う等、技術開
発の成果のユーザー・市場・用途
の開拓に係る支援を行うものと
する。 

 ・「イノベーションジャパン」・「World Robot Summit」等の
開催や、大規模展示会を含め 59 件の展示会への出展によ
り、広く取組・成果の紹介や、ビジネスマッチングの場の
提供等を行った(WEB 開催含む)。2020 年度以降コロナ禍
でマッチングイベント自体が減少している中でも、オンラ
イン・ハイブリッドでの実施や、デジタルコンテンツの活
用により、マッチングの機会を提供する支援を行った。 

・各年度における展示会実績は以下のとおり。 

【評価の根拠】 
・59件の展示会への出展により、広
く取組・成果の紹介や、ビジネス
マッチングの場の提供等を行っ
た。2020 年度以降コロナ禍でマッ
チングイベント自体が減少してい
る中でも、オンライン・ハイブリ
ッドでの実施や、デジタルコンテ
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 2018 年度：20 件 
 2019 年度：19 件 
 2020 年度：8 件 
 2021 年度：12 件 

ンツの活用により、マッチングの
機会を提供する支援を行った。 

 

②ナショナルプロジェクト以外
の事業の実施（実証事業、テーマ
公募型事業、国際実証・国際共同
事業） 
企画（Plan）・実施（Do）段階、

評価（Check）及び反映・実行
（Action）段階においては、技術
戦略策定を除き、１.（５）①に
準じて、業務を行うものとする。 

②ナショナルプロジェクト以外
の事業の実施（実証事業、テーマ
公募型事業、国際実証・国際共同
事業） 
企画（Plan）・実施（Do）段階、

評価（Check）及び反映・実行
（Action）段階においては、技術
戦略策定を除き、１.（５）①に準
じて、業務を行うものとする。 

 ②ナショナルプロジェクト以外の事業の実施（実証事業、テ
ーマ公募型事業、国際実証・国際共同事業） 
・企画（Plan）・実施（Do）段階、評価（Check）及び反映・
実行（Action）段階においては、技術戦略策定を除き、１.
（５）①に準じて、業務を行った。 

   

 

― 具体的には、テーマ公募型事業
においては、各事業の目的に応じ
た良質な提案を集めることが重
要であることに鑑み、全国で制度
説明を行い提案者の掘り起こし
を推進する。また採択するテーマ
については、各制度の目的に応
じ、達成目標を定量的かつ明確に
示すとともに、採択にあたっては
産業界、学術界等の外部の専門
家・有識者を活用し厳格に行う。
評価段階においては、各テーマ公
募型事業の目的が達成されるよ
う制度評価を行い、不断の見直し
を行う。また、各テーマ公募型事
業において採択したテーマにつ
いては、産業界、学術界等の外部
の専門家・有識者を活用し評価を
厳格に行う。 

 ・テーマ公募型事業においては、コロナ禍の混乱により対面
での説明会等は自粛したものの、地方自治体や経済産業局
等と連携、オンラインも活用しつつ全国で制度説明等を
250 回以上行い、提案者の掘り起こしを実施。採択にあた
っては、産業界、学術界等の外部の専門家・有識者を活用
し厳格に審査を実施。事業の実施中には技術委員会を開催
し、各テーマの研究開発の進捗、課題等を把握するととも
に、外部の専門家・有識者からのフィードバックを行うこ
とで研究開発を推進。 

   

 

― 国際実証・国際共同事業におい
ては、制度の実施方法や事業内容
について機構と相手国政府機関
等との間でＭＯＵを締結した上
で実施する。 

 ・国際実証・国際共同事業においては、制度の実施方法や事
業内容について機構と相手国政府機関等との間で MOU
等を締結した上で実施。 
2018 年度～2021 年３月末までの MOU 等新規締結件数：
計 9 件 

 
＜エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実
証事業＞１件 
＜民間主導による低炭素技術普及促進事業＞2 件 
＜コファンド事業＞１件  
＜アジア省エネルギー型資源循環制度導入実証事業＞1 件 
＜制度外での締結＞４件 
 ※NSTDA(タイ)と MOU を締結 1 件 
 ※ウズベキスタンと LOI を締結 1 件 
 ※IEEE と MOU を締結 1 件 
 ※EUREKA と DOI を締結 1 件 

【評価の根拠】 
・国際エネルギー実証事業において
1件、JCM 事業において 2件、アジ
ア資源循環型実証において 1 件、
コファンド事業において 1 件、相
手国政府機関等との間で MOU 等の
合意文書を締結。 

・制度外では IEEE（米・電気電子学
会）、NSTDA（タイ国立科学技術開
発庁）、EUREKA（欧州先端技術共同
研究計画）、ウズベキスタン政府と
MOU 等の合意文書を締結。 
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③国際的な議論への貢献及び関
係機関との連携等 
世界トップレベルの産官学関係
者が一堂に会して、地球温暖化問
題の解決に向けたエネルギー・環
境技術のイノベーションを促進
する方策を議論する国際会議Ｉ
ＣＥＦ(Innovation for Cool 
Earth Forum)等の国際的な取組
への貢献、先進諸国等との連携を
着実に進めるものとする。また、
国連サミットで採択された持続
可能な開発目標 (Sustainable 
Development Goals:SDGs）を踏ま
え、我が国における持続可能な開
発の実施指針（平成 28 年 12 月持
続可能な開発目標（SDGs）推進本
部決定）への対応についても検討
する。 
 さらに、日本の技術の海外展開
と海外における技術開発動向把
握のため、海外の研究開発機関や
政府機関との協力関係を強化す
る。その際には、一方的な技術流
出にならないよう双方にとって
Ｗｉｎ－Ｗｉｎの関係となるよ
うな連携の推進を図る。 

③国際的な議論への貢献及び関
係機関との連携等 
 世界トップレベルの産官学関係
者が一堂に会して、地球温暖化問
題の解決に向けたエネルギー・環
境技術のイノベーションを促進
する方策を議論する国際会議Ｉ
ＣＥＦ (Innovation for Cool 
Earth Forum)、世界の最新技術を
日本に集め、日本発のルールで開
発競争を加速させることを目的
としたＷＲＳ（ World Robot 
Summit）等の国際的な取組への貢
献、先進諸国等との連携を着実に
進めるものとする。 
 また、国連サミットで採択され
た 持 続 可 能 な 開 発 目 標
（ Sustainable Development 
Goals:SDGs）を踏まえ、我が国に
おける持続可能な開発の実施指
針（平成２８年１２月持続可能な
開発目標（SDGs）推進本部決定）
への対応についても検討する。 
 また、日本の技術の海外展開の
促進及び海外における技術開発
動向把握のため、海外の研究開発
機関や政府機関との協力関係を
強化する。その際、一方的な技術
流出にならないよう双方にとっ
てＷｉｎ－Ｗｉｎとなる関係構
築を目指す。 

 ③国際的な議論への貢献及び関係機関との連携等 
＜ICEF＞ 
・エネルギー・環境分野のイノベーションを通じて気候変動
問題を解決するため、世界トップレベルの産学官関係者の
議論と協力を促進する国際的なプラットフォームを目指
し、第５～８回 Innovation for Cool Earth Forum（ＩＣ
ＥＦ）を開催。元 IEA（国際エネルギー機関 ）事務局長
の田中伸夫氏を筆頭に世界各国・各界の有識者からなる運
営委員会を組織し、①ステートメント（産学官それぞれが
果たすべき役割や国際協力の必要性について提言）、②ト
ップ 10 イノベーション/イノベーション事例（エネルギ
ー・環境分野の優れた技術やビジネスモデルのイノベーシ
ョンを選定・紹介）、③ロードマッププロジェクト（革新
的な低炭素技術の開発・普及に向けたビジョンの共有と議
論促進のためのロードマップを作成）④セッション（各テ
ーマに沿って産学官が討論を行い、知見を交換するととも
に、社会、技術イノベーションについて講演）の 4 つを主
軸に、技術分野に関する知識の深化、気候変動対策への適
用や国際連携等の今後のあり方検討を行い、情報発信し
た。 

・コロナ禍に於いてもオンライン配信を活用し、第 8 回会議
では過去最高規模の８７の国・地域から、約２，０００人
の参加登録を得た。 

・会議後には、COP 等の国際会議に参加し、ロードマップ
をはじめとする ICEF の成果を広く海外に発信すること
で、気候変動問題の解決に向けたイノベーションの重要性
の認知拡大に貢献した。 

 
＜WRS＞ 
・日本発のルールで開発競争を加速させることを目的とし
た“World Robot Summit 2018（ＷＲＳ2018）”を 2018
年 10 月に東京にて開催した。具体的には、４つのカテゴ
リー（ものづくり、サービス、インフラ・災害対応、ジュ
ニア）のロボット競技会を開催し、23 ヵ国 126 チームが
参加して、多様な技術やアイデアを披露することで、イノ
ベーションの創出を予見させる場となった。同時開催する
展示会では、94 社・団体が出展し、ロボットの現在と未
来の姿を発信した。さらに、会期中に国内外のロボット関
連の有識者 100名以上が登壇する 37のステージプログラ
ム、体験・実演企画等も実施した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響により延期となっ
た“World Robot Summit 2020（ＷＲＳ2020）”について、
オンライン対応等の適切な感染拡大防止対策を講じて、愛
知大会を 2021 年 9 月に無観客で実施し、３つのカテゴリ
ー（ものづくり、サービス、ジュニア）の競技会に 14 か
国・地域 58 チームが参加した。また福島大会を 2021 年
10 月に有観客で実施し、総来場者数は 3,861 名、インフ
ラ・災害対応カテゴリーの競技会に８か国・地域 ２９チ
ームが参加した。オンライン会場には 62 社・団体が出展
し、最新のロボット技術を発信するとともに、有識者等が
登壇する 19 のステージプログラムを実施した。両大会と
も新型コロナウイルス感染症によるクラスター発生等を
未然に防ぎ、全日程を完了した。 

 
＜水素閣僚会議＞ 
・水素の利活用をグローバルな規模で推進し、関係各国が歩
調を合わせ一層の連携を図るプラットフォームとして、水
素閣僚会議を2018年度に経済産業省との共催にて世界で
初めて開催。以降、2021 年度まで毎年度開催している。
NEDO は開催方式の検討・準備、講演者との連絡調整な
ど、運営業務全般にわたって貢献。各回とも、各国閣僚や
IEA（国際エネルギー機関）などの国際機関および世界の
リーダー企業が参加し、水素関連の取り組み状況や課題、
国際協力の強化についての認識を共有し、グローバルな水

【評価の根拠】 
＜ＩＣＥＦ＞ 
・2014 年より、Innovation for Cool 

Earth Forum（ICEF）の年次総会
を東京で開催（これまで計 8 回開
催し、2020 年、2021 年はオンラ
インでの開催）。 

・年次総会の成果であるロードマッ
プや NEDO の取組を気候変動条
約締約国会議（COP）、BNEF サ
ミット上海において発表。ICEF
及び NEDO のプレゼンス向上に
も貢献。 

・ 
・IEA（国際エネルギー機関）、
UNIDO(国際連合工業開発機関)、
BNEF(ブルームバーグニューエナ
ジーフィナンス)を後援機関とし
て開催。 

 
 
 
【評価の根拠】 
＜ＷＲＳ＞ 
・競技会では社会課題からの競技設
定や世界に先駆けた標準となるル
ール作りを行うとともに、展示会・
セミナー・体験会など多くの人的
交流を促進する多様な取組も融合
させるなど、日本が世界をリード
する新たなロボット・イノベーシ
ョンの仕掛けづくりを主導。 

・競技会による新技術の創出とその
技術の展開、発展につながった。 

・新型コロナ禍でも対応できる世界
をリードするリアルとリモートの
ハイブリットな競技会、展示会を
実現し、かつ、他の展示会や競技
会の基準となる感染症対策を確
立。 

 
 
 
 
【評価の根拠】 
＜水素閣僚会議＞ 
・1 回で議長声明として発表した
Tokyo Statement（東京宣言）を皮
切りに、各国が水素の利活用に向
けた取組を推進し、グローバルで
の協調がこれまで以上に図られた
ことで、水素社会構築に向けた世
界の気運の拡大に大きく貢献し
た。 

・2020・2021 年度はコロナ禍の情勢
下において、オンライン形式にて
開催。直近の 2021 年度開催では、
18 人の閣僚を含む 29 の国・地域・
国際機関の代表者、各企業の代表
者が参加。約 3,200 人の水素に関
連する企業・政府関係者及び研究
者等が参加登録し、ライブ配信を
視聴。 
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素の利活用に向けた政策の方向性について議論を行った。
第 1 回で議長声明として発表した Tokyo Statement（東
京宣言）を皮切りに、各国が水素の利活用に向けた取組を
推進し、グローバルでの協調がこれまで以上に図られたこ
とで、水素社会構築に向けた世界の気運の拡大に大きく貢
献した。 

 

④各事業の効率的な実施 
 各事業の実施に当たり、事業実
施者における交付申請・契約・検
査事務などの手続きの公正さを
確保しつつ簡素化するとともに、
委託事業においては技術開発資
産等の事業終了後の有効活用を
図るものとする。 
 また、事業の予見性を高めると
ともに進捗に応じた柔軟な執行
を可能とするために導入した「複
数年度契約」や、技術開発のニー
ズに迅速に応える「年複数回採
択」等の制度面・手続き面の改善
を引き続き行うものとする。 

④各事業の効率的な実施 
 各事業の実施に当たり、引き続
き、交付申請・契約・検査事務な
どに係る事業実施者の事務負担
を極力軽減するとともに、委託事
業においては技術開発資産等の
事業終了後の有効活用を図るも
のとし、事業終了後の処分に要す
る期間について、平均３ヶ月以内
とする。 
 手続き面では、事業の予見性を
高めるとともに、進捗に応じた柔
軟な執行を可能とするために導
入した「複数年度契約」や、技術
開発ニーズに迅速に応える「年複
数回採択」等の制度面、手続き面
の改善を行う。 

 ④各事業の効率的な実施 
・２０１８年４月～２０２２年３月末における資産の有効
活用については、他の委託事業及び助成事業への転用が
２，７３５件、公共機関や大学等への無償譲渡は２，５９
０件、委託先等への有償譲渡は２，９５７件であった。事
業終了から有償譲渡が完了するまでの期間については、事
業期間中から手続きを開始するなど処分手続きの早期化
を継続しており、平均３ヶ月を下回る見込みである。 

 
・制度面、手続き面の改善については、統合イノベーション
戦略に記載の若手研究者の自発的な研究活動の実施、エフ
ォート管理の共通化、研究以外の業務代行経費（バイアウ
ト制）に加え、従事日誌の週単位での記載、複数の研究費
制度による共用設備の購入、論文謝辞等に係る体系的番号
の導入、成果報告書等の提出期限の延長、学生研究員の適
用範囲の拡大など委託及び助成事業の制度面、手続面の改
善を新たに実施した。また、2019 年 10 月の消費税率の変
更については、変更契約を省略するなど手続きの簡素化を
図った。 

・感染症対策等の影響を考慮し、事業者における研究員及び
補助員のテレワークでの従事を可能とするとともに、感染
症対策等に関連する事業者からの問い合わせを「Q&A」
として広く HP で周知するなどを通じて、事業者の利便性
向上を図った。 

・国からの運営費交付金に加え補助金により造成した基金
を原資とする事業について、最長３年間程度の複数年度契
約、交付決定を実施した。 

・機構と事業実施者双方における事務の効率化を目指すた
め、事業実施者からの提出物について、ウェブでの手続き
を用いた電子システム化の導入等を通じて、文書や書類に
ついて、原則、押印不要とした。 

   

 

⑤各事業における技術流出の防
止 
 各事業の実施に当たり、科学技
術イノベーション総合戦略 2017
において、技術情報流出の防止強
化のため、公的研究機関等におい
て、外国為替及び外国貿易法の遵
守徹底などの安全保障貿易管理
の取組の促進や、機微な技術を適
切に管理するための体制整備が
求められていることを踏まえ、そ
のための具体的取組内容を整備
するものとする。 

⑤各事業における技術流出の防
止 
 各事業の実施に当たり、科学技
術イノベーション総合戦略２０
１７において、技術情報流出の防
止強化のため、公的研究機関等に
おいて、外国為替及び外国貿易法
の遵守徹底などの安全保障貿易
管理の取組の促進や、機微な技術
を適切に管理するための体制整
備が求められていることを踏ま
え、公募要領へ安全保障貿易管理
の留意点の記載や、必要に応じて
事業者の管理体制の確認等を行
う。 

 ⑤各事業における技術流出の防止 
・各事業の実施に当たり、科学技術イノベーション総合戦略
２０１７や科学技術イノベーション総合戦略２０２１に
おいて、技術情報流出の防止強化のため、公的研究機関等
において、外国為替及び外国貿易法の遵守徹底などの安全
保障貿易管理の取組の促進や、機微な技術を適切に管理す
るための体制整備が求められていることを踏まえ、公募要
領へ安全保障貿易管理の留意点の記載や、必要に応じて事
業者の管理体制の確認等を実施。また、「研究活動の国際
化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグ
リティの確保に係る対応方針について」（統合イノベーシ
ョン戦略推進会議）を踏まえた対応を整理した。 

   



28 
 

 

２．世界に通用するオープンイノ
ベーションの促進と研究開発型
ベンチャー企業の育成 

２．世界に通用するオープンイノ
ベーションの促進と研究開発型
ベンチャー企業の育成 
 
 第４期中長期目標における数
値目標を第４期中長期計画にお
いても同様に以下のとおり掲げ、
その達成状況を評価するものと
する。 
  
○数値目標２.‐１ 
○数値目標２.‐２ 

 ※下欄に記載 
 
 この数値目標を達成するため、
以下の取組を行うものとする。 

 ２．世界に通用するオープンイノベーションの促進と研究開
発型ベンチャー企業の育成 

   

 

組織や業種等の壁を越えて、技
術やノウハウ、人材等を組み合わ
せ、新たな価値を創造する企業の
「オープンイノベーション」の取
組を積極的に推進しつつ、新規産
業・雇用の創出の担い手として、
新規性・機動性に富んだ「研究開
発型ベンチャー企業」等の育成を
図るため、ＮＥＤＯは、①民間ベ
ンチャーキャピタルやカタライ
ザー等と連携した補助事業や研
修事業、②オープンイノベーショ
ン・ベンチャー創造協議会等の幅
広いネットワークの構築、③ナシ
ョナルプロジェクトのマネジメ
ントで培ってきた先進的技術に
関する高い目利き能力を活かし
た支援を実施してきているとこ
ろ。 
 

組織や業種等の壁を越えて、技
術やノウハウ、人材等を組み合わ
せ、新たな価値を創造する企業の
「オープンイノベーション」の取
組を積極的に推進しつつ、新規産
業・雇用の創出の担い手として、
新規性・機動性に富んだ「研究開
発型ベンチャー企業」等の育成を
図るため、機構は、①民間ベンチ
ャーキャピタルやカタライザー
等と連携した補助事業や研修事
業、②オープンイノベーション・
ベンチャー創造協議会等の幅広
いネットワークの構築、③ナショ
ナルプロジェクトのマネジメン
トで培ってきた先進的技術に関
する高い目利き能力を活かした
支援を実施してきているところ。 
 

 ・組織や業種等の壁を越えて、技術やノウハウ、人材等を組
み合わせ、新たな価値を創造する企業の「オープンイノベ
ーション」の取組を積極的に推進しつつ、新規産業・雇用
の創出の担い手として、新規性・機動性に富んだ「研究開
発型スタートアップ企業」等の育成を図るため、ＮＥＤＯ
は、①民間ベンチャーキャピタルやカタライザー等と連携
した補助事業や研修事業、②オープンイノベーション・ベ
ンチャー創造協議会等の幅広いネットワークの構築、③ナ
ショナルプロジェクトのマネジメントで培ってきた先進
的技術に関する高い目利き能力を活かした支援を実施し
た。 

・これらのリソースを活かし、第４期中長期目標期間におい
ては、ＮＥＤＯが研究開発型スタートアップの支援に必要
な「技術的目利き」を行いつつ、民間資金や政府資金を研
究開発型スタートアップのシード期に引き込み、「技術と
マネーの結節点」として研究開発型スタートアップ・エコ
システム創出のハブとして機能するとともに、他公的支援
機関等と連携しつつ次の産業の担い手となるスタートア
ップの育成及び研究開発型スタートアップ・エコシステム
の実現を目指した。 

 
・具体的には、認定 VC(41 社・チーム)によるシード期の研
究開発型スタートアップに対する事業化支援を開始した。
また、２０２１年度からは他部署の事業者も事業カタライ
ザーを利用できるよう制度を設けた。 

 
・オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会では、

NEDO ピッチを実施し延べ 2300 名以上が参加した。 
・J-Startup に関する取組では、事務局として経済産業省や
ＪＥＴＲＯ等と協力して活動し、J-Startup 企業の露出機
会増加のために、毎年 ILS、BioJapan、nano tech 等のイ
ベントにおいて展示やピッチイベント等の枠を設けた。ま
た、２０２１年の新たな取り組みとして、「ちょっと先の
おもしろい未来」へ参加したほか、会員専用サイトにコン
シェルジュ機能を搭載し、サポーター企業との連携のため
の基盤を構築した。 

・「Plus: Platform for unified support for startups」の下、
他機関との合同説明を開催した。また、NEP の公募情報
について、各連携機関の管理するホームページ等への掲載
やメルマガで案内をして貰うなど、NEDO の広報活動に
協力をして貰った。一方、STS において JST が実施する
START 事業との連携（審査における一定の優遇）を行い、
相互の協力関係を築いた。 

【評価の根拠】 
・研究開発型スタートアップの支援
に必要な「技術的目利き」を行い
つつ、民間資金や政府資金を研究
開発型スタートアップのシード期
に引き込み、「技術とマネーの結節
点」として研究開発型スタートア
ップ・エコシステム創出のハブと
して機能するとともに、他公的支
援機関等と連携しつつ次の産業の
担い手となるスタートアップの育
成及び研究開発型スタートアッ
プ・エコシステムの実現 

・オープンイノベーション・ベンチ
ャー創造協議会では、NEDO ピッチ
を実施し延べ 2300 名以上が参加
した。 

・J-Startup に関する取組では、事
務局として経済産業省やＪＥＴＲ
Ｏ等と協力して活動し、J-Startup
企業の露出機会増加のために、毎
年 ILS、BioJapan、nano tech 等の
イベントにおいて展示やピッチイ
ベント等の枠を設けた。 
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 これらのリソースを活かし、第
４期中長期目標期間においては、
ＮＥＤＯが研究開発型ベンチャ
ーの支援に必要な「技術的目利
き」を行いつつ、民間資金や政府
資金を研究開発型ベンチャーの
シード期に引き込み、「技術とマ
ネーの結節点」として研究開発型
ベンチャー・エコシステム創出の
ハブとして機能するとともに、他
公的支援機関等と連携しつつ官
民のベンチャー支援のハブを担
うことを目指すものとする。 
 この取組を促すため、第４期中
長期目標における数値目標を以
下のとおり掲げ、その達成状況を
評価するものとする。 

 これらのリソースを活かし、第
４期中長期目標期間においては、
機構が研究開発型ベンチャーの
支援に必要な「技術的目利き」を
行いつつ、専門家等と連携し研究
開発型ベンチャーの事業計画策
定の支援等を行う。また、民間資
金や政府資金を研究開発型ベン
チャーのシード期に引き込み、シ
ーズ段階から事業化までの一貫
した支援体制を構築し、「技術と
マネーの結節点」として研究開発
型ベンチャー・エコシステム創出
のハブとして機能するとともに、
他公的支援機関等との事業の相
互的な連携や情報の交換等を通
じ、官民のベンチャー支援のハブ
を担うことを目指すものとする。 

     

 

○数値目標２.‐１ 
【目標】 
 イノベーションの担い手とし
て重要な技術集約型の中堅・中
小・ベンチャー企業の育成・支援
に意識的に取り組む観点から、新
規採択額（特定公募型研究開発業
務を除く。）に占める中堅・中小・
ベンチャー企業の採択額の割合
について２０％以上とすること
とする。なお、評価単位毎の目標
は中長期計画において明示する
ものとする。 
※中堅企業：従業員１，０００人
未満又は売上１，０００億円未満
の企業であって 
中小企業を除く。 

○数値目標２.‐１ 
【目標】 
 イノベーションの担い手とし
て重要な技術集約型の中堅・中
小・ベンチャー企業の育成・支援
に意識的に取り組む観点から、新
規採択額（特定公募型研究開発業
務を除く。）に占める中堅・中小・
ベンチャー企業の採択額の割合
について２０％以上とすること
とする。 
※中堅企業：従業員１，０００人
未満又は売上１，０００億円未満
の企業であって中小企業を除く。 
 
 なお、評価単位毎の目標は以下
のとおりとする。 
 
エネルギーシステム分野     
１５％ 

 省エネルギー・環境分野     
１５％ 

産業技術分野           
 １５％ 

 新産業創出・シーズ発掘等 
分野 

 ６０％ 

【評価軸】 
○研究開発型ベン
チャー企業等の育
成に積極的に取り
組んでいるか。 
 
【関連する評価指
標】 
○新規採択額に占
める中堅・中小・ベ
ンチャー企業の採
択額の割合（評価
指標） 

○数値目標２.‐１ 
【新規採択額に占める中堅・中小ベンチャー企業の採択額
の割合（評価指標）】 

・新規採択額（特定公募型研究開発業務を除く。）に占める
中堅・中小・ベンチャー企業の採択額の割合について、
第４期中長期目標期間中の実績は以下のとおり。 

 
［エネルギーシステム分野］ 
21.9％ 

 （229.7 億円／1,050.5 億円） 
 
［省エネルギー・環境分野］ 
38.8％ 

 （395.3 億円／1,017.7 億円） 
 
［産業技術分野］ 
22.3％ 

 （334.4 億円／1,497.4 億円） 
 
［新産業創出・シーズ発掘等分野］  
80.3％ 

 （183.5 億円／228.5 億円） 
 
（全体） 
30.1％ 

 （1,142.9 億円／3,794.1 億円） 

【評価の根拠】 
・公募に際して、中小企業等の応募
に加点を行うなどの取組を通じた
結果として、新規採択額に占める
中堅・中小・ベンチャー企業の目
標割合は、すべての評価単位で目
標を達成し、また、機構全体でも、
30％を超えるなど目標を上回る実
績を達成。 

 

  

 

○数値目標２.‐２ 
【目標】「基幹目標」 
 ＮＥＤＯが技術と資金の結節
点となり、研究開発型ベンチャー
支援のハブとしての役割を果た
すことを測る指標として、民間ベ
ンチャーキャピタル等からの資
金呼び込み額を指標とする目標
を新たに設ける。 
 具体的には、ＮＥＤＯの支援を
きっかけとして、研究開発型ベン
チャーが民間ベンチャーキャピ
タル等から得た外部資金を指標
とし、民間ベンチャーキャピタル
等から得た外部資金をＮＥＤＯ
支援額で除して得られる倍率に
ついて、該当する評価単位のそれ
ぞれにおいて、いずれも第３期中

○数値目標２.‐２  
【目標】「基幹目標」 
 機構が技術と資金の結節点と
なり、研究開発型ベンチャー支援
のハブとしての役割を果たすこ
とを測る指標として、民間ベンチ
ャーキャピタル等からの資金呼
び込み額を指標とする目標を新
たに設ける。 
 具体的には、機構の支援をきっ
かけとして、研究開発型ベンチャ
ーが民間ベンチャーキャピタル
等から得た外部資金を指標とし、
民間ベンチャーキャピタル等か
ら得た外部資金を機構支援額で
除して得られる倍率について、該
当する評価単位のそれぞれにお
いて、いずれも第３期中長期目標

【評価軸】 
○研究開発型ベン
チャー支援のハブ
としての役割を果
たしているか。 
 
【関連する評価指
標】 
○ＮＥＤＯ支援額
に対する民間ベン
チャーキャピタル
等からの資金呼び
込み額比率（評価
指標） 

○数値目標２.‐２ 「基幹目標」 
【ＮＥＤＯ支援額に対する民間ベンチャーキャピタル等か
らの資金呼び込み額比率（評価指標）】 

・民間ベンチャーキャピタル等から得た外部資金を機構支
援額で除して得られる倍率について、２０２１年度３月末
時点での実績は以下のとおり。 

 
【新産業創出・シーズ発掘等分野】 
４．９７倍 

 （外部資金獲得額２１０億円／機構支援額４２億円） 

 
【評価の根拠】 
・資金呼び込み倍率について、目標
を上回る 4.97 倍（目標：2.77 倍以
上）を達成。 

・民間投資のタイミング等に鑑み、
年間の公募予定を事前に公開の
上、複数回公募を実施するなど、
弾力的に事業を運営。 

・ベンチャーキャピタルからの資金
調達を目指す、創業期の起業家・
スタートアップへ事業化の専門家
による伴走支援を実施。 
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長期目標における実績見込み
（2.25 倍）から５割引き上げ
3.46 倍以上とすることを第４期
中長期目標期間の目標とする。 
 ※数値目標を見直し、令和４年
度は 7.08 倍以上とすることを
目標とする。 

における実績見込みの倍率（２．
２５倍）から５割引き上げ３．４
６倍以上とすることを第４期中
長期目標期間の目標とする。 
 ※経済産業省が定める第４期
中長期目標における数値目標の
見直しを踏まえ、令和４年度は
７．０８倍以上とすることを目標
とする。 

 

【重要度：高】、【優先度：高】 
 ＮＥＤＯが研究開発型ベンチ
ャーの支援に必要な「技術的目利
き」を行いつつ、民間ベンチャー
キャピタル等からの資金を呼び
込む上で、「技術とマネーの結節
点」としてベンチャー支援のハブ
となる役割を果たすことが最も
重要であり、優先的に取り組むべ
きものであることから、重要度及
び優先度が高いものである。 
【難易度：高】 
 研究開発型ベンチャーの初期
段階の研究開発リスクの低減を
ＮＥＤＯの支援により実施しつ
つ、民間ベンチャーキャピタル等
からの投資等の資金を呼び込む
ものであるが、民間ベンチャーキ
ャピタル等の投資規模の判断に
ついてＮＥＤＯが決定できるも
のではないことに加え、世界的な
金融危機が発生した際には投資
額が大きく落ち込むなど金融経
済情勢に大きく左右される外的
要因もあるため。 

      

 

また、オープンイノベーションの
促進、研究開発型ベンチャー企業
の育成に係る取組を以下の（１）
及び（２）のとおり行うものとす
る。 

また、オープンイノベーションの
促進、研究開発型ベンチャー企業
の育成に係る取組を以下の（１）
及び（２）のとおり行うものとす
る。 

     

 

（１）オープンイノベーションの
促進 
  近年、組織や業種等の壁を越
えて、技術やノウハウ、人材等を
組み合わせ、新たな価値を創造す
る企業の「オープンイノベーショ
ン」の取組が重要となってきてい
ることから、第３期中長期目標期
間において、その取組を促進すべ
く、技術ニーズとシーズのマッチ
ングの推進、中堅・中小・ベンチ
ャー企業の共同研究等支援の取
組を実施してきたところである。 

（１）オープンイノベーションの
促進 
 近年、組織や業種等の壁を越え
て、技術やノウハウ、人材等を組
み合わせ、新たな価値を創造する
企業の「オープンイノベーショ
ン」の取組が重要となってきてい
ることから、第３期中長期目標期
間において、その取組を推進すべ
く、技術ニーズとシーズのマッチ
ングの推進、中堅・中小・ベンチ
ャー企業の共同研究等支援の取

 （１）オープンイノベーションの促進 
・我が国企業のオープンイノベーションの取組を促進すべ
く、産業界の取組への関与・支援、技術ニーズと技術シー
ズのマッチングを促進するとともに、中堅・中小・ベンチ
ャー企業と革新的な技術シーズを事業化に結びつける「橋
渡し」機能の能力を有する機関との共同研究への支援を行
った。 

・NEDO ピッチを実施し延べ約 3000 名が参加した。また、
オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会の会員に
向けたメールマガジンを年間約 50 報発信し、他支援機関
の公募情報やイベント情報の周知等を実施した。さらに、
毎年、オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会と
して、「横浜オープンイノベーション EXPO」、「イノベー

【評価の根拠】 
・NEDO ピッチを実施し延べ約 3000
名が参加した。また、オープンイ
ノベーション・ベンチャー創造協
議会の会員に向けたメールマガジ
ンを年間約 50報発信し、他支援機
関の公募情報やイベント情報の周
知等を実施した。さらに、毎年、
オープンイノベーション・ベンチ
ャー創造協議会として、「横浜オー
プンイノベーション EXPO」、「イノ
ベーションストリームＫＡＮＳＡ
Ｉ」、「新価値創造展」、「Japan 
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 第４期中長期目標期間におい
ては、引き続き、我が国企業のオ
ープンイノベーションの取組を
促進すべく、産業界の取組への関
与・支援、技術ニーズと技術シー
ズのマッチングを促進するとと
もに、中堅・中小・ベンチャー企
業と革新的な技術シーズを事業
化に結びつける「橋渡し」機能の
能力を有する機関との共同研究
への支援を行うものとする。 

組等を実施してきたところであ
る。 
 第４期中長期目標期間におい
ては、引き続き、我が国企業のオ
ープンイノベーションの取組を
推進すべく、オープンイノベーシ
ョン・ベンチャー創造協議会の運
営及びオープンイノベーション
白書の発行、国内外の技術普及・
推進機関と連携支援等を通じ、産
業界の取組への関与・支援、技術
ニーズと技術シーズのマッチン
グを推進するとともに、中堅・中
小・ベンチャー企業と革新的な技
術シーズを事業化に結びつける
「橋渡し」機能の能力を有する機
関との共同研究への支援を行う
ものとする。 

ションストリームＫＡＮＳＡＩ」、「新価値創造展」、
「Japan Venture Awards 」、などの外部イベントを連携
して開催した。これらの取組を通して、経済産業省、ＮＥ
ＤＯの施策に係る事業発信を行ったほか、積極的な働きか
けによりオープンイノベーション・ベンチャー創造協議会
の会員数増加にもつながり、オープンイノベーション活動
のすそ野拡大に大いに貢献した。 

Venture Awards 」、などの外部イ
ベントを連携して開催した。 

 

（２）研究開発型ベンチャー企業
の育成 
ＮＥＤＯはこれまで中堅・中

小・ベンチャー企業を技術面から
支援し、研究開発助成等による研
究開発リスクの低減に貢献して
きており、第３期中長期目標期間
には、研究開発型ベンチャー企業
等の育成を図ることを目的とし
て、シーズ発掘から民間リスクマ
ネーの獲得、事業化の支援に至る
までのシームレスな支援環境の
構築等を実施してきたところで
ある。 
 経済の活性化や新規産業・雇用
の創出の担い手として、新規性・
機動性に富んだ「研究開発型ベン
チャー企業」等の育成がより一層
重要になってきていることにも
鑑み、ベンチャー企業への実用化
助成事業における取組等を一層
推進する。 
 上記事業の実施に当たっては、
我が国におけるベンチャー・エコ
システムの構築が重要であるこ
とに鑑み、諸外国の先進的な取組
も参考にしつつ、ベンチャーキャ
ピタル及び事業会社等との協調
支援の取組を一層推進し、研究開
発型ベンチャー企業の成長と新
陳代謝を促進する環境づくりを
行うほか、官民の支援機関及び地
方との連携体制を強化し、研究開
発型ベンチャー企業の一層の底
上げを図る。さらに、我が国にお
ける企業意識の醸成・浸透に係る
取組を行う。特に、ＮＥＤＯの支
援を受けた研究開発型ベンチャ
ー企業の成功事例の紹介に努め
るものとする。 
 また、１.（５）②に準じて、
業務を行うものとする。 

（２）研究開発型ベンチャー企業
の育成 
ＮＥＤＯはこれまで中堅・中

小・ベンチャー企業を技術面から
支援し、研究開発助成等による研
究開発リスクの低減に貢献して
きており、第３期中長期目標期間
には、研究開発型ベンチャー企業
等の育成を図ることを目的とし
て、シーズ発掘から民間リスクマ
ネーの獲得、事業化の支援に至る
までのシームレスな支援環境の
構築等を実施してきたところで
ある。 
 経済の活性化や新規産業・雇用
の創出の担い手として、新規性・
機動性に富んだ「研究開発型ベン
チャー企業」等の育成がより一層
重要になってきていることにも
鑑み、ベンチャー企業への実用化
助成事業における取組等を一層
推進する。 
 上記事業の実施に当たっては、
我が国におけるベンチャー・エコ
システムの構築が重要であるこ
とに鑑み、諸外国の先進的な取組
も参考にしつつ、ベンチャーキャ
ピタル及び事業会社等との協調
支援の取組を一層推進し、研究開
発型ベンチャー企業の成長と新
陳代謝を促進する環境づくりを
行うほか、官民の支援機関及び地
方との連携体制を強化し、研究開
発型ベンチャー企業の一層の底
上げを図る。さらに、我が国にお
ける企業意識の醸成・浸透に係る
取組を行う。特に、ＮＥＤＯの支
援を受けた研究開発型ベンチャ
ー企業の成功事例の紹介に努め
るものとする。 
 また、１.（５）②に準じて、業
務を行うものとする。 

 （２）研究開発型ベンチャー企業の育成 
・我が国におけるベンチャー・エコシステムの構築が重要で
あることに鑑み、諸外国の先進的な取組も参考にしつつ、
ベンチャーキャピタル及び事業会社等との協調支援の取
組を一層推進し、研究開発型ベンチャー企業の成長と新陳
代謝を促進する環境づくりを行うほか、官民の支援機関及
び地方との連携体制を強化し、研究開発型ベンチャー企業
の一層の底上げを図る。さらに、我が国における企業意識
の醸成・浸透に係る取組を行った。特に、ＮＥＤＯの支援
を受けた研究開発型ベンチャー企業の成功事例の紹介に
努めた。 

 
①「NEDO Technology Commercialization Program（ＴＣ
Ｐ）」（２０１４年度～） 
２０２０年度から実施方法を見直し、２０２１年度は引き
続き、(１)次ステージの NEDO 事業案件の発掘及び成長
促進・育成（NEP への連携）(２)外部事業との連携強化
(３)事業のスマート化のため適切なリソース割り振りを
意識した制度設計とした。（２）（３）の観点から、TCP 候
補者の選出は、「後援を行った地域・民間イベントからの
選出」、「１４協定大学からの選出」に加え、2020 年度か
ら「文科省 Edge-Next からの推薦」も加えた３ルートに
設定。各ルートから数チームの候補者選出し、最優秀賞、
優秀賞などを選出。最優秀賞、優秀賞受賞者には次ステー
ジである NEDO Entrepreneurs Program（NEP）への優
遇措置を実施した。 

 
②「NEDO Entrepreneurs Program」（２０１８年度～） 
事業化の専門家（起業家やＶＣ等）である事業カタライザ
ーがビジネスプラン構築に係る支援を行いつつ、研究開発
に係る資金的な支援を実施。また、公募にあたっては web
広告の掲載やスタートアップ支援機関連携協定の連携先、
その他各地の大学、地方自治体等を通じ積極的な広報活動
を実施した。 

 
③「シード期の研究開発型スタートアップ（ＳＴＳ）に対す
る事業化支援」（２０１５年度～） 
機構が認定した民間ベンチャーキャピタル等（認定ＶＣ）
からの出資を条件として、機構からの研究開発に係る資金
的な支援と認定ＶＣによる出資・ハンズオンとの連携によ
る協調支援を実施した。 

 
④「Product Commercialization Alliance（ＰＣＡ）」(２０
２０年度～） 

＜研究開発型スタートアップ支援事
業＞ 

・第 4 期中長期目標期間中には、業
務実績にある通り、「ＮＥＰ」、「Ｓ
ＴＳ」、「ＰＣＡ」、「ＴＲＹ」の各
事業を開始する等、シーズ段階か
ら事業化まで一貫した支援体制を
構築することで、スタートアップ
が保有する技術の事業化を通じ、
イノベーション創出及び経済の活
性化等を実現することを目指し、
ベンチャーキャピタル等との協調
支援の取組を一層推進するととも
に、研究開発型スタートアップの
成長と新陳代謝を促進する環境づ
くりを行った。 
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提案から概ね３年で継続的な売上を立てる具体的な計画
がある事業者を支援するために 2020 年度から実施した
（国庫補助金により措置）。 

 
⑤「経済構造の転換に資するスタートアップの事業化促進事
業（TRY）」（２０２１年度～） 
社会構造の転換から生じる市場の変化の兆しを得て、この
機会を大きなチャンスと捉えてマーケットニーズを捉え
た事業転換を狙う事業者を支援するために２０２１年度
から実施した（２０２０年度第三次補正予算により措置）。 

 
その他に、以下の取組を実施した。 
・地域発・大学発のシーズの発掘や事業化・起業支援を目的
に、関係機関との連携を強化するため、川崎市と起業家支
援のワンストップ拠点「Kawasaki-NEDO Innov ation 
Center（K-NIC）」の運用をしているところ、２０２０年
度からはコロナの影響で、リアルなイベントは中止したも
のの、代替としてオンラインイベントを積極的に実施する
ことにより、会員登録数が増加。また、K-NIC を活用し
たスタートアップ支援策の一案として、2020 年度より K-
NIC ハンズオン支援プログラムを開始し研究開発型スタ
ートアップ支援事業への応募を慫慂。さらに大学との連携
強化を目的として、2020 年度に協定を結んだ１3 大学に
加え、2021 年度 6 月に千葉大学と覚書を締結し、協定大
学を 14 とした。 

・研究開発型スタートアップの支援者育成を目的とした「高
度専門支援人材育成プログラム（SSA）」について、研修
内容の高度化に向け検討を実施。２０２１年度下期より公
募開始予定。 

・「Plus: Platform for unified support for startups」の下、
他機関との合同説明（JICA, AMED）を開催した。また、
STS において、JST が実施する START 事業との連携（審
査における一定の優遇）を実施。 

・NEDO 事業に採択されたスタートアップの活動の広報イ
ベントとして「マザーズ上場 4 社、成功の鍵」、「Startup
における資本政策＆知財戦略について」の二つを開催し
た。 

 
 
 
 
＜地域発・大学発のシーズの発掘＞ 
・川崎市と共同で起業家支援拠点
「 Kawasaki-NEDO Innovation 
Center（K-NIC）」の運営を実施。
２０２１年度においては２０２０
年度に引き続きコロナの影響で、
リアルなイベントは中止したもの
の、代替としてオンラインイベン
トを積極的に実施することによ
り、会員登録数が増加。 

・大学との連携強化を目的として、
今までに協定を結んだ１3 大学に
加え、6 月に千葉大学と覚書を締
結し、協定大学を 14 とした。 

 

 

３．技術に対するインテリジェン
ス向上による技術開発マネジメ
ントの強化 
 

３．技術に対するインテリジェン
ス向上による成果の最大化 
 第４期中長期目標における数
値目標を第４期中長期計画にお
いても同様に以下のとおり掲げ、
その達成状況を評価するものと
する。 
 
○数値目標３.‐１ 

 ○数値目標３.‐２ 
 ※下欄に記載 
 
この数値目標を達成するため、以
下の取組を行うものとする。 

 ３．技術に対するインテリジェンス向上 による成果の最大
化 

   

 

（１）技術情報の収集・分析に関
する機能強化及び政策エビデン
スの提供 
ＴＳＣを中心として、国内外の

有望技術・先端技術と社会課題・
市場課題の動向に関する情報を
収集・把握し、それら情報に基づ
いて、技術革新がもたらす将来の
国内外市場を分析し、その成果を
政策当局に政策エビデンスとし
て提供するとともに、産学官の連
携によりその市場の獲得につな

（１）技術情報の収集・分析に関
する機能強化及び政策エビデン
スの提供 
 ＴＳＣを中心として、国内外の
有望技術・先端技術と社会課題・
市場課題の動向に関する情報を
収集・把握し、それら情報に基づ
いて、技術革新がもたらす将来の
国内外市場を分析し、その成果を
政策当局に政策エビデンスとし
て提供するとともに、産学官の連
携によりその市場の獲得につな

 （１）技術情報の収集・分析に関する機能強化及び技術戦略
の策定 
・ＴＳＣを中心として、国内外の有望技術・先端技術と社会
課題・市場課題の動向に関する情報を収集・把握し、それ
ら情報に基づいて、技術革新がもたらす将来の国内外市場
を分析し、その成果を政策当局に政策エビデンスとして提
供するとともに、産学官の連携によりその市場の獲得につ
なげるための政策立案への協力を実施。例えば、令和２年
１月に策定された「革新的環境イノベーション戦略」の実
行に向け設置された「グリーンイノベーション戦略推進会
議」及びワーキンググループにおいて、委員として政策議
論に参画するとともに、「CCUS/カーボンリサイクル」、

【評価の根拠】 
・政策当局の要請、政策ニーズに柔
軟に対応しつつ、ＴＳＣが実施し
た調査・分析に基づく政策エビデ
ンスの提供を実現。 

・令和２年１月に策定された「革新
的環境イノベーション戦略」の実
行に向け設置された「グリーンイ
ノベーション戦略推進会議」及び
ワーキンググループにおいて、委
員として政策議論に参画。 

・政策エビデンスを提供する活動の
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げるための政策立案への協力を
行うものとする。そのために、国
内外における革新的な技術の探
索、その技術を実用化するまでの
ボトルネックの見極め、将来の国
内外の市場に及ぼすインパクト
の予測及びこれら分析に基づく
政策エビデンスの提供に関する
機能及び能力の向上に取り組む
ものとする。その際、特許庁の技
術動向調査等行政機関が実施す
る調査研究からの技術動向の把
握、最新の科学技術情報を持つ研
究機関等との連携強化及び国内
外における研究者、技術者等との
ネットワーク構築に取り組むも
のとする。また、国だけではなく
民間企業におけるイノベーショ
ン促進にも資する活動の成果の
積極的な発信とフィードバック
に基づく質的向上を目指す。 
 政策エビデンスを提供する活
動の一つとして、ＴＳＣは「技術
戦略」を策定する。「技術戦略」
は、これら国内外の技術情報の収
集・分析の成果を踏まえた、技術
革新がもたらす将来の国内外市
場の分析及び、産学官の連携等に
よりその市場獲得につなげるた
めの施策（研究開発プロジェクト
を含む）の方向性からなる資料で
ある。また、ビジョン、政策動向
も勘案した政策当局との議論を
通じ、技術分野毎に企業が抱える
共通の課題や技術領域を抽出す
ることにより、産学官連携等によ
る課題解決に向けた取組を促進
するものとする。その際、内容の
客観性を担保するため、情報の取
扱に注意しつつ、策定途中の案の
とりまとめの方向性について複
数の外部専門家から意見を聞く
ものとする。 

げるための政策立案への協力を
行うものとする。そのために、国
内外における革新的な技術の探
索、その技術を実用化するまでの
ボトルネックの見極め、将来の国
内外の市場に及ぼすインパクト
の予測及びこれら分析に基づく
政策エビデンスの提供に関する
機能及び能力の向上に取り組む
ものとする。その際、特許庁の技
術動向調査等行政機関が実施す
る調査研究からの技術動向の把
握、最新の科学技術情報を持つ国
立研究開発法人科学技術振興機
構研究開発戦略センター（ＣＲＤ
Ｓ）等との連携強化及び国内外に
おける研究者、技術者等とのネッ
トワーク構築に取組むものとす
る。また、国だけではなく民間企
業におけるイノベーション促進
にも資する活動の成果の積極的
な発信とフィードバックに基づ
く質的向上を目指す。 
 政策エビデンスを提供する活
動の一つとして、ＴＳＣは「技術
戦略」を策定する。「技術戦略」
は、これら国内外の技術情報の収
集・分析の成果を踏まえた、技術
革新がもたらす将来の国内外市
場の分析及び、産学官の連携等に
よりその市場獲得につなげるた
めの施策（研究開発プロジェクト
を含む）の方向性からなる資料で
ある。また、ビジョン、政策動向
も勘案した政策当局との議論を
通じ、技術分野毎に企業が抱える
共通の課題や技術領域を抽出す
ることにより、産学官連携等によ
る課題解決に向けた取組を促進
するものとする。その際、内容の
客観性を担保するため、情報漏え
いに注意しつつ、策定途中の案に
ついて、その案のとりまとめの方
向性について技術分野毎の有識
者をフェローとして採用するこ
と等により、積極的に複数の外部
専門家から意見を聞くものとす
る。 

「モビリティ」、「水素」等の重要分野において、日本が推
進すべき技術課題の抽出や研究開発の方向性について提
言を実施。また、TSC が考えるマテリアルの目指すべき
方向性として、「ウェルビーイング促進」と「レジリエン
ス強化」の二つを取り纏め、内閣府へタイムリーに情報提
供を行う等、令和３年４月に策定された「マテリアル革新
力強化戦略」に貢献。さらに、経済産業省「カーボンリサ
イクル技術ロードマップ」の改訂に際し、技術情報の提供
等をタイムリーに実施する等、TSC のインテリジェンス
を様々な国の重要政策に反映。そのために、外部リソース
を最大限有効に活用しつつ、実現を目指す将来像の具体化
や、各種の指標を用いた技術の俯瞰等を行うとともに、国
内外における革新的な技術の探索、その技術を実用化する
までのボトルネックの見極め、将来の国内外の市場に及ぼ
すインパクトの予測及びこれら分析に基づく政策エビデ
ンスの提供に関する機能及び能力を向上しつつ、政策ニー
ズに柔軟に対応し取り組んだ。とりわけ、「革新的環境イ
ノベーション戦略」や「NEDO 総合指針」に基づく取組
の具体化として、NEDO が策定する技術戦略等において、
NEDO 総合指針で提唱した評価指標（「CO2 削減ポテンシ
ャル」、「CO2削減コスト」）に基づき定量的な評価を行って
いく取組を令和２年度より開始。また、ビジネスモデルの
変化や新たな価値観が与える今後の技術変化の方向性に
係る分析を行うとともに、産業構造やサプライチェーンに
係る分析の視点を強化した活動を実施した。また、特許庁
の技術動向調査等行政機関が実施する調査研究からの技
術動向の把握、最新の科学技術情報を持つ国立研究開発法
人科学技術振興機構等との連携強化及び国内外における
研究者、技術者等とのネットワーク構築に向けた取り組み
を検討した。さらに、政府が掲げる「2050 年カーボンニ
ュートラル」などの実現を目指し、2021 年 6 月、NEDO
と日本政策投資銀行（DBJ）の間で相互協力協定を締結し
た。双方の連携推進を図るべく「連絡協議会」を設置し、
具体的な連携活動を開始した。 また、ワークショップや
TSC Foresight セミナーの開催等を通じ、国だけではなく
民間企業におけるイノベーション促進にも資する活動の
成果の積極的な発信とフィードバックに基づく質的向上
の向けた取組を実施。 

・政策エビデンスを提供する活動の一つとして、「技術戦略」
策定に向けた活動を実施。策定にあたっては、政策当局と
も議論しビジョン、政策動向も勘案しながら、技術分野毎
に企業が抱える共通の課題や技術領域を抽出することに
より、産学官連携による課題解決に向けた取組を促進。そ
の際、内容の客観性を担保するため、情報漏えいに注意し
つつ、策定途中の案について、その案のとりまとめの方向
性について技術分野毎の有識者をフェローとして採用す
ること等により、積極的に複数の外部専門家から意見を聞
く取組を実施した。２０１８年度から２０２１年度におい
て、３１本の技術戦略を策定し（２０１８年度：９本、２
０１９年度：７本、２０２０年度：６本、２０２１年度：
９本）、６５件の産学連携プロジェクトの立案（２０１８
年度：１８本、２０１９年度：１７本、２０２０年度：１
３本、２０２１年度：１７本）に技術戦略等が活用された。 

一つとして、「技術戦略」策定に向
けた活動を実施。２０１８年度か
ら２０２１年度において、３１本
の技術戦略を策定し、６５件の産
学連携プロジェクトの立案に技術
戦略等が活用された。 
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 さらに、海外事務所も最大限活
用して、ＴＳＣの技術情報収集・
分析に関する機能強化及び政策
エビデンス提供能力の向上のた
めの体制強化に取り組むととも
に、必要に応じて、ＮＥＤＯ事業
推進部の職員を関与させる仕組
みを導入するものとする。 
 加えて、科学技術イノベーショ
ン総合戦略 2017 で指摘されてい
るように、技術力は我が国の経
済・社会活動を支える基盤である
とともに、国及び国民の安全・安
心を確保するための基盤ともな
っており、安全保障に資する技術
を幅広く活用し、民生分野におけ
る科学技術イノベーションを促
進することも期待される。このた
め、我が国の科学技術の現状の情
報収集、客観的根拠に基づく先端
技術の進展予測、国内外の科学技
術の動向把握などについて、科学
技術の変化により安全保障を巡
る環境にもたらされる影響を含
めて俯瞰し、ゲームチェンジャー
となる可能性のあるような先進
技術について技術情報の収集・分
析を行う体制を整備することが
必要である。 

さらに、海外事務所も最大限活
用して、ＴＳＣの技術情報収集・
分析に関する機能強化及び政策
エビデンスの提供能力の向上の
ための体制強化に取り組むとと
もに、必要に応じて事業推進部の
職員を戦略策定に関与させる仕
組みを導入するものとする。 
 科学技術イノベーション総合
戦略２０１７で指摘されている
ように、技術力は我が国の経済・
社会活動を支える基盤であると
ともに、国及び国民の安全・安心
を確保するための基盤ともなっ
ており、安全保障に資する技術を
幅広く活用し、民生分野における
科学技術イノベーションを促進
することも期待される。このた
め、我が国の科学技術の現状の情
報収集、客観的根拠に基づく先端
技術の進展予測、国内外の科学技
術の動向把握などについて、科学
技術の変化により安全保障を巡
る環境にもたらされる影響を含
めて俯瞰し、ゲームチェンジャー
となる可能性のあるような先進
技術について技術情報の収集・分
析を行う体制を整備することが
必要である。 
 なお、政策エビデンスの提供及
びプロジェクト構想の策定に当
たっては、必要に応じて、方法論
募集（注１）、ワークショップ（注
２）、先導調査（注３）及び先導研
究（注４）の結果を活用する。 
（注１）方法論募集（ＲＦＩ：
Request for Information） 
産学官におけるアイデアや研究
状況を把握するため、技術開発の
様々な方法論を広く募集する。 
（注２）ワークショップ 
技術開発の対象技術や実施者の
候補・水準・可能性等の把握や発
掘のため、産学官の関係者を一同
に集め、大学や公的研究機関と産
業界とが基礎研究も含め具体的
技術課題等について双方向で話
し合い、議論を行う。 
（注３）先導調査 
国内外における、①学会発表の内
容、②論文動向・特許動向、③産
業界の研究開発動向、④当該技術
による経済・社会インパクト、⑤
当該技術普及のための方策等を
把握するため、技術戦略及びプロ
ジェクト構想の策定の際に調査
を行う。 
（注４）先導研究 
候補となる技術課題の現状水準、
今後の発展可能性及び限界を確
認するとともに、競合技術・代替
技術の把握のため、研究者等への
委託により予備的な研究を行う。 

 ・さらに、ＴＳＣの技術情報収集・分析に関する機能強化及
び技術戦略策定能力の向上のための体制強化の取り組み
として、２０１９年１０月のバイオエコノミーユニットの
創設、２０２０年４月の「新領域・融合（ゼロエミ農水連
携）ユニット」の創設等により、政府戦略と連動した体制
強化を実施。また、各技術戦略策定や調査の実施において、
事業推進部の職員を関与させる仕組みを導入し、強化・実
施した。 

・海外における技術情報収集・分析に関する機能強化の一環
として、２０１８年４月に海外技術情報ユニットを新設
し、国際部・海外事務所・推進部等と連携しつつ、海外の
技術を取り巻く環境変化をエリア別に収集・分析・共有し
た。また、「コロナ危機を受けた海外の動向」「バイデン次
期大統領で変わる米国の技術イノベーション・気候変動政
策」「グローバルな半導体競争 ―エコシステム確保をか
けて―」「COP26 に向けたカーボンニュートラルに関する
海外主要国（米・中・EU・英）の動向」など、タイムリ
ーに成果物の対外発信を実施。 

・なお、政策エビデンスの提供及びプロジェクト構想の策定
に当たっては、必要に応じて、方法論募集（注１）、ワー
クショップ（注２）、先導調査（注３）及び先導研究（注
４）の結果を活用した。 

 
（注１）方法論募集（ＲＦＩ：Request for Information） 
産学官におけるアイデアや研究状況を把握するため、技術
開発の様々な方法論を広く募集する。 

（注２）ワークショップ 
技術開発の対象技術や実施者の候補・水準・可能性等の把
握や発掘のため、産学官の関係者を一同に集め、大学や公
的研究機関と産業界とが基礎研究も含め具体的技術課題
等について双方向で話し合い、議論を行う。 

（注３）先導調査 
国内外における、①学会発表の内容、②論文動向・特許動
向、③産業界の研究開発動向、④当該技術による経済・社
会インパクト、⑤当該技術普及のための方策等を把握する
ため、技術戦略及びプロジェクト構想の策定の際に調査を
行う。 

（注４）先導研究 
候補となる技術課題の現状水準、今後の発展可能性及び限
界を確認するとともに、競合技術・代替技術の把握のため、
研究者等への委託により予備的な研究を行う。 

―   
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（２）人材の流動化促進、育成 
技術インテリジェンスの向上

を図るため、ＴＳＣにおいて、内
部人材の育成を図るとともに、ク
ロスアポイントメント制度の活
用、外部人材の中途採用、国立研
究開発法人等の研究機関や大学
における研究者等幅広い人事交
流を行うものとする。 
 また、民間企業や大学等の技術
開発における中核的人材として
活躍しイノベーションの実現に
貢献するＰＭ人材が不足してお
り、その育成を図ることが急務で
ある。このため、将来のＰＭ人材
の候補を採用して多様な実践経
験を積ませることや、利益相反に
配慮しつつ民間企業・大学・ＮＥ
ＤＯを含む研究開発法人におい
てすでに技術開発マネジメント
の実績を有する人材を積極登用
するなど、ＰＭ人材のキャリアパ
スの確立に貢献するものとする
とともに、政策当局と連携し、政
策担当者を含む技術開発成果の
社会実装をリードする人材の育
成に貢献する。 

（２）人材の流動化促進、育成 
 技術インテリジェンスの向上
を図るため、ＴＳＣにおいて、内
部人材の育成を図るとともに、ク
ロスアポイントメント制度の活
用、外部人材の中途採用、国立研
究開発法人等の研究機関や大学
における研究者等幅広い人事交
流を行うものとする。 
 また、民間企業や大学等の技術
開発における中核的人材として
活躍しイノベーションの実現に
貢献するＰＭ人材が不足してお
り、その育成を図ることが急務で
ある。このため、将来のＰＭ人材
の候補を採用して多様な実践経
験を積ませることや、利益相反に
配慮しつつ民間企業・大学・機構
を含む研究開発法人においてす
でに技術開発マネジメントの実
績を有する人材を積極登用する
など、ＰＭ人材のキャリアパスの
確立に貢献とともに、政策当局と
連携し、政策担当者を含む技術開
発成果の社会実装をリードする
人材の育成に貢献する。 
 加えて、ＴＳＣが世界の最新技
術動向と我が国における産業動
向を踏まえた実効性のある政策
エビデンス提供を実施できるよ
う、事業推進部の職員を戦略策定
に関与させる仕組みを導入する。
これに伴い、事業推進部において
も引き続き、内部人材の育成を図
るとともに、プロジェクト管理等
に係る透明性を十分に確保した
上で、一定の実務経験を有する優
秀な人材など、外部人材の中途採
用等を毎年度実施し、人材の流動
化を促進して、機構のマネジメン
ト能力の底上げと質の高い政策
エビデンス提供に資するための
技術インテリジェンスの向上を
図るものとする。 

 （２）人材の流動化促進、育成 
・技術インテリジェンスの向上を図るため、ＴＳＣにおい
て、研修等を通じて内部人材の育成を図るとともに、企業
や大学での実務経験を有する外部人材を、プロジェクトの
企画・運営等を担う者として、計９４名を採用した。 

 ・２０１８年度：１７名 
 ・２０１９年度：２１名 
 ・２０２０年度：２１名 
 ・２０２１年度：３５名 
・民間企業や大学等の技術開発において中核的人材として
活躍しイノベーションの実現に貢献するＰＭ人材の育成
を図るため、民間企業・大学・研究開発法人等から毎年２
８０人以上を受け入れた。 

 ・２０１８年度：２８８名 
 ・２０１９年度：３４７名 
 ・２０２０年度：３５７名 
 ・２０２１年度：３８９名 
・ＰＭ人材の育成のため、将来のＰＭ人材の候補として若手
職員に多様な実戦経験を積ませている。ＰＭの出身組織の
実績内訳は以下のとおり。 

 ・２０１８年度：民間、官庁からの出向３１名、プロパー
職員２１名 

 ・２０１９年度：民間からの出向２８名、プロパー職員１
９名 
 ・２０２０年度：民間、官庁からの出向３１名、プロパー

職員２３名 
 ・２０２１年度：民間、官庁からの出向３２名、プロパー

職員３１名 
・さらに、NEDO 自身のプロジェクトマネジメント能力の
更なる高度化のため、プロジェクトマネジメント経験・技
能を多段階で評価し、固有職員の育成、スキルアップを目
的としたプロジェクトマネジメントレベル認定制度を創
設した。 

 
・加えて、ＴＳＣが世界の最新技術動向と我が国における産
業動向を踏まえた実効性のある政策エビデンス提供を実
施できるよう、事業推進部の職員を戦略策定に関与させ、
事業推進部においても引き続き、内部人材の育成を図ると
ともに、プロジェクト管理等に係る透明性を十分に確保し
た上で、一定の実務経験を有する優秀な人材など、外部人
材の中途採用等を実施し、人材の流動化を促進して、機構
のマネジメント能力の底上げと質の高い政策エビデンス
提供に資するための技術インテリジェンスの向上を図っ
た。 

【評価の根拠】 
・NEDO自身のプロジェクトマネジ
メント能力の更なる高度化のた
め、プロジェクトマネジメント経
験・技能を多段階で評価し、固有
職員の育成、スキルアップを目的
としたプロジェクトマネジメント
レベル認定制度を創設。 

・ＴＳＣが世界の最新技術動向と我
が国における産業動向を踏まえた
実効性のある政策エビデンス提供
を実施できるよう、事業推進部の
職員を戦略策定に関与させ、事業
推進部においても引き続き、内部
人材の育成を図るとともに、プロ
ジェクト管理等に係る透明性を十
分に確保した上で、一定の実務経
験を有する優秀な人材など、外部
人材の中途採用等を実施し、人材
の流動化を促進して、機構のマネ
ジメント能力の底上げと質の高い
技術戦略の策定に資するための技
術インテリジェンスの向上を図っ
た。 

  

 

（３）情報発信の推進 
 ＮＥＤＯの技術インテリジェ
ンスの成果について、機微情報の
管理に万全を期しつつ積極的に
セミナー等による情報発信を推
進することにより、様々な分野に
おける技術情報を有する企業・大
学・国立研究開発法人等の研究者
との連携を深めることでＮＥＤ
Ｏの技術インテリジェンス能力
の向上を図るものとする。 
 なお、ＮＥＤＯが技術インテリ
ジェンスの向上に積極的に取り
組むことを促すため、以下の数値
目標を掲げ、その達成状況を評価
するものとする。 

（３）情報発信の推進 
 機構の技術インテリジェンス
の成果について、機微情報の管理
に万全を期しつつ積極的にセミ
ナー等による情報発信を推進す
ることにより、様々な分野におけ
る技術情報を有する企業・大学・
国立研究開発法人等の研究者と
の連携を深める。 
 また、機構の技術開発プロジェ
クトに併設する、ＮＥＤＯプロジ
ェクトを核とした人材育成、産学
連携等の総合的展開事業を活用
して、当該技術や技術経営人材の
育成のほか、先端的な成果を発信
し、企業や大学の研究者や技術開
発部門の担当者との人的交流を
深める。 

 （３）情報発信の推進 
・機構の技術インテリジェンスの成果（政策エビデンス、

TSC Foresight 等）について、ステークホルダーの巻き込
み強化や適時に議論を喚起する観点から、政策当局への提
供や機微情報の管理に万全を期しつつ積極的にセミナー
等による情報発信を推進することにより、様々な分野にお
ける技術情報を有する企業・大学・国立研究開発法人等の
研究者との連携を深めた。２０１８年度から２０２１年度
にかけて新たに３６本の「TSC Foresight」レポートを
公表（２０１８年度：７本、２０１９年度：４本、２０２
０年度：１６本、２０２１年度：９本）。また、「TSC 
Foresight」レポートの公表に連動し、２０１８年度から
２０２１年度にかけて合計１２回のセミナーを開催（２０
１８年度：４回、２０１９年度：３回、２０２０年度：３
回、２０２１年度：２回）。レポート公表にあたっては、
社会変化の動向、政策の検討スケジュール、関連プロジェ
クトの開始タイミング等を意識したタイムリーな成果の
発信・対話を強化した。特に、政府の「革新的環境イノベ
ーション戦略」策定の動きにあわせて気候変動問題の解決
に向けた技術開発の在り方や目指すべき方向性などをま

 
【評価の根拠】 
・主な業務実績等において言及した
とおり、プロジェクトを核とした
人材育成、産学連携等の総合的展
開事業を活用して、当該技術や技
術経営人材の育成のほか、先端的
な成果を発信し、企業や大学の研
究者や技術開発部門の担当者との
人的交流を深める活動を実施。 

・２０１８年度から２０２１年度に
かけて新たに３６本の「 TSC 
Foresight」レポートを公表（２０
１８年度：７本、２０１９年度：
４本、２０２０年度：１６本、２
０２１年度：９本）。また、「TSC 
Foresight」レポートの公表に連動
し、２０１８年度から２０２１年
度にかけて合計１２回のセミナー
を開催（２０１８年度：４回、２
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とめた NEDO 総合指針や、コロナ禍後の将来社会像や期
待されるイノベーションを分析・発信した「コロナレポー
ト」については、政策当局、産業界、学術界から多くの取
材・講演・執筆等の依頼があり、研究開発機関ではない流
通関係企業や金融機関などの新たなステークホルダーか
らの反響も得た。 

 
・また、海外の研究開発動向について、海外公的機関の最新
情報の概要を取りまとめたＮＥＤＯ海外技術情報を計８
９４件発信。 

 
【海外技術情報の発信数（モニタリング指標）】 
［エネルギーシステム分野］ １７６件 
 
［省エネルギー・環境分野］ １２２件 
 
［産業技術分野］      ５９６件 
 
・ＮＥＤＯプロジェクトを核とした人材育成、産学連携等の
総合的展開事業において、計画期間中に９講座実施し、講
義・実習により延べ 2,400 名以上が受講。 

・また、シンポジウムやワークショップを 20 回以上開催し、
延べ 1,700 名以上が参加。また、学会発表を 90 回以上、
企業との共同研究を 10 件以上実施。 

０１９年度：３回、２０２０年度：
３回、２０２１年度：２回）。 

・コロナ禍後の将来社会像や期待さ
れるイノベーションを分析・発信
した「コロナレポート」について
は、政策当局、産業界、学術界か
ら多くの取材・講演・執筆等の依
頼があり、研究開発機関ではない
流通関係企業や金融機関などの新
たなステークホルダーからの反響
も得た。 

・海外の研究開発動向について、海
外公的機関の最新情報の概要を取
りまとめたＮＥＤＯ海外技術情報
を計８９４件発信。 

 

 

○数値目標３.‐１ 
【目標】「基幹目標」 
 ＴＳＣには、最新の技術動向や
市場動向に関する情報を収集・分
析し、成果を政策遂行のためのエ
ビデンスとして政策当局に提供
するとともに、成果を発信してい
くことが期待される。一連の活動
は高い専門性が求められること、
活動の成果の定量的な把握が困
難な場合もあることから、活動全
体に対する総合的な評価を実施
し、その評点を目標として設定す
る。 
 具体的には、外部有識者により
構成される委員会において、①内
外の技術情報の収集・分析、②政
策エビデンスの提供、③活動の成
果の発信の３つの観点で、策定し
た資料の政策文書への引用数、施
策立案等に活用された技術戦略
の数等の定量指標も用いながら
評価し、該当する評価単位のそれ
ぞれにおいて、４段階評点の平均
が最上位または上位の区分の評
価となることを目標とする。 

○数値目標３.‐１ 
【目標】「基幹目標」  
 ＴＳＣは、最新の技術動向や市
場動向に関する情報を収集・分析
し、成果を政策遂行のためのエビ
デンスとして政策当局に提供す
るとともに、成果を発信してい
く。一連の活動は高い専門性が求
められること、活動の成果の定量
的な把握が困難な場合もあり、活
動全体に対する総合的な評価を
実施し、その評点を目標として設
定する。 
 具体的には、外部有識者により
構成される委員会において、①内
外の技術情報の収集・分析、②政
策エビデンスの提供、③活動の成
果の発信の３つの観点で、策定し
た資料の政策文書への引用数、施
策立案に活用された技術戦略の
数等の定量指標も用いながら評
価し、該当する評価単位のそれぞ
れにおいて、４段階評点の平均が
最上位または上位の区分の評価
となることを目標とする。 

【評価軸】 
○ＴＳＣの技術イ
ンテリジェンス
が、政策・施策や研
究開発等に活用さ
れているか。 
 
【関連する評価指
標】 
○外部有識者委員
会による評価の評
点（評価指標） 

・技術に対するインテリジェンスについて、２０１８年度、
２０１９年度は、技術戦略が産学連携研究開発プロジェク
トに１１０％以上つながることを達成した。２０２０年度
からは外部評価制度に目標が変更され、①内外の技術情報
の収集・分析、②政策エビデンスの提供、③活動の成果の
発信の３つの観点で、策定した資料の政策文書への引用
数、施策立案に活用された技術戦略の数等の定量指標も用
いながら評価を実施。４段階評点の平均が最上位または上
位の区分の評価となることを達成した。 

 
・なお、２０１８年度から２０１９年度の実績において、産
学連携研究開発プロジェクトにつながった技術戦略（大幅
改訂を含む）割合は、１１０％以上の目標に対して以下の
とおり。 

［エネルギーシステム分野］ 
１６７％（１０プロジェクト／６技術戦略） 

 
［省エネルギー・環境分野］ 
１５０％（６プロジェクト／４技術戦略） 

 
［産業技術分野］ 
３１７％（１９プロジェクト／６技術戦略） 

 
・外部有識者により構成する委員会における評価単位のそ
れぞれにおいて、４段階評点の平均が最上位または上位の
区分（２．０点以上）の評価となる目標に対して以下のと
おり。 

［エネルギーシステム分野］ 
２０２０年度： ３．０点 ※達成率：１５０％ 
２０２１年度： ２．８点 ※達成率：１４０％ 

［省エネルギー・環境分野］ 
２０２０年度： ２．８点 ※達成率：１４０％ 
２０２１年度： ２．８点 ※達成率：１４０％ 

［産業技術分野］ 
２０２０年度： ３．０点 ※達成率：１５０％ 
２０２１年度： ２．８点 ※達成率：１４０％ 

【評価の根拠】 
・評価対象であるエネルギーシステ
ム、省エネルギー・環境、産業技術
の全てのセグメントで目標を達成。 
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【重要度】高、【優先度】高、【難
易度】高 
 ＴＳＣには、最新の技術動向や
市場展望を把握した上で、国内外
の有望技術の発掘、先を見据えた
中長期の技術動向、産業構造をも
見据えた政策エビデンスの提供
を求めている。また、民間企業が
研究開発費の多くを短期的研究
に振り向ける傾向がある中、研究
開発、市場獲得・開拓までを通じ
たイノベーションシステムの構
築や、勝ち筋となり得る「戦略分
野」の見極めを行ったうえで、国
が中長期的な研究を支援してい
くことが求められており、その戦
略分野の見極めを行う役割を担
うＴＳＣの技術インテリジェン
ス機能の向上が第４期中長期目
標の重要なミッションとして位
置付けられていることから、本目
標の重要度及び優先度は高とす
る。 
 なお、こうした活動には、特許
庁の技術動向調査等行政機関の
調査研究や他の国立研究開発法
人の調査研究等も活用しつつ情
報収集・分析を進めるだけでな
く、地道な研究論文の調査、国内
外の多くの研究者との直接対話
等から、その技術的内容を理解し
て整理することが必要。また、政
策エビデンスの提供にあたって
は、有望技術についての社会課
題・市場課題の動向把握・分析を
産官学関係者の意見を踏まえつ
つ取りまとめることが必要であ
る。これらの一連の作業を実施し
たうえで、中長期的な視点に立っ
た情報収集、分析の実施と技術イ
ンテリジェンス蓄積と、その成果
としての政策エビデンスの提供
は、相当の困難性が伴うため、本
目標の難易度は高とする。 

―      

 

○数値目標３.‐２ 
【目標】 
 ＮＥＤＯ事業（戦略的イノベー
ション創造プログラム（ＳＩＰ）
事業等内閣府が戦略を策定し推
進するものを除く。）に参加する
40 才以下の若手研究員及び女性
研究員を、年間 1,400 人以上とす
ることとする。なお、評価単位毎
の目標は中長期計画において明
示するものとする。 
 ※数値目標を見直し、令和４年
度は 6,200 人以上とすることを
目標とする。 

○数値目標３.‐２ 
【目標】 
 機構事業（戦略的イノベーショ
ン創造プログラム（ＳＩＰ）事業
等内閣府が戦略を策定し推進す
るものを除く。）に参加する４０
才以下の若手研究員及び女性研
究員を、年間１，４００人以上と
することとする。 
 なお、評価単位毎の目標は以下
のとおりとする。 
 エネルギーシステム分野     

５００人 
 省エネルギー・環境分野   

２００人 
産業技術分野           
５００人 

 新産業創出・シーズ発掘等分
野  

２００人 

【評価軸】 
○ＮＥＤＯのマネ
ジメント能力向上
に資する人材の育
成等に取り組んで
いるか。 
 
【評価指標】 
○ＮＥＤＯ事業に
参加する４０才以
下の若手研究者及
び女性研究者の人
数（評価指標） 

○数値目標３.‐２ 
【ＮＥＤＯ事業に参加する４０才以下の若手研究者及び女
性研究者の人数（評価指標）】 
・機構事業（内閣府が戦略を策定し推進する戦略的イノベー
ション創造プログラム（ＳＩＰ）事業を除く。）に参加す
る４０才以下の若手研究員及び女性研究員について、第 4
期中長期目標期間の見込みの実績は以下のとおり。 

 
【エネルギーシステム分野】 

1,690 人 
 
【省エネルギー・環境分野】 

1,485 人 
 
【産業技術分野】 

2,443 人 
 
【新産業創出・シーズ発掘等分野】 

604 人 
 

【評価の根拠】 
・民間企業、大学等において中核的
な人材として活躍し、イノベーシ
ョンの実現に貢献する 40 才以下
の若手研究員及び女性研究員を養
成していくことを目的として、第
4 期中長期目標期間の見込みの実
績として、全てのセグメントで目
標を大幅に上回り達成。 
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※経済産業省が定める第４期中
長期目標における数値目標の見
直しを踏まえ、令和４年度は６，
２００人以上を目標とし、評価単
位毎の目標は以下のとおりとす
る。 
 エネルギーシステム分野 

 １，６００人 
 省エネルギー・環境分野 

 １，５００人  
 産業技術分野 

 ２，５００人 
 新産業創出・シーズ発掘等分野 

６００人 

（参考：ＮＥＤＯ全体） 
 合計 6,222 人 

 

４．技術分野ごとの目標 
 第４期中長期目標期間におけ
る技術分野ごとの取組は、「未来
投資戦略 2017」、「エネルギー基
本計画」、「エネルギー・環境イノ
ベーション戦略」等の政府の方針
を踏まえ、以下の分野ごとに技術
開発を実施するものとし、ＮＥＤ
Ｏにおいて作成する中長期計画
又は年度計画において、分野ごと
に長期的に目指すべき目標及び
第４期中長期目標期間中に達成
すべき技術水準や技術開発目標
などの達成水準を明示して取り
組むものとする。 
 また、世界的な技術革新や市場
動向の状況を十分に把握しつつ、
必要に応じて中長期計画又は年
度計画における達成すべき技術
水準・技術開発目標をより野心的
なものに見直す等の対応を適切
に行うものとする。 

４．技術分野ごとの目標 
第４期中長期目標期間における
技術分野ごとの取組は、「未来投
資戦略２０１７」、「エネルギー基
本計画」、「エネルギー・環境イノ
ベーション戦略」等の政府の方針
を踏まえ、以下の分野ごとに技術
開発を実施する。分野ごとに長期
的に目指すべき目標及び第４期
中長期目標期間中に達成すべき
技術水準や技術開発目標などの
達成水準を事業毎に策定する基
本計画に明示して取り組む。 
 また、世界的な技術革新や市場
動向の状況を十分に把握しつつ、
必要に応じて中長期計画又は年
度計画における達成すべき技術
水準・技術開発目標をより野心的
なものに見直す等の対応を適切
に行うものとする。 
 

 ４．技術分野ごとの目標 
・第４期中長期目標期間における技術分野ごとの取組は、
「未来投資戦略２０１７」、「エネルギー基本計画」、「エネ
ルギー・環境イノベーション戦略」等の政府の方針を踏ま
え、以下の分野ごとに技術開発を実施。分野ごとに長期的
に目指すべき目標及び第４期中長期目標期間中に達成す
べき技術水準や技術開発目標などの達成水準を事業毎に
策定する基本計画に明示し、事業を実施。 

・また、世界的な技術革新や市場動向の状況を十分に把握し
つつ、必要に応じて中長期計画又は年度計画における達成
すべき技術水準・技術開発目標をより野心的なものに見直
す等の対応を適切に実施。 

   

 

【エネルギーシステム分野】 
 「エネルギー基本計画」、「水素
基本戦略」に基づき、再生可能エ
ネルギーの導入加速、蓄電池など
のエネルギーの貯蔵手段の確保、
水素の利活用を着実に進めるこ
と等が求められている。このた
め、再生可能エネルギーについて
は、太陽光発電、風力発電、地熱
発電、バイオマスエネルギー、波
力・潮力等の海洋エネルギー、そ
の他の再生可能エネルギー熱利
用の低コスト化・高効率化や多様
な用途の開拓に資する研究開発、
再生可能エネルギー発電の既存
系統への接続量増加のための系
統運用技術の高度化や送配電機
器の技術実証、蓄電池などのエネ
ルギー貯蔵に関する技術開発、水
素の製造から貯蔵・輸送、利用に
関わる技術開発や社会実装等を
戦略的に推進するものとする。さ
らに、エネルギー分野における新
市場の創出と、国際展開の強化に
よる成長戦略の実現に向け我が
国の再生可能エネルギー、蓄電

【エネルギーシステム分野】 
 新たなエネルギーシステムの
構築に向け、以下の個別技術、シ
ステム技術の開発を総合的に進
めていく。 
 再生可能エネルギー発電の既
存系統への接続量増加のための
系統運用技術の高度化や送配電
機器の技術実証では、太陽光発電
等の分散型エネルギーの大量導
入による配電網の電圧上昇等の
課題を克服し、再生可能エネルギ
ーを最小の社会コストで最大限
導入できる次世代電力網の構築
に向けた共通基盤の技術開発や
太陽光・風力の自然変動電源の発
電量の予測技術を高精度化・実用
化する技術の開発等を推進する。 
 蓄電池などのエネルギーの貯
蔵能力強化に関する技術開発で
は、現行のリチウムイオン電池
（現行 LIB）に比べ、エネルギー
密度の高い全固体 LIB や新原理
により性能を大幅に向上させた
革新型蓄電池の共通基盤技術の
研究開発等を行う。 

 【エネルギーシステム分野】 
●風力発電等技術研究開発／洋上風力発電等技術研究開発
／次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（バージ型） 
[2014 年度～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・２０１４年度から水深５０メートルから１００メートル

で適用可能な低コストの次世代浮体式洋上風力発電シ
ステム実証研究（バージ型）を開始し、２０１８年８月、
日本初のバージ型浮体式洋上風力発電システム実証機
の組み立てを完了、北九州市沖約１５キロメートル、水
深約５０メートルの設置海域まで曳航し、係留、電力ケ
ーブルの接続、試運転調整などを実施した上で、２０１
９年５月に実証運転を開始し、悪天候や落雷に対応しつ
つ実証データを蓄積し、順次検証を行っているところ。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本実証を通じて得た知見等を、我が国における浮体式洋上

風力発電の導入拡大に活かし、洋上風力産業ビジョン
（第一次）に掲げられた導入目標である、「2040 年まで
に浮体式を含む 3,000 万 kW～4,500 万 kW の案件を形
成する」に貢献する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
'・技術委員会、技術 WG 等を設置し、積極的に参画。定期

的に会合を開催し、事業中の確認事項を共有・チェック
を行い、リスク管理を徹底して実施している。 

 
【評価の根拠】 
・日本で初めてバージ型浮体を基礎

とした浮体式洋上風力発電シス
テムを構築し、実証運転を実施。 

・本事業の成果を活用し、浮体式洋
上風力発電の低コスト化を実現
することで、国民負担の低減を
図りつつ、我が国が目標に掲げ
る洋上風力発電の導入目標に資
することが見込まれる。 
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池、水素等のエネルギーシステム
分野の国際展開を進展させるた
め、各国の政策、規制環境等を踏
まえ、日本の優れた技術を核に、
海外実証事業等を強力に推進す
るものとする。加えて、他国への
温室効果ガス削減技術等の普及
等の国際的な取組を通じて、実現
した温室効果ガス排出削減・吸収
を国際貢献として示していくと
ともに、我が国の削減目標の達成
にも資するよう二国間オフセッ
ト・クレジット制度（ＪＣＭ）を
活用していく。 
 「エネルギー・環境イノベーシ
ョン戦略」では、削減ポテンシャ
ル・インパクトが大きい有望技術
として、蓄エネルギー分野では次
世代蓄電池、水素等製造・貯蔵・
利用、創エネルギー分野では次世
代太陽光発電、次世代地熱発電が
特定されるとともに、ＡＩ、ビッ
クデータ、ＩｏＴ等の活用による
エネルギーシステム統合技術の
重要性についても言及している。
これらの技術をはじめとした長
期的な視点に立った技術につい
て、従来の発想によらない革新的
な技術の発掘や開発に取り組む
ものとする。 
 

 水素の製造から貯蔵・輸送、利
用に関わる技術開発では、超高圧
水素技術等を活用した低コスト
水素供給インフラ構築に向けた
研究開発や次世代燃料電池の実
用化に向けた低コスト化・耐久性
向上等のための研究開発、未利用
エネルギーを活用した大規模水
素サプライチェーン構築の基盤
となる技術開発、大量の水素を利
活用する技術開発等、水素利用社
会の構築に向けた取組を推進す
る。 
 再生可能エネルギーについて、
技術開発を進める。太陽光発電で
は、大幅な発電コスト低減を実現
する可能性が高い太陽電池や周
辺機器等を対象として技術開発
を行うほか、性能評価等の共通基
盤技術の開発、太陽光パネルに対
応する低コストリサイクル・リユ
ース技術の開発等に取り組む。風
力発電では着床式・浮体式洋上風
力発電のコスト低減に向けた技
術開発・実証・導入支援等を進め
るほか、風車部品の故障による停
止時間を縮小させるためのメン
テナンスシステムの開発等を行
う。地熱発電では、我が国の豊富
な地熱資源を活かすための高性
能な地熱発電システムの開発等
に取り組む。バイオマスエネルギ
ーでは食糧と競合しないバイオ
燃料の実用化に向けた研究開発
のほか、地域で自立したバイオマ
スエネルギーの活用モデルを確
立させるための実証事業等に取
り組む。波力・海流等の海洋エネ
ルギーでは、海洋エネルギー発電
システムの実用化に向けた長期
実証研究等に取り組む。再生可能
エネルギー熱利用では、コストダ
ウンを目的とした再生可能エネ
ルギー利用技術の開発や蓄熱利
用等を含むトータルシステムの
高効率化・規格化、熱量評価技術
の高精度化等に取り組む。 

・浮体式洋上風力発電システム実証研究（バージ型）につい
ては、ＮＥＤＯと委託先とが連携し、関係機関、地元自
治体等との打合せに臨むことで、本事業関係者間での良
好な関係の構築に努め、円滑な実証事業の実施環境を整
えている。また、ＮＥＤＯ、委託先間において、台風や
冬期間等の荒天時における緊急連絡体制を構築し、実証
事業の安全確保を着実に行っている。 

・風力発電の業界団体等と定期的に意見交換し、また、プロ
ジェクトの技術委員会の委員に業界関係者を積極的に
登用することにより、成果の実用化・事業化を意識した
プロジェクトマネジメントを実施している。 

・その他、「風力発電等導入支援事業」の中で実施する、風
車に対する落雷のリスク評価を目的とした事業と連携
し、本事業で設置した実証機を活用した落雷データの収
集を行っている。 

・新型コロナウイルス感染症により、海外からの資材調達の
遅れ、現地での作業実施の遅れが生じたが、その後資材
の調達を完了してメンテナンスを実施し、引き続き実証
運転を実施中。 

 
●バイオジェット燃料生産技術開発事業 
[2017～2024 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
（一貫製造プロセス生産技術開発／微細藻） 
・２０２０年５月に国際標準化・規格設定機関ＡＳＴＭ 

International のバイオジェット燃料規格として認証を
取得した。（Ｄ７５６６ Annex ７；Hydroprocessed 
Hydrocarbons, Esters and Fatty Acids Synthetic 
Paraffinic Kerosene（HC-HEFA-SPK）） 

・これに先立ち、2017 年度より ASTM の『石油製品、液体
燃料、および潤滑油に関する委員会（D02）』への働き掛
け、ロビー活動を行った結果、ASTM 認証としては初め
て「Fast Track」の適用を受け、本来４段階ある適格性
確認プロセスを２段階にできたことにより、Annex 認証
の大幅な期間短縮に繋がった。 

・タイ及び鹿児島で培養された藻体から藻油を抽出し、米国
にて改質・蒸留して純バイオジェット燃料を約８０Ｌ製
造した。ＡＳＴＭの定めに従い既存ジェット燃料を混合
し約２０００L のジェット燃料とし、D７５６６規格の
品質検査を実施、２０２１年４月に品質証明書が発行さ
れた。 

・木質バイオマス、微細藻類由来のバイオジェット燃料を持
続可能な航空燃料（SAF）として、本邦国内定期便に供
給した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業にて SAF 市場形成を支援、促進することにより、

2030 年頃に、SAF 製造技術の社会実装を実現し、ジェ
ット燃料の使用に起因する温室効果ガス排出量の削減、
地球温暖化対策に貢献する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・SAF の一貫製造にあたっては、上流の原料調達事業者、

SAF 製造研究開発事業者、最下流の燃料供給事業者(石
油元売り会社)、航空運送事業者等、多くの連なる個別事
業者間の密な連携が必須であり、NEDO は社会実装を実
現すべく、これら関係者間の調整および全体取りまとめ
等、多方面において主体的に事業運営し、サプライチェ
ーン全体の課題解決に向けたマネジメントを実施した。
その結果として、本邦初の定期便への供給を成し遂げ
た。 

・またガス化 FT 合成事業も含めて、基準適合確認の品質試
験が一部米国機関でしか測定できないものがあり、コロ
ナ禍での移送停滞の影響により最終的な適合確認の遅

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・2020 年５月に国際標準化・規格設
定機関ＡＳＴＭ International のバ
イオジェット燃料規格として認証を
取得した。 
・国内で初めて、原料からの一貫製
造プロセスにて生産した J-SAF を、
定期便に給油し、国内区間の運航を
完遂。  関係者（SAF 製造事業者、
石油元売り事業者、航空運送事業者、
国交省・経産省）間で調整を積極的
に進め、J-SAF のサプライチェーン
全体に及ぶ社会実装に貢献。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



40 
 

延に繋がった。海外発注に伴うこれら課題（コスト・期
間）を解決すべく、本邦検査機関による国内検査体制を
構築させ、今後の検査体制の充実を図っている。 

 
●高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開発 
（ペロブスカイト太陽電池） 
[2015～2019 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・ペロブスカイト太陽電池モジュール（開口面積 802cm2：

縦 30cm×横 30cm×厚さ 2mm）で世界最高のエネルギ
ー変換効率 16.09％を達成 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本プロジェクトで開発した太陽電池モジュールが実用化、

販売され、当該モジュールが採用される 2025 年には発
電コスト 7 円/kWh を実現する。 

・また、「高効率太陽電池製造技術実証」においては、既に
研究レベルで高効率を実証している高効率太陽電池の
早期市場投入により、国内外の設置面積制約の大きい太
陽電池市場の獲得に貢献する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・中間評価の結果を受け、体制の見直しを行なった。特にペ

ロブスカイト太陽電池の研究者は、太陽電池デバイス評
価の知見が乏しかったため、太陽電池等のデバイスシミ
ュレーションに知見を持つ立命館大学や京都大学をチ
ームに加え、開発を加速させた。 

・成果の最大化に向けて、開発の手法を定期的かつ詳細に精
査・改善する目的で、開発項目（５項目）それぞれにつ
いて、年 2～3 回外部専門家で構成される技術検討委員
会を開催し、進捗の管理および外部の多くの知見をプロ
ジェクトに取り込み、これにより実施者の開発が加速さ
れる等の効果が得られている。 

・技術開発の成果を踏まえて、次期プロジェクトとして「高
効率太陽電池製造技術実証」を立ち上げ。 

 
●高性能・高信頼性太陽光発電の発電コスト低減技術開発 
（移動体太陽電池） 
[2015～2019 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・事業で開発した世界最高水準の高効率な太陽電池モジュ

ール（変換効率 31.17％）を活用した、電気自動車用太
陽電池パネルを製作。本パネルは、自動車のような限ら
れた設置面積において 1kW を超える定格発電電力を達
成し、走行距離や走行時刻などの利用パターン次第で
は、年間の外部電源からの充電回数をゼロにできると試
算されている。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本プロジェクトで開発した太陽電池モジュールが実用化、

販売され、当該モジュールが採用される 2025 年には発
電コスト 7 円/kWh を実現する。 

・また、「高効率太陽電池製造技術実証」においては、既に
研究レベルで高効率を実証している高効率太陽電池の
早期市場投入により、国内外の設置面積制約の大きい太
陽電池市場の獲得に貢献する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・成果の最大化に向けて、開発の手法を定期的かつ詳細に精

査・改善する目的で、開発項目（５項目）それぞれにつ
いて、年 2～3 回外部専門家で構成される技術検討委員
会を開催し、進捗の管理および外部の多くの知見をプロ
ジェクトに取り込み、これにより実施者の開発が加速さ
れる等の効果が得られている。 

 
 
 
 
【評価の根拠】 
・ペロブスカイト太陽電池大面積モ
ジュールで世界最高変換効率
16.09％を達成。 
・マネジメントにおいて、中間評価
の結果を受け、体制の見直しを行な
った。特にペロブスカイト太陽電池
の研究者は、太陽電池デバイス評価
の知見が乏しかったため、太陽電池
等のデバイスシミュレーションに知
見を持つ大学を体制に加え、開発を
加速させた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・事業で開発した世界最高水準の高
効率な太陽電池モジュール（変換効
率 31.17％）を活用した、電気自動車
用太陽電池パネルを製作し、本プロ
ジェクトで開発した太陽電池モジュ
ールが実用化、販売され、当該モジ
ュールが採用される 2025 年には発
電コスト 7 円/kWh を実現が期待さ
れる。 
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・技術開発の成果を踏まえて、次期プロジェクトとして「高
効率太陽電池製造技術実証」を立ち上げ。 

・また、太陽電池の新たな産業分野への展開として、車載用
太陽光発電に係る広報動画を制作し、さらなる導入拡大
を目指している。 

 
●水素社会構築技術開発事業 
[2014～2025 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・福島県浪江町において、世界有数の水電解装置を備えた水

素製造試験施設「福島水素エネルギー研究フィールド」
（FH2R）を整備し、太陽光発電の電力を最大限有効活
用して水素製造を行う Power to Gas の実証試験を開始
した。また、未利用資源を活用した国際間での水素サプ
ライチェーンの実証研究に取り組み、世界で初めて水素
キャリア（有機ケミカルハイドライド及び液化水素）を
用いた国際間での大量な水素の海上輸送実証試験に成
功した。 

・水素発電に関し、世界で初めて、水素ガスタービン発電設
備による市街地で水素 100％による熱電供給を達成し
た。また将来の事業用水素発電の実現に向け数百 MW 級
発電用大型ガスタービン向け燃焼器を開発した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・発電分野等における水素の利活用が抜本的に拡大。２０３

０年頃には世界に先駆け本格的な水素サプライチェー
ンを構築するとともに、エネルギー供給システムの柔軟
性を確立し、エネルギーセキュリティの確保に貢献す
る。 

・本事業で得られた成果を基に、自立的な水素の普及拡大・
社会実装を目指し、グリーンイノベーション基金事業に
おける「大規模水素サプライチェーンの構築」プロジェ
クト及び「再エネ等由来の電力を活用した水電解による
水素製造」プロジェクトを開始した。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・海外の取り組みも参考に、地域において水素製造から利用

に至る統合的な水素利活用モデル構築に向けた事業を
立ち上げ、国内外での調査・実証を開始した。また水素
そのものに対する認知拡大及び社会受容性の獲得等の
普及促進に向け、水素エネルギーに特化した Web サイ
トを構築。さらに外部機関と積極的に連携し、FH2R で
製造した水素の活用を図り、水素の PR に努めている。 

 
●再生可能エネルギーの大量導入に向けた次世代電力ネッ
トワーク安定化技術開発 
[2019～2023 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・既存系統の空き容量の中でノンファーム型接続を最大限

受け入れた場合でも、計画通りに出力制御を行い、適正
な運用を可能とする制御方式を確立した。また、制度の
議論に基づき、当初の計画になかったローカル系統も対
象範囲とし、再給電方式も追加しつつ、シンプルで効率
的なシステムを開発した。これらの成果を踏まえ実施し
た中間評価においては、【中間目標】（2021 年度末）に対
して、A 評価相当となった。 

・全国 40 カ所に設置した PMU（Phasor Measurement 
Unit）を用いて、一般送配電事業者間で時刻同期のとれ
た詳細計測データを比較・検証可能な慣性力等の常時監
視システムを構築するための基盤技術を開発するとと
もに、慣性力等が具備されている制御装置の機能検証等
を実施した。 

・2022 年度に 2021 年度終了テーマに係る事後評価を実施
し、A 評価相当を目指す。 

 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・本事業で得られた成果を踏まえ、

自立的な水素の普及拡大・社会
実装を目指し、グリーンイノベ
ーション基金事業において「大
規模水素サプライチェーンの構
築」・「再エネ等由来の電力を活
用した水電解による水素製造」
プロジェクトを立ち上げた。 

・本実証試験が、日本産業技術大賞
において内閣総理大臣賞を受
賞。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・ノンファーム型接続に向けたシス
テム開発において、基幹系統だけで
なく当初の計画になかったローカル
系統も対象範囲とし、 2022 年度か
らの系統利用ルールの見直し（再給
電方式）を考慮したシステム仕様も
追加的にとりまとめるなど、政府等
の議論に基づき開発を実施した。 
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【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・政策に基づき、2024 年度にノンファーム型接続等を実現

することで、電力系統に接続できる再エネが増加し、再
エネの大量導入に貢献できる。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・NEDO は PL 及び SPL を設置し、経済産業省や電力系統

に関連する機関とも緊密に連携し、最新の政策及び技術
動向を確認しながら、効果的なマネジメントを実施。制
度の議論に基づき、当初の計画になかったローカル系統
も対象範囲とし、再給電方式も追加しつつ、シンプルで
効率的なシステムを開発した。 

・外部有識者で構成される検討委員会を設置し、半年に１回
程度事業全体の進捗状況と今後の計画について報告し、
助言を得て進めている。この検討委員会においては、原
課である資源エネルギー庁新エネルギー課以外にも、電
力基盤整備課や電力広域的運営推進機関（OCCTO）、送
配電網協議会（2020 年までは電気業連合会）等もオブザ
ーバーとして参加し、必要に応じて助言を得ている。 

・新型コロナウイルス感染症の直接的な影響により、海外調
査について文献調査及びオンライン会議の活用により
対応している。 

・新型コロナウイルス感染症の間接的な影響である半導体
不足により、各種設備の納入に時間がかかり始めている
が、加速予算により昨年度に大物の発注は終えていたこ
とで、特に大きな遅れにはなっていない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

― さらに、エネルギー分野におけ
る新市場の創出と、国際展開の強
化による成長戦略の実現に向け、
我が国の再生可能エネルギー、蓄
電池、水素等のエネルギーシステ
ム分野の国際展開を進展させる
ため、各国の政策、規制環境等を
踏まえ、日本の優れた技術を核
に、相手国政府・企業と共同で海
外実証事業等を行う。 
加えて、他国への温室効果ガス

削減技術等の普及等の国際的な
取組を通じて、実現した温室効果
ガス排出削減・吸収を国際貢献と
して示していくとともに、我が国
の削減目標の達成にも資するよ
う二国間オフセット・クレジット
制度（ＪＣＭ）を活用していく。
具体的には我が国の優れた低炭
素技術・システムの有効性を最大
限に引き出すプロジェクトの可
能性調査や、我が国の貢献による
温室効果ガス削減効果を測定・報
告・検証（ＭＲＶ）するための手
法開発及び削減量の定量化事業
を行う。 
上記の取組に加えて、「エネル

ギー・環境イノベーション戦略」
では、削減ポテンシャル・インパ
クトが大きい有望技術として、蓄
エネルギー分野では次世代蓄電
池、水素等製造・貯蔵・利用、創
エネルギー分野では次世代太陽
光発電、次世代地熱発電が特定さ
れるとともに、ＡＩ、ビックデー
タ、ＩｏＴ等の活用によるエネル
ギーシステム統合技術の重要性

 ●エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実
証事業 
[1993～2025 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・2018 年に米国初となるレドックスフロー電池の電力卸売

市場での運用を開始。短周期の出力と長時間の電力量い
ずれの充放電要求にも対応可能なレドックスフロー電池
の特性を生かし、電力品質を維持するための調整力・予
備力を調達するためのアンシラリーサービス市場や市場
が必要とする電力を供給することを目的としたエネルギ
ー市場での取引を組み合わせ、季節・時間帯に応じて最
も収益性の高い運用手法を検証・確認した。 

・さらに、2021 年には日米初となる実配電網で蓄電池を電
源とするマイクログリッド運用を実施。レドックスフロ
ー電池を自立電源としてマイクログリッドを構築し、66
軒の需要家に電力を供給し、平常時・非常時の併用運転
（マルチユース）に成功した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・再生可能エネルギーの導入拡大とあわせて電力取引市場

の整備が進む米国において、技術の成立性に加えて実際
にビジネス環境で経済性の評価まで行うことで、レドッ
クスフロー電池の信頼性を明らかにし、事業終了から社
会実装までの期間を短縮できると期待できる。さらに早
期にマイクログリッド運用の実績を積むことで、米国に
おける災害時の電力の信頼性・確実性向上（レジリエン
シー向上）に寄与するとともに、台風等の自然災害の多
い我が国での普及可能性を高めることができる。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・米国は停電が多いことに加え、山火事、ハリケーン、洪水

等の自然災害の増加に伴うレジリエンシー向上への意識
の高まりを背景に、現地系統運用機関や電力会社等のマ
イクログリッドに対する期待も高まっていた。これを受
け NEDO は外部有識者委員会を複数回開催し、委員の助
言を踏まえて委託先がマイクログリッド運用の計画を策
定し、効果等をシミュレーションした結果、委員からも

【評価の根拠】 
・2018年に米国初となるレドックス

フロー電池の電力卸売市場での
運用を開始さらに、2021 年には
日米初となる実配電網で蓄電池
を電源とするマイクログリッド
運用を実施。レドックスフロー電
池を自立電源としてマイクログ
リッドを構築し、66 軒の需要家
に電力を供給し、平常時・非常時
の併用運転（マルチユース）に成
功した。 

・再生可能エネルギーの導入拡大と
あわせて電力取引市場の整備が進
む米国において、技術の成立性に
加えて実際にビジネス環境で経済
性の評価まで行うことで、レドッ
クスフロー電池の信頼性を明らか
にし、事業終了から社会実装まで
の期間を短縮できると期待でき
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  



43 
 

についても言及している。これら
の技術をはじめとした長期的な
視点に立った技術について、従来
の発想によらない革新的な技術
の発掘や開発に取り組む。 
これらの技術の社会実装を通

じて、政府の２０３０年の再生可
能エネルギーの導入目標達成、更
には２０５０年を見据えたさら
なる導入拡大に資する。 
 令和２年度補正予算（第３号）
において措置された交付金によ
り、風力発電導入のために未開発
海域における調査を実施する等、
ポストコロナに向けた経済構造
の転換・好循環の実現を目指す。
この事業は令和２年度の途中か
ら講じられるが、事業の終了ま
で、同年度及びそれ以降の業務実
績等報告書に実施状況を記載す
る。 

実証の意義が認められたことから、2020 年にプロジェク
トを拡充。2021 年に日米において初めてレドックスフロ
ー電池を用いたマイクログリッド運用を成功させ、現地
のニーズにいち早く対応できることを確認した。 

・新型コロナウイルス感染症拡大による渡航制限に加え、カ
リフォルニア州の外出規制により現地電力会社社員の出
勤が制限されたことで、同社と委託先の対面・オンライ
ンでの打ち合わせが設定できず、レドックスフロー電池
の運用条件の変更や、マイクログリッド実証開始に遅延
が生じた。日米双方で必要な作業やそれに要する期間を
精査し、工程の見直しや期間延長することで対応した。 

 
●風力発電等導入支援事業／洋上ウィンドファーム開発支
援事業／洋上風力発電の地域一体的開発に向けた調査研究
事業 
[2021～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・２０２０年度第３次補正予算事業として、洋上風力発電設

備の導入ポテンシャルが見込まれる未開発の海域にお
いて、風況等の実海域調査を行うとともに、地域と一体
となった海域の開拓に向けた方向性等について検討す
ることを目的として公募を行い、２０２１年５月に４テ
ーマを採択。 

・調査の手法や仕様を一般化するため、自治体や地元関係者
との調整を経て実観測の手順を整理し、順次着手した。 

・成果の中間取りまとめにむけて、関係する事業者や有識者
の意見照会を実施した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業は、欧米等で導入されている「洋上風力発電に係る

セントラル方式」の我が国への適用等を意識した調査事
業であり、洋上風力発電の導入拡大および産業競争力の
強化に貢献する。これにより 2030 年以降の洋上ウィン
ドファームの積極的な導入支援が加速される。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
'・技術委員会、技術 WG 等を随時開催し、事業の方向性の

確認およびリスクの洗い出しを実施し、テーマ間での情
報共有を促している。 

・風況等の実海域での調査事業においては国や自治体、地元
住民など立場の異なる関係者が多数存在するため、経済
産業省と十分に連携しつつ、地域の事情に応じた調整を
主体的に行なっている。 

・新型コロナウイルス感染症の蔓延により移動が制限され
る事態に直面しながらも、感染状況等に最大限配慮しつ
つ、自治体や地元住民への説明や協議を重ねることで、
本事業の位置付け及び必要性について理解の促進を図
った。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・本事業は、欧州で導入されている
洋上風力発電に係る「セントラル
方式」の我が国への適用等を意識
した調査事業であり、洋上風力産
業ビジョン（第１次）に掲げられ
た導入目標である、「2040 年までに
浮体式を含む 3,000 万 kW～4,500
万 kW の案件を形成する」に貢献す
るものである。 
 
 
 

 

【省エネルギー・環境分野】 
 「エネルギー基本計画」に基づ
き、徹底した省エネルギー社会の
実現、化石燃料の製鉄及び発電利
用にあたって環境負荷を低減し
つつ利用すること等が求められ
ている。このため、省エネルギー・
温室効果ガス排出削減に資する
技術開発、水素還元を活用するこ
とで温室効果ガス排出量を根本
的に下げるための環境調和型製
鉄プロセス技術開発及び発電効
率を大きく向上させることで発
電量当たりの温室効果ガス排出
量を抜本的に下げるための高効

【省エネルギー・環境分野】 
 省エネルギー・温室効果ガス排
出削減に資する技術開発、具体的
には環境中に排出される未利用
熱を効果的に削減（断熱、蓄熱）、
回収（熱電変換、排熱発電）、再利
用（ヒートポンプ）するための技
術開発や、鉄鋼業の製鉄プロセス
の省エネルギー・温室効果ガス排
出削減のために水素還元やフェ
ロコークスを活用する環境調和
型製鉄プロセス技術開発及び発
電効率を大きく向上させること
で発電量当たりの温室効果ガス
排出量を抜本的に下げるための

 【省エネルギー・環境分野】 
●未利用熱エネルギーの革新的活用技術研究開発 
[2015～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・熱流センサーを用いた相変化中の物質の熱流出入量の計

測技術を開発。 
・熱利用量の多い 15 業種を対象に未利用熱の排出・活用状

況に関するアンケートを実施し、全国 1273 事業所の回答
から得られた分析結果を報告書とし公表。 

・世界で初めて熱電変換材料の厚さ方向の変換性能を正確
に計測する手法を開発。 

・高い耐久性と信頼性を持つ熱電発電試験用標準参照モジ
ュールを開発。 

 
【評価の根拠】 
・吸収冷凍機については、プロジェ

クト実施期間中に実用化・製品化
を実現した。 

・排熱実態調査結果から、業種・温度
帯別・設備毎の未利用熱の排出・
活用に関する実態と、200℃未満
の排ガス熱量が未利用熱量合計
の 76％であることが判明し、国内
産業の技術開発および省エネ化
に資する重要データとなった。 
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率火力発電技術開発を推進する
とともに、化石燃料の徹底的な効
率利用を図りつつ、二酸化炭素回
収・有効利用・貯留（ＣＣＵＳ）
の実用化を目指した技術開発等
を戦略的に推進するものとする。 
 さらに、フロン対策技術、リサ
イクルシステムの構築に向けた
技術開発等の３Ｒ技術及び水循
環技術に関する技術開発・技術実
証を推進するものとする。 

高効率火力発電技術開発を推進
するとともに、化石燃料の徹底的
な効率利用を図りつつ、二酸化炭
素回収・有効利用・貯留（ＣＣＵ
Ｓ）の実用化を目指した技術開発
等を戦略的に推進する。また、革
新的な省エネルギー技術をシー
ズ発掘から事業化まで一貫して
支援を行うテーマ公募型事業等
に関する技術開発に取り組む。 
 さらに、フロン対策技術は次世
代の冷媒候補物質を冷媒として
使用した場合のリスク評価手法
の確立や実用環境下での評価を
行うことによる新たな冷媒に対
応した省エネルギー型冷凍空調
機器等の開発基盤の整備等に関
する技術開発等に取り組む。 
 廃小型家電等を製品レベル・部
品レベルで自動選別するプロセ
ス及び高効率な製錬プロセスな
どを構築するための３Ｒ技術の
技術開発等や水循環技術に関す
る技術開発・技術実証を推進する
ものとする。 
 

・小型で軽量な自然冷却型有機熱電モジュールを開発し、
100℃～120℃の低温熱源による電力での無線通信を世界
で初めて実証。 

・塗布構造吸収器を採用した車載向け小型吸収冷凍機を開
発。 

・熱機能材料の熱伝導率を手軽で高精度に計算するソフト
ウェアを開発。 

・セレン化銀を使用した室温付近で高性能を示す熱電変換
材料を開発。 

・世界最大 6.2kW の無電力熱エネルギーを輸送できるルー
プヒートパイプを開発。 

・ヒートポンプ導入効果を定量評価できる、ヒートポンプシ
ミュレーターを開発、ＷＥＢで公表し、現在約 30のユー
ザーがダウンロードし使用している。 

・熱関連材料の熱物性を容易に検索可能なデータベースシ
ステムを開発・公開。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・産業用ヒートポンプシミュレーターをＷＥＢで公開して

おり、今後は、業界団体や電化をサポートしている電力
会社、産業用ヒートポンプを扱うエンジニアリング会社
等の導入を検討している企業に使われ、工場の未利用熱
の有効活用が推進される見込み。 

・熱電変換材料の厚さ方向の変換性能を正確に計測する手
法を採用した評価装置を計測器メーカーが 2019 年 4 月
に販売開始。 

・熱関連材料の熱物性を容易に検索可能なデータベースシ
ステムを開発・公開したことで、従来熱関連材料の研究
開発において、研究開発担当者が個別の原著出典を遡る
など、各種の熱物性データの検索に時間を要していたと
いう課題を解決し、研究開発の加速に貢献する。 

・従来比２倍の未利用熱回収性能の冷凍機を実用化し、2019
年度以降ドイツ等で導入。（事業化） 

・日独の産業熱利用の状況や課題についての議論を深堀り
し、日独間での産業排熱利用に関する詳細な情報を共有
するとともに、将来的な協力可能性の模索等を目的とし
て、ドイツ連邦環境・自然保護・原子力安全省（BMU）の
委託を受けた独コンサルタント企業 ECOS と共同で「産業
排熱利用／日独エキスパートワークショップ」を開催し
た（2019 年度）。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・運営管理に当たって、効率的かつ効果的な方法を取り入れ

ることとし、次に掲げる事項を実施。  
① 研究開発項目間での連携推進 
・研究開発項目「熱電変換材料・デバイスの研究開発」にて

開発した熱電発電モジュールを、研究開発項目「熱マネ
ージメントの研究開発」の組合員へ提供し、評価を実施
した。 

② 成果の発信と社会実装に向けた取組 
・取組みや成果の広報のため、実施者による学会発表やシン

ポジウムでの講演のみならず、下記展示会への出展を行
った。 

 
・ENEX 2019 及び ENEX2022 
・第 16 回エレクトロヒートシンポジウム 
・InterAqua 2019 
・INCHEM TOKYO 2019 
 
●高温超電導実用化促進技術開発 
[2016～2020 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
ａ．高温超電導送配電技術開発  
  運輸分野への高温超電導適用基盤技術開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・いち早く世界市場に高温超電導技
術による小型３Ｔマグネットを浸透
させることができれば、これまで立
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・宮崎実験センターに敷設した１．２ｋｍの断熱管により長
距離冷却システムを構築し、初期冷却、圧力損失、熱侵
入量、温度分布を評価した。さらに約３５０ｍの断熱管
を接続し、１．５ｋｍ級の長距離冷却システムを構築し
た。１．２ｋｍと同様に初期冷却、圧力損失、熱侵入量、
温度分布を評価した。２台直列運転（タンデム運転）、サ
ブクーラ運転も行い、これらを含め、２ｋｍ以上の長距
離冷却システムの指針を示した。 

・冷却システムの状態監視については、蓄積したデータをも
とに判定基準を用いて総合的に診断する方法の検証、評
価を行い、状態監視・診断技術の健全性を確認した。 

 
ｂ．高温超電導高磁場マグネットシステム技術開発  
◆高温超電導コイルの実用化技術開発 
・１／２サイズアクティブシールド型３Ｔ高温超電導マグ

ネットの冷却・励磁特性試験を実施した。製作時の超電
導特性劣化のため、最終的な励磁は０．３Ｔに留まった
が、成体マウスの撮像には成功した。超電導の劣化を引
き起こした要因についてＦＴＡ（Fault Tree Analysis）
を用いた分析を進め、ホールボディマグネットの製作に
向けて必要な対策について検討を行った。また、小型・
軽量化を目指し、７Ｔ検証コイルの試作を行い、FTA か
ら得た対策を一部反映することで、６．５Ｔまでの励磁
に成功した。 

◆高温超電導コイルの劣化部位特定および劣化要因検討 
・コイルから素線までを統合して評価可能な磁気顕微鏡手

法を確立し、局所的な欠陥位置をピンポイントで特定し
て微細組織観察を行うことにより、樹脂離型処理不良に
起因するコイル冷却時の超電導層の劣化モードと、巻線
あるいは含浸工程における線材端部の機械的な損傷に起
因する超電導層の劣化モードを明らかにした。 

◆電源分離システムの実証、省エネ性の測定 
・電源分離システムも含めた三種の駆動用電源を製作し、ド

ライブモードにおける省エネ性を測定して比較評価し
た。また、高安定磁場０．１ｐｐｍ／ｈ以下を達成する
ための電源および電流制御方法を検討した。低温超電導
ＭＲＩマグネットを用いた磁場計測およびイメージング
試験にて評価して目途を得た後、１／２サイズアクティ
ブシールド型３Ｔ高温超電導マグネットを用いてマウス
胎児の鮮明な画像を得た。 

◆ＭＲＩ高温超電導マグネットのシステム最適化の検討 
・３Ｔホールボディ高温超電導マグネットについて、線電流

近似と免疫遺伝アルゴリズムを連携した最適化設計を実
施した。最適なマグネット形状の温度依存性の検討にも
成功し、冷凍機能力、コイル形状や必要線材長、冷却法
の変更に伴うクライオスタットとの関係を議論し、即ち
全身撮像用超電導マグネットに適用できるシステム最適
化設計法を実現した。 

◆高温超電導線材の超電導接続技術開発 
・市販高温超電導線材に対し、銀保護層の上からはんだで接

続する方法について、長尺にわたり均一に接続する技術
を開発し、接続部抵抗が接続部の面積に反比例すること
を実験的に示した。さらに高温超電導層と銀保護層の間
の抵抗を 1/10 に低減する超電導層最表面最適化技術を
開発し、接続部抵抗 6.3×10-12Ωを実証した。 

◆コイル保護・焼損対策手法の開発～永久電流モードに対す
る保護・焼損対策技術開発 

・共巻き導体による異常検出と抵抗ショート法によるホッ
トスポット抑制を組み合わせた、新しい高温超電導コイ
ルの保護方法技術を開発した。小規模コイルの実証試験
から、数値解析を通じてについて、大規模マグネットシ
ステムへも適用可能な汎用技術として確立させた。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 

ち後れていた我が国のＭＲＩの世界
シェアを拡大できる。なお、高温超
電導マグネットを用いたＭＲＩの国
内の市場規模は、２０３０年度にお
いて年間９６５億円程度見込まれ
る。 
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ａ．高温超電導送配電技術開発  
・電力ケーブルへの超電導ケーブルシステム適用では、従来

の地中ケーブルに対して送電損失を１／２程度に抑えら
れることから、例えば、１１０ｋＶ以上２７５ｋＶ以下
の地中ケーブルのうち２０％が超電導ケーブルに置き換
わり、ケーブルの年間平均利用率を５０％と仮定した場
合、年間５１ＧＷｈ省エネルギー効果が得られる見込み。 
鉄道き電線への超電導ケーブルシステム適用では、大幅
な電圧降下ロス削減、回生電力の利用により、２０３０
年度において年間６９ＧＷｈ省エネルギー効果が得られ
る見込み。加えて、電圧降下抑制により運行間隔の短縮、
変電所間隔の拡大などが図れる。なお、超電導ケーブル
を用いた鉄道き電線システムの国内の市場規模は、２０
３０年度において年間５０億円程度見込まれる。  

  
ｂ．高温超電導高磁場マグネットシステム技術開発  
・ＭＲＩ用途を主眼とした高温超電導マグネットは３０Ｋ

程度での運転を想定する。現行の低温超電導ＭＲＩマグ
ネットの温度が４．２Ｋであるため、消費電力は３０％
低減（２ｋＷ/台）となり、年間１７ＭＷｈ/台の省エネ効
果が期待できる。２０３０年度において年間６５ＧＷｈ
省エネルギー効果が得られる見込み。 また、高温超電導
ＭＲＩマグネットは、現行の低温超電導マグネットと同
一サイズでの高磁場化が可能となる。これにより、現在
広く医療現場で使用されている１．５Ｔ低温超電導ＭＲ
Ｉシステムの寿命によるシステム置き換えの際、３Ｔ高
温超電導マグネットが採用される可能性が高くなる。こ
の３Ｔ高温超電導ＭＲＩシステムが医療現場に浸透する
ことにより、現行よりも高解像度な医療画像取得が可能
になり、脳梗塞などの微小領域疾患の診断が期待できる。
さらに、高磁場ＭＲＩシステムの実現により、神経系や
細胞レベルでの診断に向けた医療情報の提供が可能にな
ることも期待されている。また、いち早く世界市場に高
温超電導技術による小型３Ｔマグネットを浸透させるこ
とができれば、これまで立ち後れていた我が国のＭＲＩ
の世界シェアを拡大できる。なお、高温超電導マグネッ
トを用いたＭＲＩの国内の市場規模は、２０３０年度に
おいて年間９６５億円程度見込まれる。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
超電導技術委員会（送配電及びＭＲＩ）を２回／年 開催し

ているが、タイミングを計り、現地で現物を見ながらの
委員会も設定。 

ａ．高温超電導送配電技術開発  
・リニア実験線の跡地を活用した超電導き電ケーブル及び

冷却システムの進捗を確認（2019 年 12 月） 
ｂ．高温超電導高磁場マグネットシステム技術開発  
・京都大学内に移設したＭＲＩ試作機及び撮像結果を確認

（2020 年 3 月） 
 
●カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発 
CO2有効利用技術開発 
[2016～2025 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・メタン合成能力 8Nm3/h のベンチプラントを建設し、技

術開発目標であるメタン濃度 96vol％以上、4500 時間の
運転を達成し、大規模実証に向けた要素技術を確立した。 

・本成果を踏まえ、後継事業として 400Nm3/h のパイロッ
ト試験に着手した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・CO2有効利用の一例として、CO2由来のメタンで天然ガスパ

イプラインの許容圧力変動幅の１割を活用して負荷変動

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・メタネーションは既存インフラ
（天然ガスパイプライン）を利用
することで早期に社会実装するこ
とが期待でき、世界的に CO2 排出
削減が求められている中で大きく
貢献することが見込まれる。メタ
ン合成能力等の数値目標について
は 2021 年 6 月に達成し、本成果
を踏まえ、後継事業の立ち上げに
つなげている。 

・進捗会議を 6 回開催すること等に
より、NEDO のプロジェクトマネ
ージャーが、実施者と密接に連携
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対応に供する場合として、１，３００億円相当の天然ガ
ス代替を獲得する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・予算原課と毎月連絡会を開催しており、各事業の進捗報告

および新規事業に関する協議を行っている。これを踏ま
えて、実用化のニーズや見通しによる優先度を判断し、
技術開発・実証の方針、プロセスについて不断の見直し
を行っている。また有識者を委員とする技術検討委員会
を開催し、専門家からの助言を踏まえてプロジェクトを
推進している。 

 
●カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発 
高効率ガスタービン技術実証事業／１，７００℃級ガスター

ビン 
[2016～2025 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・目標達成に向けた要素技術の 13 の研究開発目標をすべて

達成し、送電端効率 58％（高位発熱量基準）達成の見通
しを得た。また、今後の大風量化、高効率化、高信頼性
化に向けた要素技術開発も進め、シミュレーション技術、
実験技術、計測技術の高度化を図ることができた。 

・本技術開発を踏まえた、研究開発事業者の自主実証事業に
おいて、1700℃級ガスタービンの実証発電設備（出力
56.6 万 kW）で、2020 年 4 月までに定格条件まで運転
することに成功し、実証運転を開始した。本機種は世界
最高クラスの発電端効率 58%（高位発熱量基準）） に達
し、事業目標の効率達成の見通しを得られる成果を示し
た。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業の開発成果により、次世代火力発電に係る技術ロー

ドマップに示される日本の火力発電の高効率化に関する
目標として、２０2０年頃にＬＮＧ火力においては、超高
温（1700℃以上）ガスタービン複合発電（GTCC）商用
機として送電端効率５８％（高位発熱量基準）を達成す
る。 

・ガス価格が 10US$／mmbtu 程度において、650ＭＷの発
電設備を運用する場合（設備利用率 70%、負荷 100%）
を想定すると、送電端効率を 52%から 58%（高位発熱量
基準）に高めることにより、年間 24 億円程度の燃料代の
節約となる。 

・CO2 削減効果として、ガスタービンコンバインドサイクル
を 1500℃級ガスタービンから 1700℃級ガスタービンへ
高効率化を図ることにより、CO2 排出原単位は、0.35kg- 
CO2/kWh から 0.31kg- CO2/kwh に改善する。既存の火力
発電の 30～50％を高効率ガスタービンコンバインドサ
イクルに置き換えると、発電所から発生する CO2 発生量
の 10～17％を削減可能である。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・予算原課と毎月連絡会を開催しており、各事業の進捗報告

および新規事業に関する協議を行っている。これを踏ま
えて、実用化のニーズや見通しによる優先度を判断し、
技術開発・実証の方針、プロセスについて不断の見直し
を行った。 

・多様な技術分野にわたる開発が必要となることから、研究
開発実施者から高度な専門技術を有するプロジェクトリ
ーダー（以下、PL）を選定し、NEDO 環境部プロジェク
トマネージャー（以下、PM）が適時 PL と協議して、必
要に応じて指示・サポートする体制とした。 

・PM は、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外
の技術開発動向、政策動向、市場動向等について調査し、
技術の普及方策の分析及び検討を行った。さらに、研究

し、研究開発の進捗状況や目標達
成の見通しを常に把握することに
努めた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・2020 年 4 月 2 日に実証設備で世

界最高クラスのコンバインド定
格出力 566MW に到達。その後、
商業運転を開始。また、本技術開
発で培った技術を投入したガス
タービンを世界各地から受注し
ている。既存の火力発電の 30～
50％を高効率ガスタービンコン
バインドサイクルに置き換える
と、発電所の CO2発生量を 10～
17％削減可能となる。 

・燃焼器を変更することで、水素等
の燃料にも対応することが可能
であり、CO2発生量を大幅に削減
できる技術である。 
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開発の進捗状況を把握するため、定例報告（月間工程表、
執行管理表等）による確認の他、現地調査並びに適宜ヒ
アリングにより実施状況を確認した。 

・中間評価の指摘を踏まえ、実用化・事業化の担い手を実施
体制に組み込んだ。この他、受注活動を通して、ユーザ
ーの意見を聴取し、製品開発に反映すると共に、電気事
業者向け NEDO 火力発電技術開発成果発表会（協力：電
気事業連合会）を開催し、電気事業者へ本事業の成果を
発信した。 

 
●カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発 
石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 
[2016～2025 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・第 1 段階の実証試験では、170MW 規模の実証プラントと

しては世界最高レベルの効率となる送電端効率 40.8％
（高位発熱量基準）を達成し、実用化後の商用発電プラ
ント（1500℃級）に換算して送電端効率約 46％達成の見
通しが立った。また第 2 段階では、CO2分離・回収設備に
おける CO2回収率 90％以上、純度 99％以上の目標を達成
した。さらに第 3 段階として、燃料電池と CO2分離・回収
型 IGCC とを組み合わせた、世界初の試みとなる IGFC
システムの実証に向けた準備を完了した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力にお

いては、将来のガスタービン燃料電池複合発電（ＧＴＦ
Ｃ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱量基準）
を達成し、さらには、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、
石炭火力として送電端効率５５％（高位発熱量基準）を
達成する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・予算原課と毎月連絡会を開催しており、各事業の進捗報告

および新規事業に関する協議を行っている。これを踏ま
えて、実用化のニーズや見通しによる優先度を判断し、
技術開発・実証の方針、プロセスについて不断の見直し
を行っている。 

 
●高効率な資源循環システムを構築するためのリサイクル
技術の研究開発事業 
[2017～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・2017 年度に事業を開始し、2019 年度に中間評価におい

て、研究開発成果が評価され、最終目標を達成見込みで
ある。 

・2018 年度に集中研・ＣＥＤＥＳＴを立ち上げ、製品単位
～部品単位までの解体・選別の一連の工程での検証を一
気通貫で検証する環境を整備することで、研究開発を加
速した。 

・廃製品を処理速度 0.5 秒/製品･個以内に、非破壊で個体認
識・資源価値判定し、従来の人手による解体・選別プロ
セスの 10 倍以上の処理速度を実現するベンチスケール
システムを完成した。 

・廃部品を分離効率 80%以上で選別する性能を有し、各種
選別産物の製錬原料化を実現するベンチスケールを完成
させた。 

・隣り合った軽希土に対する分離係数 4.2 を達成し希土類元
素に対する適用の可能性を高めた。 

・動静脈情報連携システムの開発について２０２１年度に
公募・採択を行い、２０２２年度までに戦略的鉱物資源
と製品フローを考慮した廃製品リサイクルコスト評価シ
ステムの構築等を実施する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・第 1 段階の実証試験では、170MW
規模の実証プラントとしては世界
最高レベルの効率となる送電端効
率 40.8％（高位発熱量基準）を達
成し、実用化後の商用発電プラン
ト（1500℃級）に換算して送電端
効率約 46％達成の見通しが立っ
た。また第 2 段階では、CO2分離・
回収設備における CO2回収率 90％
以上、純度 99％以上の目標を達成
した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・2018 年度に集中研・ＣＥＤＥＳＴ
を立ち上げ、製品単位～部品単位
までの解体・選別の一連の工程で
の検証を一気通貫で検証する環境
を整備することで、研究開発を加
速した。 

・PL・テーマリーダーとの定例会議
の実施や、事業者による推進会議
への参加により、事業の進捗状況
の確認や当該技術分野に関する最
新動向などについて意見交換を実
施している。 
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【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・２０２５年度までに、事業により開発された、自動・自律

型リサイクルプラント(廃製品・廃部品の自動選別装置)
及び少量多品種の金属資源の高効率製錬技術(分離試薬
等)の実用化を目指す。これらのリサイクルプラント等の
普及により、２０３５年度までに、これまで国内で再資
源化されていなかった年間約１,０００億円相当の金属
資源を新たに資源化し、我が国の資源安全保障に貢献す
る。 

・環境配慮設計や再生材品質規格の作成等、資源循環の仕組
みの社会への普及に貢献する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・第１回～第４回の技術推進委員会を開催し進捗の報告を

受けるとともに、外部の有識者から事業推進に向けた意
見を伺い、効率的なマネジメントに取り組んだ。 

・PL・テーマリーダーとの定例会議の実施や、事業者によ
る推進会議への参加により、事業の進捗状況の確認や当
該技術分野に関する最新動向などについて意見交換を実
施している。また、適宜研究開発テーマごとの研究会に
参加することなどを通じ開発状況を確認、プロジェクト
全体運営へのフィードバックなどを行っている。また適
宜、経済産業省の担当課と連絡を取り合い、情報共有を
行っている。 

・事業後半で開始される項目④の動静脈連携について、事前
に委託調査を実施し、具体的な技術要素を特定し、次年
度の公募に結び付けた。 

・２０２０年度に一部中小事業者を対象に間接経費の追加
を行い、研究実施場所のシールド設置等の感染症対策に
役立てた。 

 
●「ゼロカーボン・スチール」の実現に向けた技術開発 
[2019～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・「ゼロカーボン・スチール」の実現に向けた先進高炉の概

念設計に取組む為の技術調査、シャフト炉、流動層での
水素還元、水素還元鉄の溶解・精錬技術に関わる技術調
査を実施。 

・先進高炉に関しては高炉への常温水素吹込みや高温水素
の活用による CO2排出削減効果、水素還元の拡大、高炉ガ
ス改質によるカーボンニュートラルでの活用等を検討。 

・シャフト炉、流動層に関しては技術調査を実施、劣質鉱石
や水素還元時のボトルネック課題を抽出、両プロセスの
利点、課題点を比較整理。 

・水素直接還元鉄の溶解精錬で課題となるスラグ生成量、り
ん挙動を定量的に検討。 

・製鉄所での CCUS、バイオマス利用の技術ポテンシャル調
査を実施し、製鉄排ガスの特徴、地域性を生かした CCUS
展開イメージ案などを検討。 

・既存製鉄所でのエネルギー簡易モデルを作成した上で、水
素直接還元や電気炉にも展開し、CO2排出削減やゼロカー
ボン製鉄所実現に向けた各プロセスの比較検討を実施。 

・以上の調査・検討結果を踏まえて、わが国鉄鋼業の 2050
年ゼロカーボン・スチール実現に向けた、個別技術開発
及び全体ロードマップを作成。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・２０５０年以降の出来るだけ早いうちに水素還元製鉄等

による「ゼロカーボン・スチール」の実現を目指す。 
 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・事業者が主催する定期的な進捗会議（全 3 回）に予算原課

と共にオブザーバー参加するとともに、従事日誌の内容
聴取・確認により進捗管理を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・2050 年ゼロカーボン・スチール
実現に向けて、高炉に関する個別技
術の調査を行うとともに、高温水素
の活用による CO2排出削減効果等の
カーボンニュートラルに向けた活用
を検討した。 
また、製鉄所でのエネルギー簡易

モデルを製作、水素直接還元や電気
炉にも展開し、各プロセスの比較検
討を実施等もした。 
これらを踏まえた個別技術開発と

全体ロードマップの作製を実施し、
水素還元製鉄等による「ゼロカーボ
ン・スチール」の実現に貢献。 
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・研究開発は、コロナの影響なく進めることが出来た。一方、
進捗会議は全て web 開催となった。 

 
●炭素循環型セメント製造プロセス技術開発 
[2019～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・10t/d 規模の CO2分離・回収設備の実証試験を行い、運転

時間：連続 244 時間（目標：100 時間以上）、のべ 528 時
間以上という試験目標を達成した。 

・回収した CO2の有効利用に関する実証試験において以下の
目標を達成した。 

a. 廃コンクリートへの CO2 固定化 
 76kg CO2/t-cem（目標 70kg CO2/t-cem 以上） 
b. コンクリートスラッジへの CO2 固定化技術 
 約 250kg CO2/t-cem 以上（目標 125kg CO2/t-cem 以上） 
c. 低炭素型炭酸化養生コンクリート製品 
 405 kg CO2/t-cem 削減（目標 320k CO2/t-cem 以上） 
d. 生コンクリートへの CO2 固定化技術 
 19kg CO2/t-cem 以上（目標 10kg CO2/t-cem 以上） 
・また、事業目標に対して、以下のとおり全項目を達成した。 
・研究発表：３件 
・雑誌等への掲載：8 件 
・特許出願：2020 年度 5 件、2021 年度２件＋5 件（3 月予

定） 
・今後は自主研究でデータを蓄積する。 
 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・社会実装の初期段階として、2030 年度までに、国内のセ

メント工場 30 ヶ所（2019 年 4 月時点）の 1 割に相当す
る 3 工場に開発技術の導入を目指す。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・本助成事業は、開始から２年弱の期間で大物の設備（１０

t/d CO2分離・回収設備)を設置し、実証試験するというク
リティカルな工程のため、月例報告として来年度までの
設置工事工程を提出させることで進捗管理を行ってい
る。また、事業者主催で年２回の技術推進委員会を設け、
外部有識者のコメントを随時、研究内容に反映できるよ
う計画している。 

・コロナ感染症による影響を最小化するため 6 月から 11 月
の据付工事完了まで毎月進捗打合せを行った。また、海
外 SV の入国助勢について経産省に速やかに連絡し、円
滑にマネジメントを行った。変更計画手続きにより事業
期間を 2 月末から 3 月末に延長し、事業年度内に計画通
り助成事業を完了した。 

 
●ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業 
[2018～2026 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・苫小牧港沖合の海底下 1,000m 以深へ CO2を圧入・貯留す

る検証を実施するとともに、CCS と CO2利用技術を組み
合わせた CCUS に関する研究開発に取り組み、2019 年
11 月には CO2 累計圧入量の目標値である 30 万トンを達
成した。 

・現在圧入地点周辺の海洋環境調査や弾性波探査を行い、圧
入した CO2 の分布等を把握するためのモニタリングを実
施し、国内における安全安心な CCS 技術の確立に寄与し
ている。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・ＣＣＳ・ＣＣＵ／カーボンリサイクルの実用化に重要とな

る CO2の分離・回収、輸送、貯留、利用技術の確立により、
大規模 CO2排出源に係る CO2排出削減を図ると共に、所用
コストの低減を図る。 

 
 
 
【評価の根拠】 
・CO2分離・回収設備の実証試験を
行い、目標では運転時間を 100 時間
以上としていたのに対し、目標を上
回る連続 244 時間、のべ 528 時間以
上を達成した。 
・コロナ感染症による影響を最小化
するため 6月から 11 月の据付工事
完了まで毎月進捗打合せを行った。
また、海外 SVの入国助勢について
経産省に速やかに連絡し、円滑にマ
ネジメントを行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・主な成果、アウトプット等】 
・苫小牧港沖合の海底下 1,000m 以
深へ CO2 を圧入・貯留する検証を実
施するとともに、CCS と CO2利用技
術を組み合わせた CCUS に関する
研究開発に取り組み、2019 年 11 月
には CO2 累計圧入量の目標値である
30 万トンを達成した。 
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・本事業で開発する CO2分離・回収技術によって、CO2分離・
回収コストを２，０００円／ｔ－CO2とすることで、現状
技術（化学吸収法の場合）の４，２００円／ｔ－CO2に比
べて２，２００円／ｔ－CO2の低減となる。また、長距離
かつ大量輸送が可能な CO2船舶において、輸送コスト（国
内で７００ｋｍ輸送の場合）を３，５００円／ｔ－CO2す
ることで、現在想定の６，４００円／ｔ－CO2に比べて３，
０００円／ｔ－CO2の低減を目指す。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・事業者が主催する進捗会議にオブザーバーとして参加し

て実施状況を掌握するとともに、予算原課との情報共有
と調整協議を随時実施し、技術ニーズや実用化の見通し
を踏また技術開発・実証の最適方策、新規課題に対する
適切対応を図り、プロジェクトを着実に推進させること
としている。 

 
●環境調和型プロセス技術の開発 
[2013～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
【フェロコークス／省エネ部】 
（１）フェロコークス中規模設備での製造技術実証 
・中規模設備(原料前処理設備、連続混練成形設備、および

乾留設備) を完成させ、製造能力３００トン/日を確認し
た。（評価相当Ｂ） 

（２） 一般炭、低品位原料使用時の製造技術 
・選定した一般炭２銘柄および低品位鉄鉱石１銘柄を用い

て中規模設備で成形を行い、成型物強度を確認した。 
（評価相当Ｂ） 
（３） 実高炉でのフェロコークス長期使用効果検証 
・フェロコークスを実高炉に装入するための適切な装入方

法を提示した。 
・中規模設備で製造したフェロコークスを実高炉へ、装入量

45kg/トンで連続的に装入でき、安定して操業できること
を確認した。（評価相当Ｂ） 

（４）新バインダー強度発現実証 
・製造した新規固形バインダー使用時の成型物の強度の目

標を達成した。（Ｉ型ドラム強度：ＩＤ３０/１５＞＝８
５） 

・フェロコークスのドラム強度：ＤＩ１５０/１５>=８０を
達成した。 

・新規液体バインダーの製造オプションを提示した。（既存
液体バインダー（ＳＯＰ）と同等）（評価相当Ｂ） 

（５）フェロコークス導入効果の検証 
・中規模設備で製造したフェロコークスの高温性状評価を

行い、その結果を反映させた高炉内反応シミュレーター
の試作品を完成させた。（評価相当Ｂ） 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
【フェロコークス／省エネ部】 
（１）省エネルギー効果、CO2削減効果 
・２０３０年頃までに１,５００トン／日規模の実機５基を

導入し、溶銑製造量２,０００万トン／年（４００万ｔ/年
高炉５基）に対して、省エネルギー効果量として原油換
算量で１９．４万ｋｌ／年、CO2削減量は８２万ｔ／年を
見込む。 

（２）経済効果 
・フェロコークス原料炭の一般炭への利用拡大を進めるこ

とにより、約２８０億円/年の経済効果を見込む。 
（３）海外展開 
・今後、鉄鋼需要の増加が見込まれる、インドなどを中心に

海外展開し、２０５０年までに、環境調和型プロセス技
術（フェロコークス+COURSE50）によって年間 2.5 億

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・試験高炉の操業を行い、実高炉試
験を想定した常温 COG 吹込操業条
件において安定操業が維持される
ことを確認するとともに、事前の
シミュレーションに近似した CO2
排出削減効果が確認できた。これ
らの結果により、高炉からの CO2
排出削減量 10%以上を達成する実
機適合化技術の見通しを得た。 
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トンの CO2排出削減を見込む。（日本鉄鋼連盟の公表資料
による。） 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
【フェロコークス】 
１．技術検討委員会 
・２０２１年度の技術検討委員会を 7 月１９日、3 月 23 日

に NEDO＋リモート開催した。また、11 月 26 日、実証
設備稼働状況を確認するため、福山現地開催した。 

・実証設備の稼働においてトラブルが発生しており、その対
策について論議した。（事業者の対策案で了承された。） 

・また、高炉シミュレータによる省エネ効果の試算が示され
たが、シミュレータに入力する一部、操業条件の変更や、
条件の追加が必要であることが判明した。これについて
は解決策が示されたが、より効果を高めるため 2022 年
度も検討を継続していく。 

 
【フェロコークス】 
１、フェロコークス実証設備 
・実証設備の建設時、試運転の指導員（スーパーバイザー）

を海外から予定していたが、入国できなくなったため国
内の指導員に切り替え対応した。 

２、技術検討委員会 
・２０２１年７月１９日の技術検討委員会については当初、

実証設備のある、JFE 福山での開催を計画していたが、
新型コロナウイルス感染対策として、リモートでの開催
とした。その後、11 月 26 日の技術検討委員会について
は現地開催を実現した。 

 
●戦略的省エネルギー技術革新プログラム 
[2012～2024 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・「プラント内利用のための低コスト型三相同軸超電導ケー

ブルシステムの開発」（実証開発フェーズ、助成先：昭和
電線ケーブルシステム株式会社）において、全長約２０
０ｍの三相同軸超電導ケーブルを急こう配・高低差５ｍ
が２度あり、２カ所で曲がりが入る形態で屋外民間プラ
ントに世界で初めて敷設、２０２１年１２月に通電試験
を完了。 

 
・「低温廃熱利用を目的としたハスクレイ蓄熱材及び高密度

蓄熱システムの開発」（実証開発フェーズ、助成先：高砂
熱学工業株式会社、石原産業株式会社、東京電力エナジ
ーパートナー株式会社）にて、１００℃以下の低温廃熱
を利用可能な蓄熱システムの本格実証試験実施。実証試
験により、蓄熱システム技術（蓄熱材、蓄熱槽、蓄熱・放
熱方法等）を確立し、ビジネスモデル確立に向けたシミ
ュレーション手法を構築した。さらに、本事業の成果が
「コージェネ大賞 2021 産業用部門 優秀賞」の受賞に繋
がった。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・エネルギー基本計画等の実現達成に向けた、産業、民生、

運輸の各部門における我が国の省エネルギー対策を推進
するための革新的な省エネルギー技術を開発する本事業
の取組により、省エネルギーの技術開発・普及が拡大さ
れることで、我が国におけるエネルギー消費量を２０３
０年度に原油換算で１，０００万ｋｌ削減する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・研究開発テーマをシームレスに実施するため、外部有識者

で構成されるステージゲート審査・中間評価を実施し、
開発フェーズの移行や実施期間の延長に係る可否を判断

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・プラント内利用のための低コスト
型三相同軸超電導ケーブルシステ
ムの開発」（実証開発フェーズ、助
成先：昭和電線ケーブルシステム
株式会社）において、全長約２０
０ｍの三相同軸超電導ケーブルを
急こう配・高低差５ｍが２度あり、
２カ所で曲がりが入る形態で屋外
民間プラントに世界で初めて敷
設、２０２１年１２月に通電試験
を完了 

・研究開発テーマをシームレスに実
施するため、外部有識者で構成さ
れるステージゲート審査・中間評
価を実施し、開発フェーズの移行
や実施期間の延長に係る可否を
判断している。２０２１年５月に
７件、２０２１年８月に６件実施
済み。 

・NEDO事業の新規採択事業者や中
小・ベンチャー事業者に対して
は、実施計画書に基づき研究開発
や事業化が実施されるように、日
頃より担当者が緊密に連絡をと
りつつ必要な助言等を行うなど
のサポート体制を強化するとと
もに、専門家の関与が必要な案件
については派遣を実施。 
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している。２０２１年５月に７件、２０２１年８月に６
件実施済み。 

・NEDO 事業の新規採択事業者や中小・ベンチャー事業者
に対しては、実施計画書に基づき研究開発や事業化が実
施されるように、日頃より担当者が緊密に連絡をとりつ
つ必要な助言等を行うなどのサポート体制を強化すると
ともに、専門家の関与が必要な案件については派遣を実
施。 

・複数の事業で開発遅延が発生したことに対して、当初の開
発目標達成を担保するため、評価時期・事業期間の見直
しを行い、解決した。また、対面での会議ができなくな
ることによるマネジメントの質の低下を、ｗｅｂ会議シ
ステムの活用により補った。 

 

 

 加えて、エネルギー分野におけ
る新市場の創出と、国際展開の強
化による成長戦略の実現に向け、
省エネルギー・環境分野の国際展
開を進展させるため、各国の政
策、規制環境等を踏まえ、日本の
優れた技術を核に、海外実証事業
等を強力に推進するものとする。
また、他国への温室効果ガス削減
技術等の普及等の国際的な取組
を通じて、実現した温室効果ガス
排出削減・吸収を国際貢献として
示していくとともに、我が国の削
減目標の達成にも資するよう二
国間オフセット・クレジット制度
（ＪＣＭ）を活用していく。 
 「エネルギー・環境イノベーシ
ョン戦略」においても、省エネル
ギー分野で削減ポテンシャル・イ
ンパクトが大きい有望技術とし
て、多目的超電導、革新的生産プ
ロセス、超軽量・耐熱構造材料及
び二酸化炭素固定化・有効利用技
術が特定されており、これらの技
術をはじめとした長期的な視点
に立った技術について、従来の発
想によらない革新的な技術の発
掘や開発に取り組むものとする。 

さらに、エネルギー分野におけ
る新市場の創出と、国際展開の強
化による成長戦略の実現に向け、
我が国の省エネルギー・環境分野
の国際展開を進展させるため、各
国の政策、規制環境等を踏まえ、
日本の優れた技術を核に、相手国
政府・企業と共同で海外実証事業
等を行う。 
加えて、他国への温室効果ガス

削減技術等の普及等の国際的な
取組を通じて、実現した温室効果
ガス排出削減・吸収を国際貢献と
して示していくとともに、我が国
の削減目標の達成にも資するよ
う二国間オフセット・クレジット
制度（ＪＣＭ）を活用していく。
具体的には我が国の優れた低炭
素技術・システムの有効性を最大
限に引き出すプロジェクトの可
能性調査や、我が国の貢献による
温室効果ガス削減効果を測定・報
告・検証（ＭＲＶ）するための手
法開発及び削減量の定量化事業
を行う。 
上記の取組に加えて、「エネル

ギー・環境イノベーション戦略」
においても、省エネルギー分野で
削減ポテンシャル・インパクトが
大きい有望技術として、多目的超
電導、革新的生産プロセス、超軽
量・耐熱構造材料及び二酸化炭素
固定化・有効利用技術が特定され
ており、これらの技術をはじめと
した長期的な視点に立った技術
について、従来の発想によらない
革新的な技術の発掘や開発に取
り組む。 
これらの技術の社会実装を通

じて、２０３０年の省エネルギー
目標（エネルギー需要を対策前比
１３％削減）及びフロン削減目標
（２０３６年に８５％減）等の達
成に資する。 
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【産業技術分野】 
 「未来投資戦略 2017」に基づ
き、成長の実現に向けて、ＩｏＴ、
人工知能、ロボット等の第四次産
業革命の技術革新をあらゆる産
業に取り入れ、さまざまな社会課
題を解決する Society5.0 を世界
に先駆けて実現する必要がある。
また、モノとモノ、人と機械・シ
ステム、人と技術、異なる産業に
属する企業と企業など、さまざま
なものをつなげる新たな産業シ
ステム（Connected Industries）
への変革を推進する必要がある。 

【産業技術分野】 
ＩｏＴ、人工知能、ロボット等

の第四次産業革命の技術革新に
より様々な社会課題を解決する
Society5.0を実現するとともに、
様々なものをつなげる新たな産
業 シ ス テ ム （ Connected 
Industries）への変革を推進すべ
く、以下の取組を行う。 

 【産業技術分野】 
 

   

 

 以上を踏まえ、産業技術分野に
おいては、 
・Society5.0 を世界に先駆けて
実現するため、技術革新のスピ
ード、ビジネス環境の変化等を
踏まえつつ、ビッグデータのリ
アルタイム処理、電子デバイ
ス、家電、ネットワーク／コン
ピューティングに関する課題
に係るＩｏＴ・電子・情報技術
開発、 

・我が国の産業構造の特徴を活
かし、川上、川下産業の連携、
異分野異業種の連携を図りつ
つ、革新的材料技術・ナノテク
ノロジーや希少金属代替・使用
量低減技術等の材料・ナノテク
ノロジー技術開発、 

・国立研究開発法人日本医療研
究開発機構における医療分野
を除く、ゲノム情報・制御関連
技術及び細胞機能解明・活用技
術への取組等のバイオシステ
ム及びバイオテクノロジー技
術開発、 

・これまでロボットが導入され
ていなかった分野へのロボッ
ト利用拡大に向けた新しいコ
ンセプトの産業用ロボットの
開発、ロボット技術の活用への
期待が高い災害対応ロボット
や無人システム、ロボット技術
を活用したメンテナンス用機
器の開発・導入支援等及び人工
知能を含めた次世代ロボット
技術等のロボット・ＡＩ技術開
発、 

・新しい製造システムとして、大
規模な生産設備が不要で、設備
投資とエネルギー消費を大幅
に削減できる少量多品種生産
に対応した製造システムの実
用化に向けた技術、ＩｏＴやＡ
Ｉ等を活用し、サイバー空間を
活用した新たなものづくりシ
ステムのためのネットワーク
型のデジタルプラットホーム
技術開発等のものづくり技術
開発、 

・Society5.0 を世界に先駆けて
実現するため、技術革新の変化
等を踏まえ、ビッグデータのリ
アルタイム処理、電子デバイ
ス、家電、ネットワーク／コン
ピューティングに関する課題
に対応するためのＩｏＴ・電
子・情報技術開発を行う。具体
的にはエッジ側での超低消費
電力ＡＩコンピューティング
や、新原理により高速化と低消
費電力化を両立する次世代コ
ンピューティング、光エレクト
ロニクスを用いた光電子変換
チップ内蔵基板技術等に関す
る技術開発に取り組む。 

・我が国の産業構造の特徴を活
かし、川上、川下産業の連携、
異分野異業種の連携を図りつ
つ、革新的材料技術・ナノテク
ノロジーや希少金属代替・使用
量低減技術等の材料・ナノテク
ノロジーの技術開発、具体的に
は、輸送機器の軽量化のための
構造材料の開発や、小型・高効
率モーターを実現する高性能
磁石等の開発、高度な人工知能
等の計算科学を駆使した材料
開発システム、化学品製造プロ
セス技術等に関する技術開発
に取り組む。 

・国立研究開発法人日本医療研
究開発機構における医療分野
を除く、ゲノム情報・制御関連
技術及び細胞機能解明・活用技
術への取組等のバイオシステ
ム及びバイオテクノロジーの
技術開発、具体的には植物等に
よる物質生産機能を制御・改変
し、省エネルギー・低コストな
高機能製品を生産する技術等
に関する技術開発等に取り組
む。 

・Society5.0 の実現のための中
核技術として期待されるロボ
ット技術について、ロボットの
利用拡大に向けて、新しいコン
セプトの産業用ロボット、災害
対応ロボットや無人システム、
メンテナンス用のロボットや

 ●次世代人工知能・ロボットの中核となるインテグレート技
術開発 
[2018～2023 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・「人工知能技術を用いた便利・快適で効率的なオンデマン

ド乗合型交通の実現」：MAX-SAT と呼ばれる数学的手
法を取り入れ、より効率的に配車ルートを計算する新し
いアルゴリズムの開発を完了。2021 年 7 月から 8 月ま
で横須賀で、2022 年 2 月から 3 月まで幕張新都心で行
った実証実験に組み込んで評価を進めた。幕張新都心で
の実証実験は広報も実施。 

・「サイバーフィジカルバリューチェーンの構築及びＡＩ導
入加速技術の研究開発」：ハイパーパラメータチューニ
ングを自動で行うソフトウェアがほぼ完成。早期のＯＳ
Ｓ公開を目指して整備中。 

・「ロボット技術と人工知能を活用した地方中小建設現場の
土砂運搬の自動化に関する研究開発」： これまで研究を
進めてきた要素技術の開発の統合が完了し、テストフィ
ールドでの実験を開始。２０２２年３月の国際ロボット
展にて NEDO ブースで展示。 

・「機械学習による生産支援ロボットの現場導入期間削減と
多能化」： 自律的に判断しながら扉を開けて通り抜け
て荷物を搬送するロボットの試作が完了。２０２２年３
月の国際ロボット展にて展示。 

・ 「自動機械学習による人工知能技術の導入加速に関する
研究開発」： 産総研から高難度の論文誌「The Journal 
of Artificial Intelligence Research (ＪＡＩＲ) 」に投稿
し、受理。 

・その他論文多数投稿。 
 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・【省エネ効果】本プロジェクトで開発した技術による労働

生産性向上が製造業、建築・土木、電力・ガス・通信、
介護・福祉や物流分野（目標分野）へ波及することによ
り、２０３０年時点で CO2排出量を年間約６７６万トン
削減することを目指す。 

・【市場獲得】人工知能モジュールを他に先駆けて開発し、
目標分野の人工知能関連産業の新規市場に先行者とし
て参入することで、２０３０年時点で約１７兆２０００
億円の新規市場獲得を目指す。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・研究開発状況の随時把握のために、委託先と定期的（月１

回）にコミュニケーションを実施。 
・テーマ個別にＰＬによる技術指導を実施。（2 か月に 1 回

程度） 
・テーマ間連携の 1 つとして、「レーザ加工の知能化による

製品への応用開発期間の半減と、不良品を出さないもの
づくりの実現」と「自動機械学習による人工知能技術の

【評価の根拠】 
・「人工知能技術を用いた便利・快適
で効率的なオンデマンド乗合型交通
の実現」：MAX-SAT と呼ばれる数学
的手法を取り入れ、より効率的に配
車ルートを計算する新しいアルゴリ
ズムの開発を完了。2021 年 7 月か
ら 8 月まで横須賀で、2022 年 2 月
から 3 月まで幕張新都心で行った実
証実験に組み込んで評価を進めた。 
・テーマ間連携の 1 つとして、「レー
ザ加工の知能化による製品への応用
開発期間の半減と、不良品を出さな
いものづくりの実現」と「自動機械
学習による人工知能技術の導入加速
に関する研究開発」とのテーマ間交
流を行ない、特にレーザ加工側の AI
のスキルの向上に寄与した。 
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・各分野の境界分野及び分野を
跨ぐ技術の融合領域における
技術開発、 

を重点的に推進するものとする。 

機器、人工知能を含めた次世代
技術等の開発を行う。具体的に
は、ロボット導入コストの低減
に向けたプラットフォーム、災
害状況の調査のためのロボッ
ト、インフラ維持管理のための
ロボットやセンサー（ワード紙
下線要削除）、同じ空域を飛行
する複数のドローンの運航を
管理するシステム等の開発や
実証を行う。さらに、未だ実現
していない次世代の人工知能・
ロボット技術の開発に取り組
む。 

・我が国が強みを有するものづ
くり技術について、Society5.0
の実現のための中核技術とし
て期待される人工知能技術等
との融合を目指し、新たな製造
システムとして、ＩｏＴやＡ
Ｉ、ビッグデータ等を活用し、
設備投資とエネルギー消費を
大幅に削減でき、少量多品種生
産にも対応した新たなものづ
くりシステムのためのネット
ワーク型のデジタルプラット
ホーム技術開発等を行う。具体
的には高付加価値の部品等の
製造に適した三次元積層造形
技術（高速化、高精度化、高機
能化等）の基盤的な開発や、こ
れまでにない高効率かつ高輝
度（高出力・高ビーム品質）な
レーザー技術等に関する技術
開発に取り組む。 

・各分野の境界分野及び分野を
跨ぐ技術の融合領域における技
術開発、具体的には次世代航空
機をリードするような、低コス
ト化、安全性向上等に寄与する
先進技術等に関する技術開発に
取り組む。 

導入加速に関する研究開発」とのテーマ間交流を行な
い、特にレーザ加工側の AI のスキルの向上に寄与した。 

・2020 年度採択 3 テーマについて、 ステージゲート審査会
の趣旨に沿っているかを確認する為に「ステージゲート
審査委員会前の PL による成果の事前確認」、及びステ
ージゲート審査会の議論の内容を反映しているかを確
認するために「PL によるステージゲート審査通過後の
実施計画書の確認」、を実施。 

・上記３テーマを対象にステージゲート審査委員会を実施
（２０２１年１２月）。経産省の「外部の視点を入れた審
査が必要」との意向により、 インテグレートの技術委員
４名と、他テーマの技術委員４名による審査を実行し、
３件とも通過。財務省の強い意向により現状の委託を助
成に切替えるべきかの判断も併せてお願いし、３件とも
委託を継続するのが妥当、との結論となった。 

・２０２１年度にウィンドファームの実証実験を行う予定
であった「人工知能技術の風車への社会実装に関する研
究開発」については、実験を予定していたウィンドファ
ームの所有者の協力が得られず、実証実験の実施が不可
能となった。臨時の技術推進委員会を開催し、２０２１
年９月末にてテーマを終了した。 

・アウトカム評価の一助とすべく、ＴＳＣの「豊かな未来の
価値軸」を参考に、「成果の直接・間接的な効果の評価を
おこなう事に加え、CO2 排出の算出方法の仮説を立てる
事で、プロジェクト成果の試算を行う」という内容で調
査の公募を行い、委託先を決定し調査活動を開始した
(２０２２年２月～２０２２年６月) 

・採択審査委員会、技術推進委員会及びステージゲート審査
委員会をオンラインで実施。 

・プロジェクトを開始した２０１８年度から対面により実
施してきた 全テーマ合同のワークショップを２０２０
年度は緊急事態宣言の発令に伴い中止したが、オンライ
ン開催の環境が整備されたことにより 2021 年 6 月にオ
ンラインで無事開催した。 

・委託先との進捗会議も原則オンラインで実施。コロナウイ
ルスの動向が落ち着いている状況では、万全の対策をと
ったうえで F2F のミーティングも実施。 

・２０２０年度に横須賀と横浜で行う予定となっていたが、
２０２１年度に繰り越した「人工知能技術を用いた便
利・快適で効率的なオンデマンド乗合型交通の実現」テ
ーマの実証実験に関し、横須賀は予定通り、横浜につい
ては調整の結果実証場所を幕張に変更し、実施した。 

 
●人工知能技術適用によるスマート社会の実現 
[2018～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・人流解析技術を開発し GPS を用いて全国規模で人の位置

情報に新型コロナウイルスなどの感染の伝播モデルを
適用することで、感染がどのように広がり、いつ頃感染
が収まるかなどをシミュレーションにより予測し、全国
地図にその結果を重ね合わせ可視化した。500 万人規模
の実データを用いた解析は類を見ない。内閣府における
第 7 回新型コロナウイルス感染症対策分科会(2020 年 8
月 24 日）で、西村経済再生担当大臣からトライアルの
取組を紹介。研究開発を進め、成果が内閣官房の
COVID-19 AI・シミュレーションプロジェクトでも活用
された(2020 年 9 月 29 日～2021 年 1 月 27 日)。 

・2020 年～2021 年に岡山県で実施した「人口知能（AI）を
活用した交通信号制御の実証実験」において交差点に設
置するセンサー数を大幅に削減できることを検証した。
この成果に基づき 2024 年度以降に全国交通管制システ
ム AI 技術を導入することを目指し、具体的な仕様検討
が進められることとなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・渋滞の状況を把握するためには多

くのセンサーが必要であった
が、AI を活用することで、セン
サーの数を半減させても、正確
な信号制御できることが可能と
なった。 

・導入されれば、年間、約 5,500t- CO2
／年の CO2 削減に貢献（全国約
20 万カ所の交差点で 20％の時
間短縮した場合）。 
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・また 2022 年 3 月には静岡県にて AI 技術の活用による低
コストで高度な交通信号技術の確立を目指した実証実
験を開始した。 

・現状の信号機に比べて 15～20％程度の平均旅行時間短縮
による時間便益の向上と CO2 削減への貢献が期待され
る。 

・仮に、全国約 20 万カ所の交差点について 20％の時間を短
縮できた場合、時間便益は約 5 兆 5,200 億円／年、CO2
削減量は約 5,500t- CO2／年に相当する成果となる。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・人工知能技術を他に先駆けて開発し、人工知能関連産業の

新規市場に先行者として参入することで、２０３０年時
点における物流、運輸、介護・健康・福祉、観光、農林
水産及び卸売・小売等で分野の人工知能関連産業の新規
市場約３８兆７,０００億円の獲得をめざす。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・２０２０年度に実施した中間評価の結果から、２０２１年

度は「『呼び水』視点を踏まえた出口戦略の具体化・詳細
化」を目指してテーマ別チェックポイント（１１回）を
実施しＰＬと指導を実施した。 

・前年度推進委員会にて１年契約とした３テーマ「３D マッ
プ」、「スマートフードチェーン」、「製剤処方」について
重点テーマとして個別のチェックポイントを実施し研
究内容、方針に関する指導を行いながら出口戦略に向け
た計画の策定を支援した。それにより３件共に２２年度
継続の判断を行った。  

・外部有識者を交えたテーマ検討会を７月～１０月に実施
（テーマ別に１１回）、年末にテーマ推進委員会を行い
研究進捗報告及び次年度予算策定に向けた評価を実施
し、フィードバックコメント、アクションアイテムを提
示し継続的な指導につなげている。 

・またＮＥＤＯ側のマネジメント強化としてＰＲ動画作成
によるＰＲマッチングのためのツールを提供。YouTube 
NEDO チャンネルで公開した。 

・実用化・事業化を担う機関(実証・ユーザー企業、サービス
の担い手)との連携、テーマ間連携を含む技術の横展開、
社会貢献といった案件をターゲットにＰＪ内加速予算
の充当を４月及び９月に募集を行った。ネットワーク経
由での現場や、海外との連携強化、２０２２年度実証実
験に向けた準備計画の前倒しを行なった。 

【加速案件事例】 
・技術普及のための計画業務作業性改善（スマートフードチ

ェーン） 
・レポート画面提供用オンラインサービス機能の開発（脳卒

中予防） 
・クラウド解析機能追加による遠隔サービスによる対象地

域拡大 他 
 
●ロボット・ドローンが活躍する省エネルギー社会の実現プ
ロジェクト 
[2017～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・リモートＩＤに必要となる技術的な事項について検討・決

定を行う場として、政府内に設置されたリモートＩＤ実
装ＷＧや業界団体 JUAV リモート ID 技術基準 WG に
対し、DRESS プロジェクトで取り組んでいる R－ID の
研究開発成果等の情報提供、意見交換を通して、リモー
ト ID 制度・運用設計やデバイス等の開発・製造技術や
技術基準の策定に貢献。２０２１／６にリモート ID の
技術基準案が官民協議会でだされた、Bluetooth5.0 を搭
載した通信制御基板を約１／４まで小型化し、ドローン
への実装可能なデバイスを開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・国内最大規模での運航管理システ
ムに同時接続した飛行実証を実施、
世界初非協調型でのヘリ・無人機相
対速度２００ｋｍ／ｈでの衝突回避
実証を実施。 
・ISO/TC20/SC16 に対し、Collision 
Avoidance（衝突回避）に関する標準
化提案を推進。ISO への提案体制を
強固にするため、デジュール対応の
項目を継続実施し、適時の情報収集、
情報発信などを実施。 
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・ISO/TC20/SC16 に対し、Collision Avoidance（衝突回避）
に関する標準化提案を推進。2019 年 11 月から AdHoc
会議（小委員会）の設立の承認以降、委員会活動に参画。
２０２０年１１月に総会でのＮＰの予定だったが議論
踏まえ、①ConOps への衝突回避の概念組み込み、②衝
突回避センサユニット、③UTM 機能構造に組み込みと
アイテムは３つに分かれた。本事業における ISO 提案
の状況等は、２０２１年３月時点で①情報提供機能デー
タモデルが IS、②UTM 機能構造は DIS 段階、③衝突回
避 ConOps は DIS 登録、④衝突回避センサーユニット
は２０２２．１からＮＰ投票開始 

・飛行実証として、運航管理システムの地域実証（１３地域、
同時実証他）、FIMS 機能拡張実証（１２月）、非協調型
衝突回避実証（１２月ほか）、ヘリ等の有人機の位置識
別・ドローンとの空域共有実証などを実施。 

・国内最大規模での運航管理システムに同時接続した飛行
実証を実施、世界初非協調型でのヘリ・無人機相対速度
２００ｋｍ／ｈでの衝突回避実証を実施、 

・無人航空機を対象としたサイバーセキュリティガイドラ
インを策定・プレスリリースを実施。 

・空飛ぶクルマの先導調査研究として、国内での発展を踏ま
え、成熟度レベルを設定し、技術ロードマップを策定・
公表。事業計画を策定に必要な標準化・制度動向につい
て整理を行い、新規参入意向のある企業等へも波及する
ように、標準化連絡会、成果報告会などで情報の提供や
業界の理解醸成のために実施した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本プロジェクトの成果の普及により、配送や整備、点検作

業を無人航空機やロボットで置き換えた場合、２０３０
年に物流分野では約８．６万トン、インフラ点検分野で
は従来の１０%が置き換わるとして、約３０万トンのCO2
排出削減が見込まれる。また、ターゲットとする分野の
市場としてのポテンシャルは、２０３０年には約８，０
００億円と推測され、研究開発の成果は早期の市場拡大
とそれに伴う日本企業による更なる海外市場参入に寄
与する。 

 
・左記、アウトプットに記載をしているとおり、ISO への提

案等を積極的に実施している状況。 
・リモートＩＤ等については、開発や開発に当たって収集し

た情報を政府に提供、議論に参加し、関連技術基準に反
映。 

・ドローンに係る航空審査要領に対応した、評価手法として
の原案の策定を実施中。航空局の検討状況に合わせて、
２０２２年度まで検討を継続。 

・官民協議会との連携により、２０２１年度以降のドローン
による物流実現に技術的側面から貢献。 

・福島県、南相馬市との協力協定をベースに、福島イノベー
ションコースト構想の推進に貢献。 

・運航管理システムの地域実証を主導した、ＫＤＤＩ社がよ
りビジネスを推進するため、ＫＤＤＩスマートドローン
社を２０２２年初旬に設立 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・技術委員会等で進捗を確認し、進捗評価等を行った。また、

政府要請、ISO 対応等を図るため、技術委員会に諮りな
がら加速対応を行った。 

・政府の官民協議会等に参加し、政府ロードマップに合わせ
て、研究開発・開発成果等の提供等を図ること、及びき
め細かい国交省はじめとした省庁への情報提供、視察の
設定などにより、制度整備及び検討などに貢献した。 

・ISO への提案体制を強固にするため、デジュール対応の項
目を継続実施し、適時の情報収集、情報発信などを実施。 
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・経済産業省をハブとして、関係省庁との連携を諮ってお
り、適時、飛行試験等の政府視察会等を実施。 

・運行管理システムの地域実証を行うに当たって、先行地域
実証を行い、住民説明会、プレス説明会を同時に行うな
ど、単なる研究開発だけでなく、社会受容性の向上など
にも取り組んだ。 

・ドローンの社会受容性向上、分かりやすい成果発信、南相
馬市との連携協定の履行等のために、前年度に作成した
小中学生向けの動画を活用したクイズなどを展示会や、
ＮＥＤＯトップページでのバナー掲載など実施。 

・実施者との綿密なコミュニケーション、実施者の計画への
反映により、概ね計画どおり進捗。 

・性能評価手法等開発のための試験については、密を避ける
ため、最低限の実施者で行い、YouTube の限定公開など
によって、試験の様子を中継するなどの工夫を実施。 

・飛行試験等の実証試験時の感染対策、運航管理システムの
地域実証の実証試験の人数制限・事前 PCR 検査徹底な
どが生じたが、対策徹底などにより、順調に期間内に実
証を終えることができた。 

・出展イベントは影響を受けたが、６月開催の JapanDrone
展（開催地：幕張メッセ），１１月開催のロボット・航空
宇宙フェスタふくしま２０２１（開催地：ビックパレッ
トふくしま）は、リモート展示（展示ブースと実施者を
リモートで接続）、ブース内の３密対策、QR コードによ
る資料共有、ブース来場者のバーコード読み取り等実
施。実施者と WebEX で Wi－Fi 接続を行いリアルタイ
ムで来場者とのコミュニケーションを実施 

・国際標準化の推進（デファクト・スタンダード）において、
２０２０年度に実施を予定していた World robot 
summit が２０２１年度に延期されたことに伴い、競技
種目及び競技ルールに沿ったプラットフォームの検討
を行い、２０２１年度に予定する大会で活用するプラッ
トフォームの準備を行った。 

 
 
●超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開

発 
[2013～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・高速・高密度実装を実現する実装技術として、通信波長帯

の光信号を低損失で伝送できる光 IC・光ファイバー間
の 3 次元光配線技術を世界で初めて開発した。 

・並列分散システムの研究開発において、世界で初めて、波
長多重や波長ルーティングなどの光接続技術を用いて、
全サーバボード間を結合した光電子融合ラック型サー
バシステムを開発した。電気スイッチを介した従来のデ
ータ伝送方式と比べ、 計算速度を最大 48 倍高速化し、
従来システムに比べて電力量の 98％以上の削減の効果
が得られることを実証した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・近年の IoT や AI の進展により、爆発的に増加しているデ

ータ伝送量の増加にともなう膨大な情報処理を高速・省
エネルギーで処理することを要求されるサーバ、データ
センタ、ネットワーク機器等に本事業で開発される光接
続技術を適用し普及させることにより、2030 年のグロ
ーバルな市場創出効果を 1.26 兆円と期待。CO2削減効果
は 2030 年で約 1,500 万トン／年を目指す。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・新型コロナウイルス感染症の影響を考慮して、オンライン

でマネジメント委員会（PL を交えたプロジェクト内の
進捗会議）を開催し、進捗や課題を確認し、適時フォロ
ーアップを実施。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・高速・高密度実装を実現する実装
技術として、通信波長帯の光信号を
低損失で伝送できる光 IC・光ファイ
バー間の 3 次元光配線技術を世界で
初めて開発した。 
・新型コロナウイルス感染症の影響
を考慮して、オンラインでマネジメ
ント委員会（PL を交えたプロジェク
ト内の進捗会議）を開催し、進捗や
課題を確認し、適時フォローアップ
を実施。 
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・最終年度は、実用化・事業化に向けたマネジメントとして、
成果を持ち帰る各企業の事業責任者を交えて事業化ヒ
アリングを実施し、事業化へ向けた意見交換を行った。
また、サイトビジットや、展示会のイベント実施のたび
に、現場の担当者と事業化や実用化に向けた取り組みを
議論する場を設けて、事業終了後の成果の活用について
の意見交換と事業化への意識付けを行った。 

・事業終了に向けて、研究開発資産の処分、事後評価の計画
と方針検討を早期に着手し、計画立案した。また、最終
成果成果報告会を開催して成果を広く PR した。 

・新型コロナウイルス感染症の影響により、2020 年度に試
作開発用の部品の納入が年度内に、発注業者で調達が不
可となり、予算の後ろ倒しなどの対応を行い対処した。
最終的には、プロジェクト全体の進捗に影響なし。 

 
●高輝度・高効率次世代レーザー技術開発 
[2016～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・各種レーザー光源およびレーザー加工機の開発を進め、ほ

ぼ全てのテーマで 2018 年度の中間目標を達成し、レー
ザー光源の開発では深紫外ピコ秒パルスレーザーや高
強度パルスレーザー、青色半導体レーザーの各テーマに
おいて、世界トップの出力達成など成果が得られた。 

・レーザー加工プラットフォームのユーザー利用を開始し、
データベースの構築を実施。 

・本事業で得られた研究成果の社会実装を目的としてコン
ソーシアムを設立し、レーザー加工プラットフォームの
構築に取り組んだ。事業参画者がメンバーとなって発足
したコンソーシアムは、現在、事業外部から幅広い分野
の企業・大学等が参画しており、2022 年 2 月現在 95 法
人 98 グループが参加している。事業やユーザーテスト
で得られた加工データおよび知財を活用した社会実装
に向けて活動している。 

・波長 266nm の深紫外ピコ秒レーザーの高出力化に取り組
み、世界最高出力 50W の発振に成功。高い波長変換効
率を実現する技術により、深紫外レーザーの課題であっ
た出力低下を抑制。 

・高出力青色ダイレクトダイオードレーザの波長合成技術
を開発。ビーム品質を保ちながらレーザ光源数を増やし
て高出力化する事が可能に。今後自動車産業などで需要
拡大が見込まれるファインプロセスの実現への貢献が
期待される。 

・世界最高級出力の深紫外ピコ秒パルスレーザー発振器を
開発。高出力を実現することにより、生産性と高品位加工
性を両立できるレーザー加工のツールとして、電子部品、
電気自動車、航空・宇宙などの産業で、部品および素材加
工に活用されることが期待される。 

・高輝度青色半導体レーザーによる、銅の精密加工速度向上
を達成した。細菌・ウイルスリスク低減に効果のある銅
を部材表面などにコーティングできることから、広いユ
ーザーへの訴求につながった。 

・プロジェクトで開発された最先端のレーザー光源や加工
機を集約し、各装置が持つ加工品質の計測・評価技術や
データベースといった共通基盤技術を組み合わせるこ
とで、レーザー加工の課題解決に寄与するプラットフォ
ーム「柏 II プラットフォーム」を構築。 

・将来の超スマート社会を実現する光源として期待される、
短パルスかつ高出力で動作可能なフォトニック結晶レ
ーザーの開発に成功。超微細加工や高精度光センシン
グ、バイオイメージングといった幅広い用途に応用が可
能。 

・パルスエネルギーをLD励起では世界最高出力の 250J（ジ
ュール）とした産業用パルスレーザー装置を開発。レー
ザー媒質に光エネルギーを蓄える能力の向上や、ビーム

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・本事業で得られた研究成果の社会
実装を目的としてコンソーシアムを
設立し、レーザー加工プラットフォ
ームの構築に取り組んだ。現在、事
業外部から幅広い分野の企業・大学
等が参画しており、2022 年 2 月現
在 95 法人 98グループが参加してい
る。 
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の高品質化などにより、従来の産業用パルスレーザー装
置と比べ同程度のサイズながら 2 倍以上のエネルギー
増幅能力を実現した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・レーザー加工システムの世界市場は加速的に伸びており、

予測では 2030 年には 2 兆円規模となることが見込まれ
ている。プロジェクトで開発するレーザー光源及びレー
ザー加工機の社会実装を進めることにより、2030 年に
655 万 t／年の CO2 削減、及びレーザー加工システムの
国内メーカによるシェア 35%の獲得を目指す。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・プロジェクト中間及び終了時に展示会へ出展し、サンプル

など実物展示を行うことでプロジェクト成果を広く発
信し、ユーザー候補の獲得につなげた。 

・2018 年度の中間評価を受け、成果の社会実装をさらに加
速するため、追加公募、ステージゲートを行い 4 つのテ
ーマをテストユースを目指す項目グループに再編する
とともに、2 つの新規テーマによる研究開発を開始し、
産業応用に向けた体制の最適化を行った。 

・早期の市場参入による顧客獲得のため、技術の切り出しに
より、実用化、事業化可能なテーマについては積極的な
製品化を推進した。 

・進捗状況や課題について共有するため、外部有識者からな
るアドバイザリー委員会や実施者間での情報共有の場
として推進会議を開催した。 

・プロジェクト成果を対外的に発信するため、「高輝度・高
効率次世代レーザー技術開発 成果報告会」を開催。開催
にあたり、より広く情報を発信するため、日刊工業新聞
社主催のモノづくり日本会議と共催で開催した。 

・また、プロジェクト成果をまとめた動画を 6 本作成。
YouTube Channel 上で公開した。 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、一部期間研
究開発が滞らざるをえなかったが、進捗状況と研究開発
体制の状況を定期的に共有することで、研究開発進捗へ
の影響を最小限にし、最終目標達成へ向けて開発を推進
した。 

・事業参画者がメンバーとなって発足したコンソーシアム
は、プロジェクトで開発した成果を集結し、ユーザーテ
スト実施を開始した。 

・最終年度に、年度内いっぱいまで研究開発期間を延長する
ことで遅延分の研究開発期間を確保。また、加速予算を
付与することにより、研究開発期間を短縮した。 

 
●高効率・高速処理を可能とする AI チップ・次世代コンピ
ューティングの技術開発 
[2016～2027 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・AIエッジコンピューティングに関する研究開発において、

エッジデバイスでの高度 AI 処理を実現させる技術とし
て、AI エッジ LSI を試作し、AI 認識処理と画像処理に
おいて、汎用 GPU と比較して 10 倍以上の電力効率、
リアルタイムSLAMの自己位置推定処理時間をCPUと
比較して 1/20 の短縮を達成するなど世界最先端のスペ
ックを実現する技術や、ディープニューラルネットワー
クの高精度モデルに対して認識精度の劣化を 1.7%に抑
制しながら 16 分の 1 に圧縮する技術の実現など、エッ
ジ領域におけるエネルギー消費効率 10 倍以上を達成す
る技術の開発を推進している。研究成果等（ディープラ
ーニングモデルの新たな軽量化技術を開発、AI の深層
学習用ニューラルネットワークモデル向け自動圧縮・実
装ツールを開発、AI エッジ LSI で AI 認識・画像処理効
率 10 倍、SLAM 時間 1／20 を達成、AI に最適な量子

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・スムーズに研究開発が進んでいた

ため、NEDO のマネジメントと
して、予算の「加速」を実施し、
成果の早期の社会実装実現に向
けた事業者独自の取組へと移行
した。 
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化値を割り当てる低ビット量子化技術を開発、スマホや
ロボットなどで高効率な AI 処理を行うプロセッサーア
ーキテクチャーを開発、「オープンコミュニティ 
powered by TRASIO」を設立）に関するプレスリリース
を 6 件実施。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・想定する社会実装先（自動運転、産業機械、医療・福祉等）

での AI 関連ハードウェア世界市場において、研究開発
成果の一部が市場に出る 2032 年に約 9,300 億円、さら
に成果の普及が加速する 2037 年に約 1.7 兆円の市場
獲得し、それに付随するソフトウェア及びサービス等に
より更なる波及効果の創出を目指す。 

・さらに、エッジやクラウド等の省電力化を実現し、2037 
年において約 3,275 万 t／年の CO2削減を目指す。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・技術推進委員会を実施し、研究開発内容・予算について、

必要に応じて変更を実施。 
・最終年度に向けた成果最大化を図るため、PL サイトビジ

ットを実施。コロナ禍のためオンラインで実施したが、
オンラインの利点を活かし、技術推進委員も参加。 

・研究開発項目②の研究開発項目を、研究開発状況に応じて
「量子関連コンピューティング」「脳型等データ処理高
度化関連技術」「光コンピューティング関連技術」に整理
した。量子関連コンピューティングについては実証研究
を進めるプレイヤーとして、日立製作所を再委託先に加
え、CMOS アニーリング技術を活用したソフトウェア
の実証を進めるト共に、脳型等データ処理高度化関連技
術、光コンピューティング関連技術については、先導研
究の結果を用いた追加公募を実施し、研究開発体制の拡
充を行った。 

・マネジメントに活用する指標となる技術動向、市場動向に
関する情報を得るべく調査事業を開始した。 

・課題検討委員会を実施し、先導調査研究における成果及び
成果より抽出された課題について評価・検討を行った。 

・新型コロナウイルス感染症の影響に早期に対応するため、
事業者に対して定期的なヒアリングを実施し、研究計画
の柔軟な変更、および必要に応じた予算の加速等を実
施。 

・採択審査委員会や技術推進委員会、PL サイトビジットを
WEB ミーティング形式で開催する等、コロナ禍におい
ても直接的な接触を避けつつ、最大限マネジメントを実
施できる環境構築を行った。 

 
●AI チップ開発加速のためのイノベーション推進事業 
[2018～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・研究開発項目①：AI チップに関するアイデアの実用化開

発（助成事業）おいては、計五回の公募を行い、計 18 事
業者（1 回目：5 事業者、2 回目：5 事業者、3 回目：3
事業者、4 回目：3 事業者、5 回目：2 事業者）採択、AI
チップ関連の研究開発を実施、内 15 事業者（内 2 事業
者は事業化前倒しのため 1 年目で終了、残り 13 事業者
が 2 年目へ）がステージゲートを通過した。9 事業者が
計画通り終了し、4 事業者が 2 年目を継続中。 

 
・研究開発項目②：AI チップ開発を加速する共通基盤技術

開発（委託事業）においては、日本の AI チップ開発加
速を目的として AI チップ設計拠点の整備を進め、大規
模 LSI 向けエミュレータや EDA ツール、IP 等を導入
し 2019 年 10 月に試行運用を開始した（併せてプレス
発表実施）。引き続き拠点の整備を進め、外部利用者とし
て 2022 年 3 月末時点までの累計で 60 件となり、最終

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・日本の AI チップ開発加速を目的
として AI チップ設計拠点の整備を
進め、大規模 LSI 向けエミュレータ
や EDA ツール、IP 等を導入し 2019
年 10 月に試行運用を開始した。 
・NEDO のマネジメントとして、新
型コロナ等の影響に端を発した半導
体関連材料等の需給逼迫による研究
開発スケジュールへの影響を最小限
にするため事業内流用含む計 3 回の
加速資金を投入し、計画の前倒しを
図った。 
本評価プラットフォームを使うこと
により、短期間（従来比 45％以下）
に低コストで設計と評価が可能とな
る。 
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目標である 15 件を大幅に超えた。また、開発を進める
AI チップ向け IP の評価プラットフォームの実証のた
め、外部協力者の IP6個を搭載した評価チップ（AI-One）
においては、2022 年 1 月初めに評価ボード入手し、評
価を開始、現時点問題は無く、目標通り外部協力者の IP
評価が出来るレベルを確保できた（プレス発表を 2021
年 5 月と 2022 年 3 月に実施した）。現在設計技術の更
なる高度化のため AI-One をベースとした 12nm 版の
AI-Two を開発を現在進めている。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・２０３２年のエッジ向けAI チップの世界市場で約７５０

億円の市場獲得を目指す。 
・なお、研究開発項目①については２０２３年以降順次技術

の実用化率５０%以上を目指す。 
 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・研究開発項目①：AI チップに関するアイディアの実用化

開発（助成事業）においては、全採択者のサイトビジッ
トを PL と共に実施。進捗の確認と共にステージゲート
審査や事業終了に向けたフォローを行った。また、ステ
ージゲート委員からの改善コメントへの対応や新型コ
ロナウイルスの影響対策のため、計画変更や期間延長、
交付金額の変更等を随時実施し、成果最大化を目指させ
た。 

 
・研究開発項目②：AI チップ開発を加速する共通基盤技術

開発（委託事業）においては、事業内流用含む加速資金
を投入し、拠点の設備の増強や整備の前倒し、また、現
在進めている AI チップ関連 IP の評価環境を提供する
SoC プラットフォームの評価チップ AI-One、AI-Two の
スケジュールの前倒しを実施した。また、進捗の確認、
問題点に対する議論を進めるため、毎月実施者と
NEDO、PL で定例会を開催し、実施者との問題意識の
共通化を図った。 

・研究開発項目①及び②の連携を図るとともに、人材育成も
併行的に行うため、毎月一回の頻度でフォーラムを開
催、2022 年 3 月末時点 33 回開催した。 

 
●Connected Industries 推進のための協調領域データ共有・
AI システム開発促進事業 
[2019～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
【当初予算事業の内容】 
・業界横断型 AI システムの開発（研究開発項目①）及び業

界共用データ基盤の開発（研究開発項目②）について、合
計 23 テーマを実施。 

・業界横断型 AI システムは、学習用データの収集や AI モ
デル開発の段階を完了し、AI システムの本格開発および
ユーザー評価の段階へ移行。また、業界共用データ基盤
は、システムの要件定義やプロトタイプ開発を完了し、シ
ステムの本格開発や外部連携の段階に移行。 

・成果の一例として、（株）MaaS Tech Japan は、交通デー
タと人流データを組み合わせ、混雑情報の可視化・分析・
予測を可能とするダッシュボードを 2021 年 4 月 22 日～
5 月 31 日まで試験公開し、駅周辺の混雑予測情報などを
提供した結果、利用者が「混雑を避ける・軽減する移動」
へと行動を変容される効果が期待できることを確認し
た。 

・新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の症例報告に特
化した検索エンジンを開発し、「日本医師会 COVID-19 有
識者会議」のウェブサイトへ 2020 年 5 月 3 日に公開。症
例の文脈をたどり、生じたイベントの時系列と、医学用語
の関係を図示することで、COVID-19 症例の可視化と、簡

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）の症例報告に特化し
た検索エンジンを開発し、「日本医師
会 COVID-19 有識者会議」のウェブ
サイトへ 2020 年 5 月 3 日に公開。
症例の文脈をたどり、生じたイベン
トの時系列と、医学用語の関係を図
示することで、COVID-19 症例の可
視化と、簡単な分析を可能とした。
また、日本内科学会ホームページに
も公開され、10 万の内科学会会員向
けに無料で公開され、内科の診療支
援に役立てられた。 
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単な分析を可能とした。また、日本内科学会ホームページ
にも公開され、10 万の内科学会会員向けに無料で公開さ
れ、内科の診療支援に役立てられた。 

・新型コロナウイルス感染症の世界的流行により製造サプ
ライチェーンの寸断リスクが増大する中、サプライチェ
ーンの迅速・柔軟な組換えを可能とする事業体制の構築
に向け、サプライチェーン間でシームレスなデータ連携
を可能とするデジタル技術の開発を実施（10 テーマ）。先
進的な取組として、2021 年度版ものづくり白書にて 4 テ
ーマが紹介された。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・研究開発成果の普及が本格的に加速する 2026 年に AI 

SaaS の世界市場において、約 3,000 億円の市場を獲得す
る。 

・AI 関連産業において、グローバルに活躍する日本発のユ
ニコーン企業又はこれと同等の成長性が期待される新規
上場企業を、2026 年までに 5 社以上創出する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・新型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、公募や採択審

査のプロセスを全てオンラインで実施した。 
・開発が進捗した時点で、開発成果の社会受容性についてユ

ーザーからの評価を受けるユーザビリティ評価を実施
し、開発計画に反映した。 

・プロジェクト成果の最大化や加速に繋げる取組として、プ
ロジェクトの各実施テーマにメンターを派遣し（対象 3
社、計 13 回）、各実施者の事業終了後の企業化計画のブ
ラッシュアップや、海外展開に向けた計画の具体化・ネッ
トワーク強化に貢献した。 

・事業終了後の展開を促進する支援施策として、政府系金融
機関である政策投資銀行へ橋渡し（対象 6 社）。融資に向
けた継続的な関係構築や事業化ストーリーのブラッシュ
アップ等を実施した。 

・2019 年度末、2020 年度末、2021 年 8 月にステージゲー
ト評価を行い、事業の加速・縮小や早期終了も含めた柔軟
なマネジメントを実施した。 

・開発成果の高度化や成果活用先の拡大を目的とした実施
者との協議を行い、2021 年 9 月までに計画変更や加速資
金の投入を 10 テーマに対して実施した。なお、2020 年 3
月頃には、COVID-19 に係る社会情勢を踏まえ、開発中の
症例検索エンジンを COVID-19 でも適用できないかにつ
いて検討し、機動的に加速資金を投入した。 

・コロナの影響によりデータ収集を予定している工事現場
の協力を計画通りに得られず、データ収集の実施を延期
せざるを得なくなった等、計画の遅延が生じた。 

・計画の遅延に対応するため、事業の実施手順や実施方法の
見直し等の検討を行い、2021 年度末までには事業目的が
達成されるよう、実施計画の見直しを実施した。 

 
●革新的新構造材料等研究開発 
[2014～2022 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・2018 年からの後半の課題は、2014 年から 2017 年までプ

ロジェクトにて開発した各種構造材料、接合技術の有効
性や構造最適化も含めた構造体としての軽量化効果を明
確にするために、軽量構造設計ツールの開発を検討し、マ
ルチマテリアル車体設計技術としてレベルセット法によ
るトポロジー最適化手法を適用した。 

・また近年注目されているライフサイクルアセスメント
（LCA）について、将来社会を見据えた材料代替効果を定
量的に求めるために、材料の物質フローやリサイクル性
なども加味し、時間的・空間的に拡張した材料のライフサ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・本事業の前半で革新材料の開発を

終え、後半はその革新材料を用
いたマルチマテリアル化の基盤
構築に着手。 

・本事業終了後も成果を散逸しない
ように、世界有数の構造部材の
研究拠点が連携して活動を継続
する仕組みも構築。 
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イクル全体を評価できる評価手法の構築、ツールの作成
を行った。 

・評価技術としては、産業利用を指向した世界初の小型加速
器駆動中性子源(AISTANS）の建設と小型装置ネットワー
クによる中性子の新しい利用形態の構築を図った。 

・難燃性マグネシウム材と接着・接合技術を新幹線車両の部
分構体や ALFA-X 客室床板に適用して信頼性を確認し
た。 

・上記成果のデータを有効に活用するため、産総研マルチマ
テリアル研究部門をハブとした拠点化構築の検討を行っ
た。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・2014 年度から 2022 年度までの 9 年間の事業であり、本

事業を通じて輸送機器の原材料を革新的新構造材料等に
置き換えることで、抜本的な軽量化（自動車車体の場合
50%軽量化）及び 2030 年度において約 464 万トン/年の
CO2排出量削減を目指します。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・プロジェクト期間が 10 年間と長いため、その間に社会情

勢も急激に変化した。内閣府・文部科学省・経済産業省ガ
バニングボードや構造材料等技術開発アドバイザリーボ
ードでの外部委員による意見、毎年の技術推進委員会で
のコメントをもとに、新構造材料技術研究組合（ISMA) 
と基本計画、実施方針の検討を行うとともに、材料開発か
ら材料を活かしたマルチマテリアル車体設計技術へ研究
開発内容の見直しを図った。第 3 期中間評価（2020 年度）
においても、高評価をいただくとともに研究成果へのコ
メントを反映し、成果活用に向けた拠点化テーマも創出。
また毎年加速予算を獲得することで、研究開発の促進を
図った。 

 
●超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト 
[2016～2021 年度] 
・有機系材料を対象とした従来に無い材料設計シミュレー

ションの開発や人工知能を活用した材料開発支援等を、
革新的な試作プロセス開発や評価計測技術開発と共にナ
ショナルプロジェクトとして行うことで、これまでの“経
験と勘”に基づいた材料開発文化に変革の兆しを誘発す
ると共に、競争力の高い日本の素材産業の優位性を確保
する。 

【主な成果、アウトプット等】 
・計算・プロセス・計測の三位一体による有機・高分子系

機能性材料の高速開発に取り組んでおり、その一環とし
てバイオエタノールからブタジエンを合成し、それを原
料にした合成ゴムで従来と同等の性能を持つ自動車用タ
イヤを試作する一連のプロセスを実証することに成功。
（2021 年 8 月） 

・「Physical Review Letters」電子版、｢Nature 
Communications」、「Applied Physics Letters」等国際
的に主要な学会誌や関心度の高い著名誌に論文掲載され
る成果を創出した。｢AI が生成した材料の構造画像を用
い、物性を予測する技術を開発」は、電子顕微鏡写真と
物性を AI に学習させることにより、複数の CNT を任意
の配合で混合した膜の画像をコンピューター上で実験に
比べ、1.2％(1/80）もの短時間で生成、物性の高精度な
予測を可能にした。｢液晶がナノ構造をつくる際の新現
象を発見」は人工知能（AI）と分子シミュレーションを
組み合わせた世界初の解析技術を開発し、液晶がナノ構
造化する際に起こる新しい現象を発見した。この 2 件は
いずれも「Nature Communications」に掲載。(2021 年
度) 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・バイオエタノールからブタジエン
を合成し、それを原料にした合成ゴ
ムで従来と同等の性能を持つ自動車
用タイヤを試作する一連のプロセス
を実証することに成功。 
・プロジェクト終了後の成果実用化
に向けて、成果実用化をメインテー
マとしたアドバイザリーボード（技
術推進委員会）を実施することによ
り実施者に材料開発スキームを提供
する基盤構築を強く促した。 
・その結果、PJ 終了後に開発成果の
社会実装のため産総研コンソーシア
ムが発足することとなった。 
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【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本プロジェクトに関わる機能性材料として２０３０年に

約２兆円の新規市場の獲得を目指す。また新材料開発の
試作期間・試作回数の短縮は省エネルギー効果も期待さ
れ２０３０年におけるプロジェクト成果の普及率が１
０％と仮定して算出される効果は CO₂約３５８万トン。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・プロジェクト終了後の成果実用化に向けて、成果実用化を

メインテーマとしたアドバイザリーボード（技術推進委
員会）を実施することにより実施者に材料開発スキーム
を提供する基盤構築を強く促した。 

・その結果、PJ 終了後に開発成果の社会実装のため産総研
コンソーシアムが発足することとなった。その認知度向
上に向けて広報活動を積極的に行った。 

・また、産総研コンソーシアムを側面から支援するため成果
の社会実装、人材育成のため、NEDO 特別講座を計画し、
認められた。講座初回からリモートながら 370 名の参加
者を集め、世間の関心の高さが明らかとなった。 

・新型コロナ禍による入国制限検収が持ち越されていた装
置の件について、原課の協力のもと関係省庁に立ち上げ
に必要な外国人技術者の入国協議を依頼し、技術者の入
国を実施。稼働、検収を行った。 

 
●二酸化炭素原料化基幹化学品製造プロセス技術開発 
[2014～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・世界で初めて、可視光領域で水を分解する窒化タンタル光

触媒の開発に成功。（2018 年 9 月） 
・可視光で水を水素と酸素に分解する酸硫化物光触媒を開

発した。（2019 年 7 月） 
・紫外光領域ながら世界で初めて 100％に近い量子収率（光

子の利用効率）で水を水素と酸素に分解する粉末状の半
導体光触媒を開発。（2020 年 5 月） 

・100m2 規模の太陽光受光型光触媒水分解パネル反応器と
水素・酸素ガス分離モジュールを連結した光触媒パネル
反応システムを開発し、世界で初めて実証試験に成功。こ
の研究成果は「Nature」にも掲載。（2021 年 8 月） 

・成果報告会を開催。一部プレゼン資料とプロジェクトの紹
介動画を公開。(2022 年 1 月) 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・2030 年時点で石油由来の C2～C4 オレフィン類の国内製

造量の約 2 割である 250 万トン/年を当該プロセスにて製
造することを想定。このプロセスの適用により、省エネ効
果と CO2固定化により、CO2約 868 万トン/年の削減が期待
される。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・本プロジェクトは人工光合成化学プロセス技術研究組合

（ARPChem）を NEDO がマネジメントし、研究開発を
行っている。 

・多数の企業と大学が参加しており検討領域も多岐に渡る
ため、研究活動全体を統括する PL を三菱ケミカルの瀬戸
山エグゼクティブフェローに委嘱、光触媒テーマの TL を
東大の堂免特別教授、分離膜テーマの TL を三菱ケミカル
の武脇主幹研究員、合成触媒テーマの TL を東工大の辰巳
名誉教授に担当頂く体制で、各テーマ間の情報共有と効
率的な研究活動を推進した。 

 
●植物等の生物を用いた高機能品生産技術の開発 
[2016～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
（事業期間全体で） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・100m2規模の太陽光受光型光触媒
水分解パネル反応器と水素・酸素ガ
ス分離モジュールを連結した光触媒
パネル反応システムを開発し、世界
で初めて実証試験に成功。この研究
成果は「Nature」にも掲載。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・40件以上のスマートセル創出のた
めの基盤技術を確立。製品化又はサ
ービスとして商用化に至った事例や
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・40 件以上のスマートセル創出のための基盤技術を確立。 
・個々の成果をより活用しやすくするため、技術やデータを

集約しプラットフォーム化。 
・製品化又はサービスとして商用化に至った事例やスター

トアップ設立など事業化に向けて成果が活かされている
事例 、10 件。 

・基盤技術の有効性を検証するための応用事例の中には、タ
ーゲット化合物について短期間に大幅な生産性向上に至
ったテーマもある。今後、実用化を担う企業によるさらな
る開発を進めることにより、将来的な実用化が期待され
る。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本プロジェクト及び成果が引き継がれる後継プロジェク

トにおけるプロジェクト参画企業が創出するがバイオ由
来製品により約 2,600 億円の市場を形成、150 万トン/年
の CO2削減が期待される。 

（試算の規準を変えた場合） 
・プロジェクト参画企業が狙う市場規模を積み上げると約

25 兆円に相当。プロジェクト成果が 3 割程度貢献できれ
ば約 7 兆円規模の経済波及効果が期待される。 

・プロジェクト成果を技術移転し、大学発ベンチャー企業設
立 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・中間評価の反映（研究テーマの重点化、体制変更） 
・基盤開発とユーザー候補企業の連携促進会議を実施 
・イベントで実施者による成果出展スペースを用意し、成果

の普及・利用につながる広報機会を提供 
・成果集約ホームページなど PJ 終了後も継続するアウトリ

ーチ窓口を設置 
・出勤率抑制の影響により、生物系実験に遅延が生じる研究

機関があった。研究アプローチの変更や PJ 内の共同研究
機関の協力によりデータを取得するなどの工夫で解決。 

 
●非可食性植物由来化学品製造プロセス技術開発 
[2013～2019 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・世界初のセルロースナノファイバー（CNF）の一貫製造プ

ロセスにおいて、目標通りベンチスケール実証を達成し、
そのコスト試算においても、当初の目標値を達成した。ま
た、こうして得られたサンプルを活用し、用途開発に着
手・展開し、複数の用途でその材料特性の優位性を実証し
た。 

・高機能リグノセルロースナノファイバーの製造コスト低
減において、目標値であった 1300 円/㎏を大きく下回る 
718 円/kg から 927 円/kg の見通しを得た。 

・本プロジェクトで開発した材料が（株）アシックスのラン
ニングシューズのミッドソール部材の原材料の一部に採
用。世界規模で販売される CNF 適用シューズとして世界
発の商品販売となった。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
･本 PJ の成果を引き継ぎ、CNF の市場普及や社会実装の促

進を目的とし、さらなる製造コスト削減と用途開発の助
成事業と安全性評価データの蓄積と公開の委託事業か
ら、2030 年には 373 万トン－CO2/年の削減を目指す、炭
素循環社会に貢献するセルロースナノファイバー関連技
術開発プロジェクトにつながった。 

・PJ 終了後も NEDO 講座を継続して開講し、CNF 先端開
発技術者の育成に取り組んでいる。 

・国際的な反響として、仏リヨン経済開発公社から、日本の
CNF 技術に関し強い関心があり、利害の一致はしていな
いものの国際プロジェクト化に関する相談があった。 

スタートアップ設立など事業化に向
けて成果が活かされている事例 、
10 件。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・世界初のセルロースナノファイバ
ー（CNF）の一貫製造プロセスにお
いて、目標通りベンチスケール実証
を達成し、そのコスト試算において
も、当初の目標値を達成した。 
・京大集中研に設置した知財戦略委
員会にて、ＣＮＦ複合樹脂材料の競
合となる市場の国際動向調査を行
い、その結果をもとに知財戦略の強
化見直しを検討。 
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【その他影響・マネジメントの工夫等】 
･２０１８度の技術推進委員会の指摘を反映させ、実施体制

を見直した。 
・京大集中研に設置した知財戦略委員会にて、ＣＮＦ複合樹

脂材料の競合となる市場の国際動向調査を行い、その結
果をもとに知財戦略の強化見直しを検討。 

・特性評価では、プロジェクト成果を纏めるため、技術推進
委員会以外に幹事会の定期開催を推進中。 

･2020-2021 年度も継続して、NEDO ブース展示にて安全性
評価手順書、特性評価、市場動向調査等の資料配布し入手
URL を周知した。 

･得られた CNF 製造技術を実用化すべく、助成事業にて一
貫製造プロセスのスケールアップによる実証事業とし
て、さらなる普及に向けて低コスト CNF 製造プロセス技
術開発と用途開発となる CNF 利用技術開発と CNF の安
全性評価 PJ を組成した。また、プレイヤーのさらなる参
画とオープンイノベーションとなる人材交流を目的に、
実習をカリキュラムに含めた実践的なCNF人材育成講座
を組成した。 

･NEDO 人材育成講座のコロナの影響で、現地実習での開催
ができず、実習映像でのオンライン授業となり、人材交流
も、京大での現地 WS の開催に留まるなどの制約を受け
た。 

･PJ で得られた技術から実用化を目指す事業者（トヨタ車体
など）がコロナの影響で、事業化実証研究の助成事業であ
る CNF-PJ へ参画を断念するなど CNF 事業化参入プレ
イヤーの減少や遅延を招いた。 

 
●規制の精緻化に向けたデジタル技術開発 
[2019～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・"モビリティ、金融、建築及び全体調査の各分野において、

予定通りの期間で目標達成のうえ事業を完了。各分野の
成果を以下に例示。 

・（モビリティ分野） 自動車完成検査について、自動車メ
ーカー4社が参画した体制での調査により、調査対象の 11
検査項目中、追加調査が必要な１項目を除く 10 項目で、
AI 等による効率化・省人化の実現性ありと判断。導入に
向けた要件等を整理。 

・（金融分野） マネー・ロンダリング対策について、取引
モニタリング・フィルタリング等の実験用ミニシステム
を構築し、実取引データを使用した検証を実施。また、共
同利用を前提としたオペレーションを検討し、規制上の
課題や論点を整理。 

・（建築分野） ドローンによる外壁調査について、プロペ
ラ風の影響を最小限とした赤外線装置と、それを搭載す
る安全性・安定性を確保したドローンを開発。またそれを
用いた外壁調査の実施マニュアル案を作成。 

 
・特に研究開発項目② (ii) 「マネー・ロンダリング対策」で

開発・実証を行った実験用ミニシステムについては、
FATF（金融活動作業部会：先進主要国を中心としたマネ
ー・ロンダリング対策の検討母体であり、各国に対して勧
告を策定し査定を実施。事務局は OECD）が 2021 年 7 月
に公表したマネー・ロンダリング対策の DX に関する報
告書において、本事業を日本の先進的な取組として紹介。 

・METI により実施された終了時評価の報告書においても、
「実験用ミニシステムが構築・検証されたことは画期的
成果」との評価を受けている。" 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・"各テーマにおいて、規制の精緻化に向けた議論に反映さ

れ、一部は既に規制見直しにつながっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・モビリティ、金融、建築及び全体
調査の各分野において、予定通りの
期間で目標達成のうえ事業を完了。 
「マネー・ロンダリング対策」で開
発・実証を行った実験用ミニシステ
ムについては、FATF（金融活動作業
部会：先進主要国を中心としたマネ
ー・ロンダリング対策の検討母体で
あり、各国に対して勧告を策定し査
定を実施。事務局は OECD）が 2021
年 7 月に公表したマネー・ロンダリ
ング対策の DX に関する報告書にお
いて、本事業を日本の先進的な取組
として紹介。 
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研究開発項目① モビリティ分野 
(i) AI を活用した完成検査の自動化については、事業結果を

踏まえて、まずは完成検査の自動化ガイドラインを策定
するとともに、ガイドラインも踏まえて、令和 3 年 11 月
に国土交通省令等を改正。 

(ii) 自動車の国際基準を策定する国連自動車基準調和世界
フォーラムにおいて、今回の基礎システムの検証結果も
踏まえ 

て、安全性評価の議論を進める予定。 
研究開発項目② 金融分野 
(i) 金融審議会・市場制度 WG 第二次報告（2021 年 6 月 18

日公表）において、本調査の結果を踏まえたプロ投資家
（個人の特定投資家）の要件の弾力化に関する提言が行
われた。これを踏まえ、2021 年度中（※）に制度改正、
2022 年半ば目途に施行予定。 

(ii) 全国銀行協会において、共同システムに期待されるサー
ビス内容や共同化の運営組織のあり方などについて検討
を進めるためのタスクフォースを設置し、共同化に向け
議論中。またシステムの共同化に必要な制度的な対応に
ついては、金融審議会に「資金決済 WG」を設置し、令和
４年１月に報告書をとりまとめ公表。 

研究開発項目③建築分野 
(i) ドローンを利用した外壁調査を規制に反映するため、国

土交通省告示を改正（令和 4 年 1 月公布）。 
(ii) センサーによるエレベーターの定期検査について、技術

的課題を把握。本課題の解決が確認されれば規制見直し
を検討予定。" 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・"関係府省庁（経済産業省、内閣官房、国土交通省、金融

庁）との連携の下、ＮＥＤＯは管理法人として、公募、契
約、資金管理、進捗管理等を担当した。 

・事業推進中は、規制所管省庁も進捗会議や委託先の現地確
認に参加する等、本事業の成果を踏まえた各省庁での規
制見直しの議論が円滑に行われるように情報共有を密に
行った。" 

・２０２０年の緊急事態宣言の際、一部テーマにて、部品調
達が１か月程度の遅延。後工程の圧縮によりリカバリー。 

・企業間の移動制約により、主担当企業の成果をコンソ内他
社で検証することが困難に。検証も主担当企業に集約す
る変更契約を行い、影響を回避。 

・２０２１年１月からの緊急事態宣言に際しては、委託先工
場の稼働停止により一部実証データが取得出来なくなっ
たため、シミュレーションで代替。" 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

加えて、その他鉱工業に係る重
要な技術であって、民間企業等の
みでは取り組むことが困難な、実
用化・事業化までに中長期の期間
を要し、かつリスクの高い技術開
発に取り組むとともに、産業技術
分野の国際展開支援として、海外
実証事業等を推進するものとす
る。 
また、我が国企業と優れた技術

を有する外国企業の国際的な連
携を促進し、海外市場展開を推進
するため、国内外の企業による共
同研究に対し、ＮＥＤＯが外国の
技術開発マネジメント機関とと
もに資金支援を行うコファンド
事業を積極的に推進するものと
する。 
「エネルギー・環境イノベーショ
ン戦略」では、システムを構成す

その他鉱工業に係る重要な技
術であって、民間企業等のみでは
取り組むことが困難な、実用化・
事業化までに中長期の期間を要
し、かつリスクの高い技術開発に
取り組むとともに、産業技術分野
の国際展開支援として、海外実証
事業等を推進するものとする。 
また、我が国企業と優れた技術

を有する外国企業の国際的な連
携を促進し、海外市場展開を推進
するため、国内外の企業による共
同研究に対し、機構が外国の技術
開発マネジメント機関とともに
資金支援を行うコファンド事業
を積極的に推進するものとする。 
上記の取組に加えて、「エネル

ギー・環境イノベーション戦略」
では、システムを構成するコア技
術分野（次世代パワーエレクトロ

 ●部素材の代替・使用量低減に資する技術開発・実証 
[2020～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・テーマ A1：高鉄濃度 Sm-Fe 系化合物磁石における保磁力

目標値達成、ネオジム磁石と同等以上の等方性ボンド磁
石を実現。ニュースリリース、TV 放映実施。 

・テーマ A2：PI：単ロール法にて、Sm-Fe-N 系合金を作製
により、透過電子顕微鏡像から保磁力を予測できるシス
テムを構築。MI：希土類－鉄化合物にて、ベイズ最適化
によりキュリー温度や磁化の予測を行い、Sm 系において
高特性を有する材料候補を発見。ハイスループット：熱プ
ラズマ法により、Sm-Co 系の粉末にて、チャンバー位置
に依存した多組成粉末を一度に合成実証。ネオジム磁石
を超える TbCu7 構造の Sm-Fe-N 系の高鉄濃度準安定系
磁石にて単結晶粒子を合成し異方化を明確にした。 

・テーマ A3：重希土類フリーＮｄ 系ボンド磁石粉末製造プ
ロセスで、Dyフリーで目標保持力の磁石粉末作成に成功。
モータ 1/2 小型化実現。最大効率 93.4％の高効率を実現。
学会発表等講演 4 回、ニュースリリース 5 件実施。 

【評価の根拠】 
・モータ 1/2 小型化実現。最大効率
93.4％の高効率を実現。学会発表等
講演 4 回、ニュースリリース 5 件実
施。 
・契約期間中、技術推進委員会を 3
回実施。モータ技術、重希土累技術、
生産技術に精通する知見者５名の教
授より、改善への指摘やアドバイス
をいただき、事業化に向けた取り組
みを加速した。 
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るコア技術分野（次世代パワーエ
レクトロニクス、革新的センサー
等）が削減ポテンシャル・インパ
クトが大きい技術として特定さ
れており、これらの技術をはじめ
とした長期的な視点に立った技
術について、従来の発想によらな
い革新的な技術の発掘や開発に
取り組むものとする。 

ニクス、革新的センサー等）が、
（ワード紙下線要削除）削減ポテ
ンシャル・インパクトが大きい技
術として特定されており、これら
の技術をはじめとした長期的な
視点に立った技術について、従来
の発想によらない革新的な技術
の発掘や開発に取り組む。 
これらの技術の社会実装を通

じて、我が国の生産性を２０１５
年までの５年間の平均値である
０．９％の伸びから２０２０年に
は年２％向上に寄与するととも
に、２０２０年以降の更なるに生
産性向上等に資する。 
令和２年度補正予算（第１号）に
おいて措置された交付金により、
部素材の代替・使用量低減を含む
サプライチェーンの強靭化及び
物流の遠隔・非対面・非接触等、
新型コロナウイルス感染症の流
行下においても経済構造の強靭
化に資する事業を実施する。さら
に、令和２年度補正予算（第３号）
において措置された交付金によ
り、カーボンリサイクル実現に貢
献するバイオ生産プロセスの開
発、ポストコロナに向けた経済構
造の転換・好循環の実現を目指
す。これらの事業はいずれも令和
２年度の途中から講じられるが、
事業の終了まで、同年度及びそれ
以降の業務実績等報告書に実施
状況を記載する。 

・テーマ B1：薄型磁石層形成方法の確立及び積層リンク磁
石の積層方法、ロータへの射出成型方法を確立。ローター
スピンテストで、100krｐｍの高速回転に耐える複合構造
積層磁石であることを実証。目標 85krpm に対し実績
91krpm で安定した高速回転を確認。 

・テーマ C1：エマルションフロー装置を導入し、高選択抽
出剤により低レアアース品より Ce 高純度化を実現。ミキ
サーセトラ―比で 1/2 以下装置にて La、Ce、Pr、Nd 混
合溶液から、セリウム純度>99.99%の溶液を得て、安定抽
出操作が可能であることを検証。 

・テーマ C2：現行実用触媒と同様に Pd/CZ 系触媒と
Pd/Al2O3 系触媒を同一（量重量比 50%）で混合した粉末
触媒で、模擬排ガスのライトオフ性能評価にてプロピレ
ン浄化率 50%の温度（T50）が 300℃以下と目標値達成。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・高効率モーターは、２０３０年度における次世代自動車及

び、産業用モーターに高効率モーターが搭載される場合、
両方合わせ約１，１００億円／年の市場創出に貢献が見
込まれる。供給途絶リスクの高い重希土類のサプライチ
ェーンのリスク解消が達成され、レアアース使用量削減
によりサプライチェーンの断絶に対しても必要量が確保
可能となる。 

・２０３０年における、酸化セリウムを含む主な自動車排ガ
ス浄化触媒の国内市場規模は、ガソリン車用触媒(三元触
媒)１，５４２億円と予測、排ガス規制の一層強化を受け、
世界規模で１７，０６３億円が見込まれる。低品位レアア
ースを利用した新しい触媒材料技術の開発が進めば、日
本独自のサプライチェーンの構築とその強靭化が期待さ
れ、国内で３００億円の市場が創出され、特定の軽希土類
産地に限定されず多様なサプライチェーンが活用可能と
なる。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・契約期間約 1 年半の間にて、技術推進委員会を 3 回実施。

モータ技術、重希土累技術、生産技術に精通する知見者５
名の教授より、改善への指摘やアドバイスをいただき、事
業化に向けた取り組みを加速した。5 月に成果の確認と事
業化への取り組みの促進を図る為、第 1 回技術推進員会
開催実施。11 月、12 月に、全 6 テーマの現場訪問を委員
長、委員の先生方と共に各事業者の研究開発現場を訪問、
進捗状況及び課題を把握するため第 2 回技術推進員会を
開催実施。事業者にアピールさせて開発を促進するため
に第 3 回技術推進委員会としての成果報告会を 2 月に開
催実施。 

 
●自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現に
向けた技術開発事業 
[2020～2021 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・本事業は新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえて決定

された令和 2 年度補正予算事業として企画立案・開始さ
れた。 

・2020 年度に公募を実施し、13 件の提案について審査を行
い、10 件を実施先として決定した。物流拠点から住宅
や指定地への配送（ラストワンマイル物流）において、
「遠隔・非対面・非接触」を実現するため、自動走行ロ
ボットを用いて、集合住宅や市街地、商業施設、工業地
帯などで走行させる実証を 2020 年 11 月以降順次実施
しており、一部では公道での実証を行った。 

・実証では、以下の例の項目を検証し、10 件の実証が 9 月
30 日をもって終了した。 

【検証した項目】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・物流拠点から住宅や指定地への配
送（ラストワンマイル物流）にお
いて、「遠隔・非対面・非接触」を
実現するため、自動走行ロボット
を用いて、集合住宅や市街地、商
業施設、工業地帯などで走行させ
る実証を 2020年 11月以降順次実
施しており、一部では公道での実
証を行った。 

・外部有識者による技術推進委員会
を開催し、進捗を確認するととも
に、技術面および事業面について
出口を見据えたアドバイスを実
施。 

・開発成果の実地確認を含めて、延
べ 15 回の技術委員会及び指導を
実施。 
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・障害物検知・停止あるいは回避技術、自律移動する技術、
遠隔監視システム、自動地図生成技術、ユーザーインタ
フェース、ロボット本体の異常検知技術、通信安定度評
価、ロボットに対する受容性 等 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業は、自動走行ロボットを活用した配送の実現に向け

た官民協議会※（2019 年 9 月設立）と連携して、以下
に関する情報を同協議会に提供する予定。 

・事業化に向けて核となるユースケースの明確化 
・自動走行ロボットの仕様に関する安全性評価や自動走行

ロボットの安全な運用体制の構築 
・自動走行ロボット活用に関する制度・法令などの検討・整

備 
 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・外部有識者による技術推進委員会を開催し、進捗を確認す

るとともに、技術面および事業面について出口を見据え
たアドバイスを実施。 

・開発成果の実地確認を含めて、延べ 15 回の技術委員会及
び指導を実施。 

・経済産業省主催の官民協議会の参考情報として、当該事業
の内容及び結果を報告・共有。（第三回、第四回） 

・テーマ間の情報共有や自動走行ロボットを活用した新た
なサービスに関わるステークホルダーがネットワーク
出来る場を構築中。（継続中） 

・公募プロセス（提出、審査、契約手続き等）は全てオンラ
インにて対応。また、これまで対面を基本としていた事
業者ヒアリング、有識者を参集しての技術委員会等も全
てオンラインにて実施した。 

 
●カーボンリサイクル実現を加速するバイオ由来製品生産
技術の開発 
[2020～2026 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・令和元年度補正予算でバイオ資源活用促進基盤技術及び

バイオファウンドリ基盤となる生産プロセス関連技術開
発に着手し、2020 年度から継続して実施。 

・新たな酵素群・微生物資源・植物等の取得を進め、あわせ
て関連する技術の開発を推進。 

・生産プロセスから得られる情報等に基づく産業用スマー
トセル開発の実現を目指し、生産パラメーター情報等を
フィードバック可能とする情報解析技術開発を推進。 

・LCA 評価等も取り入れて技術課題の解決と新たな技術を
理解する人材の育成を開始する。 

・微生物機能を活用した物質生産の実用化を促進させるた
め、発酵槽での培養条件の検討や生産ターゲット物質の
試作等に利用可能なバイオファウンドリ拠点形成に着手
（令和２年度補正予算（第３号）において実施）。 

・バイオ由来製品の実用化に向け、産業用物質生産システム
の実証 14 件に着手 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本プロジェクトの成果により、バイオ由来製品の社会実装

を加速し、新たな製品・サービスを創出し、7 兆円規模の
バイオエコノミー市場形成に貢献する。また、バイオによ
るものづくりを通じて 2030 年に 367 万 t- CO2／年の CO2
削減効果に貢献する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・2020 年度、2021 年度の新規開始テーマは PL/SPL と実施

者によるキックオフ会議（web 会議形式）やサイトビジッ
トを実施。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・新たな酵素群・微生物資源・植物
等の取得を進め、あわせて関連する
技術の開発を推進。 
・バイオ由来製品の実用化に向け、
産業用物質生産システムの実証 14
件に着手。 
・PJ 予算を活用して期中増額によ
る加速を実施。 
・内閣府が認定するグローバルバイ
オコミュニティに提案を検討する機
関と連携関係を構築。 
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・2021 年度新規に助成事業として採択したテーマは交付決
定時に理事面談（web 会議形式）を実施。 

・PJ 予算を活用して期中増額による加速を実施。 
・内閣府が認定するグローバルバイオコミュニティに提案

を検討する機関と連携関係を構築。 
・NEDO 特別講座の活用により複数機関の人材育成事業の

連携・効率化を検討。（2022 年度から設置予定） 
・研究機器購入や外注の納品遅れが生じた。関連する研究計

画を後ろ倒ししつつ、他の研究を先に進めることで全体
の成果創出への影響を最小限に抑えるよう工夫。 

 
 
 

 

【新産業創出・シーズ発掘等分
野】 
 オープンイノベーションの推
進を図りつつ、新たなイノベーシ
ョンの担い手として期待される
中堅・中小・ベンチャー企業を技
術面から支援し、技術開発助成等
による技術開発リスクの低減に
貢献することにより、エネルギー
システム分野、省エネルギー・環
境分野、産業技術分野における国
内の中堅・中小・ベンチャー企業
の育成を図り、有望な技術シーズ
を発掘し、新産業創出へつなげる
取組を実施するものとする。 
 

【新産業創出・シーズ発掘等分
野 】 
 オープンイノベーションの推
進を図りつつ、新たなイノベーシ
ョンの担い手として期待される
中堅・中小・ベンチャー企業を技
術面から支援し、技術開発助成等
による技術開発リスクの低減に
貢献することにより、エネルギー
システム分野、省エネルギー・環
境分野、産業技術分野における国
内の中堅・中小・ベンチャー企業
の育成を図り、有望な技術シーズ
を発掘し、新産業創出へつなげる
取組を実施するものとする。 
令和２年度補正予算（第１号）

において措置された交付金によ
り、サプライチェーンの迅速・柔
軟な組換えに資する研究開発の
推進による、新型コロナウイルス
感染症の流行下においても経済
構造の強靭化に資する事業を実
施する。さらに、令和２年度補正
予算（第３号）において措置され
た交付金により、コロナ禍におい
て、スタートアップ等への投資が
後退していることから、特に資金
獲得が困難なシード期に絞り、事
業化の支援をすることにより、ス
タートアップエコシステムの維
持・実現を迅速に行い、ポストコ
ロナに向けた経済構造の転換・好
循環の実現を目指す。これらの事
業は令和２年度の途中から講じ
られるが、事業の終了まで、同年
度及びそれ以降の業務実績等報
告書に実施状況を記載する。 
加えて、令和３年度補正予算

（第１号）において措置された交
付金により、地域の技術シーズ等
を活用してスタートアップの創
出に繋げる支援、シード・アーリ
ー期のスタートアップの迅速な
ミドル・レイター期への移行に向
けたビジネスモデル構築支援を
実施することで、未来社会を切り
拓く「新しい資本主義」の起動に
繋げ、成長と分配の好循環の実現
を目指す。この事業は令和３年度
の途中から講じられるが、事業の
終了まで、同年度及びそれ以降の

 【新産業創出・シーズ発掘等分野 】 
●新エネルギー等のシーズ発掘・事業化に向けた技術研究開
発事業 
[2007 年度～] 
【主な成果、アウトプット等】 
・２０１８年度に１３件、２０１９年度に２０件、２０２０

年度に２４件（第１回２０件、第２回４件）、２０２１年
度に２２件（第１回１５件、第２回７件）を採択し、支
援を実施。 

・更なる事業化・ビジネス化に資するため NEDO のマネジ
メントの他、各種専門家の派遣等採択者等へのハンズオ
ン支援を実施。特に株式会社北土開発（2020 年度にアド
バイザリー支援を２回実施）は、本支援を活用して小規
模酪農家向けエネルギー自給型乾式メタン発酵システム
の製造原価のコストダウンを達成し、特に製造原価のう
ち約４割を占める発酵槽は約 1,800 万円ものコスト減を
実現した。 

・これにより顧客のすそ野の広がりが期待でき、導入見込み
が持てる有望顧客の発掘が進んでいる。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・我が国の中小企業等（ベンチャー企業を含む。）が保有す

る有望な技術シーズを基にした技術開発成果を事業化に
結び付け、我が国の新エネルギーの分野におけるさらな
るイノベーションの発展と導入普及を推進する。具体的
には、フェーズ C・D については、助成事業終了後３年
を経過した時点で 50%以上の製品化を達成することを
目指す。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・優良な案件さがしや案件磨きを目的として WEB ページ

に「関心表明書」を添付し、公募期間外でも通年で事業
者等からの相談を受け付け、随時相談対応を実施。２０
１９年度１５件、２０２０年度１１件、２０２１年度１
６件の関心表明書を受理、相談対応を行った。 

・事業化率向上のための支援活動として、有識者のアドバイ
スを提供し、研究開発の円滑化、加速化することを目的
に、フェーズ C 及びＤ実施事業者に現地中間評価委員会
を実施。（２０１９年度３件、２０２０年度４件、２０２
１年度１１件） 

・実施事業者に対し、必要に応じて専門家によるアドバイザ
リー支援を実施。 

・事業化率向上のための支援活動として、NEDO ベンチャ
ービジネスマッチング会を毎年度実施している。 

・新型コロナウイルス感染症による研究開発の影響を考慮
し、原則研究機関を１.５年以内とし２０２２年９月に終
了予定としていたフェーズ B について、一律で１０月終
了と１ヵ月延長した。 

・委託で実施する事業については、間接経費の上限引き上げ
を実施し、感染症対策に使用する費用の負担を軽減した。 

【評価の根拠】 
・２０１８年度に１３件、２０１９
年度に２０件、２０２０年度に２４
件（第１回２０件、第２回４件）、２
０２１年度に２２件（第１回１５件、
第２回７件）を採択し、支援を実施。 
・更なる事業化・ビジネス化に資す
るため NEDO のマネジメントの他、
各種専門家の派遣等採択者等へのハ
ンズオン支援を実施。 
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業務実績等報告書に実施状況を
記載する。 

・従来対面で実施していた「NEDO ベンチャービジネスマ
ッチング会」を、コロナ禍の影響を鑑みオンラインで開
催した。 

・材料調達の遅れ等により年度内の予算執行が困難となっ
た事業者について、計画変更（翌年度への予算後ろ倒し）
を実施した。 

 
●研究開発型スタートアップ支援事業 
[2019～2023 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・ＳＴＳ（「シード期の研究開発型スタートアップに対する

事業化支援」事業）において 2020 年度～2021 年度にか
けて計 202 件の応募に対して 68 件を採択し、事業実施。 

・ＮＥＰ（NEDO Entrepreneurs Program）において 2018
年度～2021 年度にかけて計 396 件の応募に対して 135
件を採択し、事業実施。 

・PCA（「Product Commercialization Alliance」）において、
2020 年度～2021 年度にかけて、計 76 件の応募に対し、
計 15 件を採択し、事業実施。 

・地域発・大学発のシーズの発掘や事業化・起業支援を目的
に、ＴＣＰ（NEDO Technology Commercialization 
Program）を実施、関係機関との連携を強化するため、
起業家支援に係る相互協力の覚書を締結した 16 大学に
対し、スタートアップ支援事業を大学個別に説明会を実
施。川崎市と起業家支援のワンストップ拠点Ｋ-ＮＩＣ
（Kawasaki NEDO Innovation Center）の共同運営を
実施中（運用開始は 2019 年 3 月。）。 

・2020 年度第三次補正予算によりＴＲＹ（経済構造の転換
に資するスタートアップの事業化促進事業）を新設し社
会構造の転換から生じる市場の変化の兆しを得て、この
機会を大きなチャンスと捉えてマーケットニーズを捉え
た事業転換を狙う事業者を支援を行うことを目的として
公募を実施し、計 43 件の応募に対し、７件交付決定し、
事業を実施。 

・令和３年度補正予算として、「地域に眠る技術シーズやエ
ネルギー・環境分野の技術シーズ等を活用したスタート
アップの事業化促進事業」を新設し、エネルギー・環境
分野など、ビジネスモデルの構築により一層の課題があ
るテーマについて、審査において加点を行い、一定の優
遇を行うことで、対象事業者採択の強化を行った。さら
に、公募と同時期にエネルギー・環境分野に係るスター
トアップや研究者を対象としたピッチコンテストを開催
し、該当分野の活性化を目指した。 

・2021 年度までに、本事業を利用した６社（ファンペップ
㈱、ＱＤレーザー、㈱オキサイド、㈱Photosysth、湖北
工業㈱、サスメド㈱）が上場を達成するなど，当機構が
支援し上場を果たした研究開発型ベンチャーは 34 社と
なった。 

・卒業生の成果を、エグジットを目指すスタートアップ、こ
れから起業するスタートアップの卵の方々に有益な情報
として届けるため、座談会を実施し、WEB 配信を行っ
た。さらに、FocusNEDO８２号でスタートアップ特集を
行い、スタートアップの露出を高めるとともに、上記座
談会についても特集記事として発行した。加 

・オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会では、
2018 年度～2021 年度までに、合計 24 回ＮＥＤＯピッ
チを実施し、オンライン・オフラインで延べ 2,871 名以
上が参加した。また、メールマガジンとして 189 報発信
し、他支援機関の公募情報やイベント情報の周知等を実
施した。 

・「J-Startup」事業では、事務局として経済産業省やＪＥＴ
ＲＯ等と協力して活動。J-Startup 企業の露出機会を設
けるべく、NEDO 内の他部が参加するイベント
（BioJapan 等）を通じて、展示やピッチイベント等の枠

 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・国際的なイノベーターへの選出や

ピッチコンテストで受賞する等
の評価を得た事業者が複数あ
り。  

・事業成果の販売、実証など、事業
化へ向けて成果を得た事業者が
複数あり。 
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を提供した。また、2021 年度からは「ちょっと先のおも
しろい未来」へ参加し、新たな広報チャネルの開拓を試
みた。また、会員専用サイトに新たにコンシェルジュ機
能を搭載し、サポーター企業との連携のための基盤を構
築した。 

・さらに、「Plus: Platform for unified support for startups」
の下、他機関との合同説明（JICA, AMED）を開催した。
また、STS において、JST が実施する START 事業との
連携（審査における一定の優遇）を実施。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・本事業により、シーズ段階から事業化まで一貫した支援を

実施することにより、研究開発型スタートアップの創出、
育成を図り、経済活性化、新規産業・雇用の創出につな
げる。具体的には、ベンチャー・キャピタルや専門家等
とのネットワークを活用したハンズオン支援を実施する
ことで、起業・事業化を促進すると同時に、大企業とス
タートアップ事業との連携促進の支援等を行うことで、
民間のリスクマネーの呼び込みを促進し、我が国のベン
チャー・エコシステムの構築を実現する。 

・また、ＪＯＩＣの運営を通じ、我が国企業のオープンイノ
ベーションの取組みを推進し、組織や業種等の壁を越え
て、技術やノウハウ、人材等を組み合わせた、新たな価
値の創造に貢献する。 

・加えて、Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐ事業において選定したセレク
ション企業を官民で連携して支援する体制を構築するこ
とで、グローバルに展開し得る日本発ユニコーン企業の
創出に寄与する。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・ＴＣＰにおいては、イベントの後援・審査員の派遣等、地

方自治体・大学等と連携し、地域シーズの掘り起しを行
うことに加え、次ステージの NEDO 事業案件の発掘及
び成長促進・育成（NEP への連携）、官民他事業とのリ
ソースの共有化、適切なリソースの割り振りによる事業
のスマート化を意識した制度設計とした。 

・ＮＥＰにおいては、支援先である起業家が事業に集中して
取り組めるよう、経理処理等を支援する運営管理法人を
組み込んだ支援体制を構築。また、応募者数を増加させ
るために、広報活動に力を入れ、例えば、PLUS に基づ
いた他機関との合同説明会の開催や、アクセラレターへ
の広告の掲載などを実施。さらに、初めての提案者も応
募しやすくなるよう添削指導や書き方講座などの支援を
実施。 

・STS においては政府系機関連携によるスタートアップ支
援として、JST-START との連携を実施している。また、
シード期の事業者支援を厚くするため、既存の助成額:最
大７千万以下の[STS コース]のほか、助成額:最大２億円
の[STS2 コース]を設けている。また、新型コロナ対応お
よび事業者の負担軽減のため、希望者に対してアンケー
トシステムを活用した電子申請による応募受付を実施。 

・PCA においては採択事業者に対して、交付申請書作成の
ための提案書との変更箇所を説明した資料を配布し、採
択事業者の事務作業低減を図った。また、TRY と共にリ
アルタイムのオンライン公募説明会を実施し相互の質疑
応答も実施。 

・公募では、新型コロナ対応および事業者の負担軽減のた
め、希望者に対してアンケートシステムを活用した電子
申請による応募受付等を実施。 

・採択事業者に対し、交付決定後に経理指導を行っている。 
・事業連携及び追加資金調達に繋げるため、展示会出展及び

ピッチ登壇機会の提供等を行っている。特に他部のイベ
ント内で事業者の露出機会を創出するなど工夫をしてい
る。 
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●サプライチェーンの迅速・柔軟な組換えに資する衛星を活
用した状況把握システムの開発・実証 
[2019～2023 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・令和 2年度第一次補正予算により措置された事業であり、

2021 年度公募において、衛星データを活用したサプライ
チェーンの状況を把握するシステム・アプリケーション
等の開発を行うために必要となる開発環境整備事業実施
者を採択し事業を開始。衛星データプラットフォーム環
境を整備したうえでこれを活用した初の懸賞金事業の募
集を開始した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・衛星データプラットフォーム環境を整備し、NEDO では

初の懸賞金事業とすることで、従来の委託・助成事業の
ような限られた事業者による研究開発ではなく、広く知
見と技術を募り参加者が互いに競い合う場での、課題解
決に向けた優れたアウトプット創出が期待される。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 
・懸賞金事業への多数の応募を募るため、外部専用サイトを

構築し積極的な広報を実施した。 
 
●NEDO 先導研究プログラム 
[2014～2027 年度] 
【主な成果、アウトプット等】 
・先導研究プログラムのうち、「新技術先導研究プログラム」

については、産学連携に取り組む大学・研究機関・企業
等による２０４０年以降（事業開始後 15 年から 20 年以
上先）の社会実装を見据えた革新的な技術を対象として
おり、2018 年度から 2021 年度は「エネルギー・環境技
術先導研究プログラム」で１４９テーマ、「新産業創出新
技術先導プログラム」で２７テーマ、「マテリアル・バイ
オ革新技術先導研究プログラム」で８テーマを採択し、
外部有識者が参加する研究推進委員会等での議論を踏ま
え、研究開発の進捗確認や方向性修正に加え、将来の国
家プロジェクトの実現に向けた関係企業等との協業の検
討を実施した。 

・先導研究プログラムのうち、「未踏チャレンジ２０５０」
については、産学連携に取り組む大学・研究機関・企業
等による２０５０年頃を見据えた温室効果ガスの抜本的
な排出削減を実現する革新的な技術を対象としており、
2018 年度から 2021 年度は 28 テーマを採択し、外部有
識者が参加する研究推進委員会等での議論を踏まえ、研
究開発の進捗確認や方向性修正に加え、将来の国家プロ
ジェクトの実現に向けた関係企業等との協業の検討を実
施した。 

 
【主なアウトカム、社会的インパクト等】 
・飛躍的なエネルギー効率の向上を含む脱炭素社会の実現

に資する有望な技術、及び新産業創出に結び付く技術シ
ーズを発掘し、先導研究を実施することにより有望な技
術を育成して、将来の国家プロジェクト等に繋げる。 

・2021 年 7 月までに終了した先導研究のテーマ 187 件を対
象に追跡調査を行った結果、国家プロジェクト等に移行
したテーマは 78 件となった。（１テーマで複数の国プロ
となった場合は 1 件とカウント） 

・2022 年 2 月に、日刊工業新聞社との連携の下、成果報告
会を開催し、先導研究プログラムに関するこれまでの成
果や国家プロジェクトへの移行に向けたマネジメント手
法等を約 500 名の聴講者に訴求する機会を得た。 

 
【その他影響・マネジメントの工夫等】 

 
【評価の根拠】 
・衛星データプラットフォーム環境
を整備し、NEDO では初の懸賞金事
業とすることで、従来の委託・助成
事業のような限られた事業者による
研究開発ではなく、広く知見と技術
を募り参加者が互いに競い合う場で
の、課題解決に向けた優れたアウト
プット創出が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【評価の根拠】 
・研究テーマ毎の委員会等におい

て、当該テーマに関する助言を
頂き、国家プロジェクト化ある
いは実用化等を目指した適切な
指導を実施。その結果、2021 年
7 月までに終了した先導研究の
テーマ 187 件の中で、のべ 78 件
ものテーマが国家プロジェクト
等に移行。 
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・プログラムマネージャー等を活用して、研究テーマ毎の研
究開発推進委員会等において、当該テーマに関する助言
を頂き、国家プロジェクト化あるいは実用化等を目指し
た適切な指導を実施。 

・産学が有する幅広い技術シーズの中から優れたテーマを
採択するため、技術提供依頼（RFI）を活用している。 

・先導研究プログラムで特に深掘りすべき重点分野ついて、
脱炭素社会の実現や新産業創出に向けた長期目標のバッ
クキャストの観点から、ビジョン創発型技術開発の考え
を導入し調査に取り組んでいる。その手法を基に、国家
戦略から抽出した課題と 3 年分の RFI の整理・分析とを
突き合わせ、外部有識者や各関係推進部の意見を聴取し
つつ 9 つの重点分野を特定、さらに各研究分野の構造化
を検討した上で絞り込み、重点技術課題を決定した。 

・新型コロナウイルスの影響により実験施設の立ち入り禁
止措置がとられ、実験の遅滞が発生した。この対応とし
て研究期間を延長することで当初の研究期間を確保する
ことができ、計画していた研究開発が可能となった。 

・新型コロナウイルス感染症対策のため間接経費率の増加
が発生した。研究開発計画への影響を最小限とするため
の措置としてやむを得ないものと考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 

 

なお、ＮＥＤＯの積極的な技術分
野ごとの取組を促すため、ＮＥＤ
Ｏにおいて作成する中長期計画
又は年度計画において明示する
第４期中長期目標期間中に達成
すべき技術水準や技術開発目標
などの達成状況を評価するもの
とする。 

  ― ―   

 

○数値目標４.‐１ 
【目標】 
 中長期計画又は年度計画にお
いて明示する第４期中長期目標
期間中に達成すべき技術水準や
技術開発目標などの達成水準の
達成を目標とする。なお、評価単
位毎の目標は中長期計画又は年
度計画において明示するものと
する。 

○数値目標４.‐１ 
【目標】 
 中長期計画又は年度計画にお
いて明示する第４期中長期目標
期間中に達成すべき技術水準や
技術開発目標などの達成水準の
達成を目標とする。 

【評価軸】 
○個別のナショナ
ルプロジェクト等
の研究開発目標
（達成すべき技術
水準や技術開発目
標など）等が達成
できているか。ま
たは、達成できる
見込みであるか。 
 
【関連する評価指
標】 
○中長期計画又は
年度計画で明示す
る第 4期中長期目
標期間中に達成す
べき技術水準や技
術開発目標などの
達成水準の達成状
況（評価指標） 

＜各技術分野の記載内容を参照＞ ＜各技術分野の記載内容を参照＞   
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５．特定公募型研究開発業務の実
施 
 科学技術・イノベーション創出
の活性化に関する法律（平成 20
年法律第 63 号）第 27 条の２第１
項に規定する特定公募型研究開
発業務（特に先進的で緊要な革新
的技術の創出のための研究開発
等であって事業の実施が複数年
度にわたり、その事業の実施者を
公募により選定するもの。以下同
じ。）を実施する。 

５．特定公募型研究開発業務の実
施 
 科学技術・イノベーション創出
の活性化に関する法律（平成２０
年法律第６３号）第２７条の２第
１項に規定する特定公募型研究
開発業務（特に先進的で緊要な革
新的技術の創出のための研究開
発等であって事業の実施が複数
年度にわたり、その事業の実施者
を公募により選定するもの。以下
同じ。）を実施する。 

 ５．特定公募型研究開発業務の実施    

 

①ムーンショット型研究開発事
業 
 総合科学技術・イノベーション
会議が決定する、人々を魅了する
野心的な目標及び経済産業省が
策定する研究開発構想を踏まえ、
ＮＥＤＯは、複数の研究開発を統
一的に指揮・監督するプログラ
ム・ディレクター（ＰＤ）の任命、
ＰＭの公募・採択、研究開発の実
施及びそれに付随する調査・分析
機能等を含む研究開発体制の構
築、中間評価・事後評価を含めた
研究開発の進捗管理等研究開発
の実施を担うものとする 。また、
研究開発の推進においては、その
途中段階において研究開発目標
の達成見通しを随時評価し、研究
開発の継続・拡充・中止などを決
定する。 

①ムーンショット型研究開発事
業 
 総合科学技術・イノベーション
会議が決定する、人々を魅了する
野心的な目標及び経済産業省が
策定する研究開発構想を踏まえ、
機構は、複数の研究開発を統一的
に指揮・監督するプログラム・デ
ィレクター（ＰＤ）の任命、ＰＭ
の公募・採択、研究開発の実施及
びそれに付随する調査・分析機能
等を含む研究開発体制の構築、中
間評価・事後評価を含めた研究開
発の進捗管理等研究開発の実施
を担うものとする。また、研究開
発の推進においては、その途中段
階において研究開発目標の達成
見通しを随時評価し、研究開発の
継続・拡充・中止などを決定する。 

 ①ムーンショット型研究開発事業 
・機構が研究推進法人を担うムーンショット目標４「２０５
０年までに、地球環境再生に向けた持続可能な資源循環を
実現」について公募を実施。ＰＤと連携してポートフォリ
オ（プロジェクトの構成（組み合わせ）や資源配分等の方
針をまとめたマネジメント計画）案を立案し、外部有識者
で構成される採択審査委員会において採択候補を選定し
た。内閣府が設置する「ムーンショット型研究開発制度に
係る戦略推進会議」の承認を経て、１３件の研究開発プロ
ジェクト並びにその代表者であるプロジェクトマネージ
ャーを採択し、速やかにプロジェクトを開始した。 

・また、技術分野ごとにサブ PD と外部有識者からなる４つ
のマネジメント委員会を各３回ずつ合計１２回開催し、当
該技術分野ごとにプロジェクトの進捗確認を行った他、知
財やビジネスモデルの検討に特化した特別委員会を 1 回
開催した。加えて、PD と技術分野ごとのサブ PD による
マネジメント委員会を１回開催し、プログラムについての
自己評価を行った。 

【評価の根拠】 
・総合科学技術・イノベーション会
議が決定したムーンショット目標
のうち、「2050 年までに、地球環
境再生に向けた持続可能な資源循
環を実現」の研究推進法人を担う。 

・ムーンショット目標及び経済産業
省が策定した研究開発構想を踏ま
え、13 件の研究開発プロジェクト
（温室効果ガス、窒素化合物、海
洋プラスチック）を開始。 

  

 

○数値目標５．－１ 
【目標】 
 第４期中長期目標期間内に中
間評価を実施した採択事業（ステ
ージゲートを通過した採択事業
に限る。）について、外部評価委
員会による中間評価項目のうち、
「研究開発マネジメント」の評価
項目の４段階評点の平均が最上
位又は上位の区分の評価となる
こと。 

○数値目標５．－１ 
【目標】 
 第４期中長期目標期間内に中
間評価を実施した採択事業（ステ
ージゲートを通過した採択事業
に限る。）について、外部評価委員
会による中間評価項目のうち、
「研究開発マネジメント」の評価
項目の４段階評点の平均が最上
位又は上位の区分の評価となる
こと。 

【評価軸】 
〇ＮＥＤＯがムー
ンショット 
型研究開発事業に
係る技術開発マネ
ジメントに積極的
に取り組んでいる
か。 
 
【関連する評価指
標】 
○外部評価委員会
による中間評価に
おける「マネジメ
ント」の評価項目
の評点（評価指
標） 

・中間評価は、2022 年度に実施予定。    

 

②ポスト５Ｇ情報通信システム
基盤強化研究開発事業 
 経済産業省が策定する研究開
発計画に従い、ＮＥＤＯは、事業
の進捗管理、研究開発に付随する
調査・分析等、研究開発マネジメ
ントの実施を担うものとする。な
お、研究開発の推進においては、
その途中段階において、研究開発
目標の達成見通しを適宜確認し、
必要に応じて所要の改善を行う
ものとする。 

②ポスト５Ｇ情報通信システム
基盤強化研究開発事業 
 経済産業省が策定する研究開
発計画に従い、機構は、事業の進
捗管理、研究開発に付随する調
査・分析等、研究開発マネジメン
トの実施を担うものとする。な
お、研究開発の推進においては、
その途中段階において、研究開発
目標の達成見通しを適宜確認し、
必要に応じて所要の改善を行う
ものとする。 

 ②ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業 
・研究開発項目①ポスト 5G 情報通信システム（委託）では、

5G 通信システムのコアネットワーク、伝送路、基地局、
MEC（Multi-access Edge Computing)、端末関連につい
て 22 テーマを採択し、進捗管理等の運営を適切に実施し
た。 

・研究開発項目②先端半導体製造技術の開発（助成）では、
前工程(More Moore 技術）について 1 テーマ、後工程
（More than Moore 技術）について 5 テーマを採択し、
進捗管理等の運営を適切に実施した。特に、後工程につい
ては、経済産業省とも連携しながら、海外の大手半導体メ
ーカーの国内法人等による大型Ｒ＆Ｄプロジェクトの立
ち上げに貢献した。 

【評価の根拠】 
・ポスト 5G の社会実装に向けて、
公募を複数回行い、21 テーマを追
加で開始し、技術推進委員会やス
テージゲート審査など進捗管理等
を適切に実施。 

・「先端半導体製造技術つくば拠点 
オープニングシンポジウム」や新
産業技術促進検討会シンポジウム
を他機関と共同開催し、さらには
CEATEC などの展示会・学会で出
展・講演を行い、プロジェクトの
PR を実施。 
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・将来の技術を育成すべく研究開発項目①に関する先導研
究を 24 テーマ、研究開発項目②に関する先導研究を 5 テ
ーマ採択し、進捗管理等の運営を適切に実施した。 

・研究開発項目①ポスト５Ｇ情報通信システム（委託）の 12
テーマ、研究開発項目③先導研究（委託）の 4 テーマにつ
いては、ステージゲート審査を実施して今後の継続可否を
判断した。 

・今後のプロジェクト運営と成果最大化の参考とすべく、4
件の調査事業を実施した。 

・プロジェクトの運営においては、経済産業省への月例報告
に加え、経済産業省・NEDO・事業者を交えたステアリン
グコミッティ、外部有識者による技術推進委員会を実施
し、関係機関との連携を図りながら推進した。 

・「先端半導体製造技術つくば拠点 オープニングシンポジ
ウム」や「新産業技術促進検討会シンポジウム～ポスト 5G
が切り開く未来～」を他機関と共同開催し、さらには、
CEATEC や SEMICON Japan などの展示会、エレクト
ロニクス実装学会で出展・講演等を行い、プロジェクトの
PR を実施した。 

・欧州、米国、台湾などの関係者が参加しサプライチェーン
の発展を議論する「Forum on Tech Supply Chain 
Partnership」や、「日台産業協力架け橋フォーラム」にて
講演を行い、海外との連携強化にも努めた。 

 

○数値目標５．－２ 
【目標】 
 事業終了後に実施する外部評
価委員会による事後評価の結果
について、「研究開発マネジメン
ト」の評価項目の４段階評点の平
均が最上位又は上位の区分の評
価となること。 

○数値目標５．－２ 
【目標】 
 事業終了後に実施する外部評
価委員会による事後評価の結果
について、「研究開発マネジメン
ト」の評価項目の４段階評点の平
均が最上位又は上位の区分の評
価となること。 

【評価軸】 
○ＮＥＤＯがポス
ト５Ｇ情報通信シ
ステム基盤強化研
究開発事業に係る
技術開発マネジメ
ントに積極的に取
り組んでいるか。 
 
 
【関連する評価指
標】 
○外部評価委員会
による事後評価に
おける「マネジメ
ント」の評価項目
の評点（評価指
標） 

・第 4 期中長期目標期間中の該当なし。    

 

③グリーンイノベーション基金
事業 
 グリーン成長戦略の実行計画
を踏まえ、カーボンニュートラル
社会に不可欠で、産業競争力の基
盤となる、①電力のグリーン化と
電化、②水素社会の実現、③CO2固
定・再利用等の重点分野につい
て、官民で野心的かつ具体的な
2030 年目標（性能・導入量・価
格・CO2 削減率等）を共有した上
で、これに経営課題として取り組
む企業等に対して、10年間、研究
開発・実証から社会実装までを継
続して支援する。このため、ＮＥ
ＤＯは、経済産業省が策定した
「グリーンイノベーション基金
事業の基本方針」に従って、基金
を造成し、産業構造審議会のグリ
ーンイノベーションプロジェク
ト部会及び分野別ワーキンググ
ループ（以下「ＷＧ」という。）、

③グリーンイノベーション基金
事業 
 グリーン成長戦略の実行計画
を踏まえ、カーボンニュートラル
社会に不可欠で、産業競争力の基
盤となる、①電力のグリーン化と
電化、②水素社会の実現、③CO2固
定・再利用等の重点分野につい
て、官民で野心的かつ具体的な２
０３０年目標（性能・導入量・価
格・CO2 削減率等）を共有した上
で、これに経営課題として取り組
む企業等に対して、１０年間、研
究開発・実証から社会実装までを
継続して支援する。このため、機
構は、経済産業省が策定した「グ
リーンイノベーション基金事業
の基本方針」に従って、基金を造
成し、産業構造審議会のグリーン
イノベーションプロジェクト部
会及び分野別ワーキンググルー
プ（以下「ＷＧ」という。）、経済

 ③グリーンイノベーション基金事業 
・各プロジェクトの「研究開発・社会実装計画」の作成にあ
たり担当省庁のプロジェクト担当課室の支援を行い、策定
された「研究開発・社会実装計画」の内容に基づき、１９
件のプロジェクトで公募・審査やモニタリング・評価を行
い、企業等に対して支援を行う見込み。また、特設サイト
を開設し、基金事業の取組概要やコンセプト動画、特集記
事の掲載、ダッシュボードの構築等による情報発信を行う
とともに、基金事業の実施状況については、補助金交付要
綱等に基づき、経済産業省に適切に報告を行った。 

【評価の根拠】 
・2021 年 4 月、グリーンイノベーシ
ョン基金事業統括室を設置。関係
省庁の担当課室と緊密に連携し、
これまで NEDO が蓄積してきた
知見やネットワークを活かし、審
査・採択・契約／交付を着実に行
い、プロジェクトを立ち上げ。 

・基金事業の特設サイトを開設して
関連情報の一元化を行うととも
に、基金事業のコンセプト動画や
特集記事の掲載、ダッシュボード
の構築を行うなど、積極的な広報
活動も実施。 

  



78 
 

経済産業省及び関係省庁等と緊
密に連携し、透明性・実効性の高
いガバナンス体制の下で、成果を
最大化できるよう本基金事業に
取り組んでいく。本基金事業の実
施にあたり、ＮＥＤＯは、本基金
の管理・運用、担当省庁のプロジ
ェクト担当課室に対する「研究開
発・社会実装計画」の作成支援、
公募・審査・採択・契約／交付・
検査・支払に係る事務、プロジェ
クトマネージャーの選任、実施者
に対する事業推進支援、プロジェ
クトに対する技術面・事業面での
専門家の助言、ＷＧへのプロジェ
クトの進捗報告、プロジェクトの
モニタリング・評価結果の公表、
国内外への戦略的広報・イベント
開催、重点分野における技術・市
場動向の調査（インテリジェンス
機能）、本基金事業の実施状況・
成果の把握と経済産業省への報
告等を担うものとする。ただし、
本基金事業で対象とする技術開
発テーマは革新的なものであり、
企業等が困難な課題に挑戦した
結果としての計画の未達成や途
中での計画変更は当然あるもの
と考えるべきであるため、開発の
途中段階における進捗確認は実
施者の負担にならないように配
慮する。 

産業省及び関係省庁等と緊密に
連携し、透明性・実効性の高いガ
バナンス体制の下で、成果を最大
化できるよう本基金事業に取り
組んでいく。本基金事業の実施に
あたり、機構は、本基金の管理・
運用、担当省庁のプロジェクト担
当課室に対する「研究開発・社会
実装計画」の作成支援、公募・審
査・採択・契約／交付・検査・支
払に係る事務、プロジェクトマネ
ージャーの選任、実施者に対する
事業推進支援、プロジェクトに対
する技術面・事業面での専門家の
助言、ＷＧへのプロジェクトの進
捗報告、プロジェクトのモニタリ
ング・評価結果の公表、国内外へ
の戦略的広報・イベント開催、重
点分野における技術・市場動向の
調査（インテリジェンス機能）、本
基金事業の実施状況・成果の把握
と経済産業省への報告等を担っ
ている。ただし、本基金事業で対
象とする技術開発テーマは革新
的なものであり、企業等が困難な
課題に挑戦した結果としての計
画の未達成や途中での計画変更
は当然あるものと考えるべきで
あるため、開発の途中段階におけ
る進捗確認は実施者の負担にな
らないように配慮する。 

 

○数値目標５．－３ 
【目標】「基幹目標」 
 温暖化対応を経済成長の制約
やコストと捉えるのではなく、産
業構造や社会経済に変革をもた
らし、次なる成長につなげていく
という「経済と環境の好循環」を
作り出すため、本基金を呼び水と
して、民間企業等の研究開発・設
備投資を誘発し、世界のＥＳＧ資
金を国内に呼び込むことで、2050
年までのカーボンニュートラル
を実現する。こうした本基金事業
全体の目標を達成するため、国
は、プロジェクトごとに野心的な
2030 年目標を設定した上で、企
業等の経営者が長期的な経営課
題として粘り強く取り組むこと
へのコミットメントを求め、当該
研究開発目標への挑戦を促す。Ｎ
ＥＤＯは、前述の役割において最
大限の努力と創意工夫を発揮し、
本基金事業全体の目標及びプロ
ジェクトごとの研究開発目標の
達成に貢献することが期待され
る。このため、第４期中長期目標
期間においては、プロジェクトの
企画・開始が業務の中心となるこ
とを前提に、ＷＧにおいて、プロ
ジェクトごとに、①プロジェクト
実施者に対する支援、②担当省庁
のプロジェクト担当課室との連

○数値目標５．－３ 
【目標】「基幹目標」 
 温暖化対応を経済成長の制約
やコストと捉えるのではなく、産
業構造や社会経済に変革をもた
らし、次なる成長につなげていく
という「経済と環境の好循環」を
作り出すため、本基金を呼び水と
して、民間企業等の研究開発・設
備投資を誘発し、世界のＥＳＧ資
金を国内に呼び込むことで、２０
５０年までのカーボンニュート
ラルを実現する。こうした本基金
事業全体の目標を達成するため、
国は、プロジェクトごとに野心的
な２０３０年目標を設定した上
で、企業等の経営者が長期的な経
営課題として粘り強く取り組む
ことへのコミットメントを求め、
当該研究開発目標への挑戦を促
す。機構は、前述の役割において
最大限の努力と創意工夫を発揮
し、本基金事業全体の目標及びプ
ロジェクトごとの研究開発目標
の達成に貢献することを期待さ
れている。このため、第４期中長
期目標期間においては、プロジェ
クトの企画・開始が業務の中心と
なることを前提に、ＷＧにおい
て、プロジェクトごとに、①プロ
ジェクト実施者に対する支援、②
担当省庁のプロジェクト担当課

【評価軸】 
○ＮＥＤＯがグリ
ーンイノベーショ
ン基金事業に係る
技術開発マネジメ
ントや広報活動に
積極的に取り組ん
でいるか。 
 
【関連する評価指
標】 
○ＷＧによる評価
の評点（評価指
標） 

―    
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携、③国民・投資家等に対する広
報の観点から、以下の定量的指標
を参考にしつつ、貢献度を評価
し、４段階評点が最上位又は上位
の区分の評価となるプロジェク
トの比率を 75%以上とすること
をＮＥＤＯの目標とする。 

室との連携、③国民・投資家等に
対する広報の観点から、以下の定
量的指標を参考にしつつ、貢献度
を評価し、４段階評点が最上位又
は上位の区分の評価となるプロ
ジェクトの比率を７５％以上と
することを目標とする。 

 

・公募における企業等の提案者
数 
- 幅広い事業者が応募できるよ
う、公募情報の周知広報等に努め
るとともに、提案書類を極力簡素
化し、丁寧に問い合わせに対応し
たか。 
・実施者（各者の研究開発責任者
等）に対するアンケート結果 
- プロジェクト実施者の決定後、
プロジェクトの目標達成に向け
て、技術・社会実装推進委員会に
よる専門家の助言の提供や連携
先・支援策の紹介等を通じて、研
究開発・社会実装の取組に係る適
切なマネジメントが行われたか。 
・担当省庁のプロジェクト担当
課室（各課室の管理職等）に対す
るアンケート結果 
  - 「研究開発・社会実装計画」
の策定・変更の際のインテリジェ
ンスの提供、プロジェクト間の連
携、制度面を含めた追加的支援の
必要性に関する助言や進捗状況
等の適時報告等を通じたプロジ
ェクトの円滑な実施により、担当
省庁のプロジェクト担当課室と
連携が図られたか。 
・ＰＲコンテンツ（ダッシュボー
ド含む）の総閲覧数 
 - プロジェクトに関連する情
報を集約したダッシュボードの
構築（実施者の取組状況（提出さ
れた情報等）、技術・市場等に係
るかかるインテリジェンス、技
術・社会実装推進委員会における
議論内容等を長期的・継続的にア
ーカイブし、企業秘密等を除き、
分かりやすい形式で公開）、国内
外投資家に対するプロジェクト
の進捗・成果の情報発信、プロジ
ェクトに参加していない企業等
によるカーボンニュートラル関
連投資の喚起、ＳＮＳや動画を活
用した国民等に対する将来の社
会像のセンスメイキング等によ
り、プロジェクトの取組を通じ
て、社会全体の行動変容に繋がっ
たか。 
 

・公募における企業等の提案者
数 
- 幅広い事業者が応募できるよ
う、公募情報の周知広報等に努め
るとともに、提案書類を極力簡素
化し、丁寧に問合せに対応した
か。 
・実施者（各者の研究開発責任者
等）に対するアンケート結果 
- プロジェクト実施者の決定後、
プロジェクトの目標達成に向け
て、技術・社会実装推進委員会に
よる専門家の助言の提供や連携
先・支援策の紹介等を通じて、研
究開発・社会実装の取組に係る適
切なマネジメントが行われたか。 
・担当省庁のプロジェクト担当
課室（各課室の管理職等）に対す
るアンケート結果 
  - 「研究開発・社会実装計画」
の策定・変更の際のインテリジェ
ンスの提供、プロジェクト間の連
携、制度面を含めた追加的支援の
必要性に関する助言や進捗状況
等の適時報告等を通じたプロジ
ェクトの円滑な実施により、担当
省庁のプロジェクト担当課室と
連携が図られたか。 
・ＰＲコンテンツ（ダッシュボー
ド含む）の総閲覧数 
 - プロジェクトに関連する情
報を集約したダッシュボードの
構築（実施者の取組状況（提出さ
れた情報等）、技術・市場等に係る
インテリジェンス、技術・社会実
装推進委員会における議論内容
等を長期的・継続的にアーカイブ
し、企業秘密等を除き、分かりや
すい形式で公開）、国内外投資家
に対するプロジェクトの進捗・成
果の情報発信、プロジェクトに参
加していない企業等によるカー
ボンニュートラル関連投資の喚
起、ＳＮＳや動画を活用した国民
等に対する将来の社会像のセン
スメイキング等により、プロジェ
クトの取組を通じて、社会全体の
行動変容に繋がったか。 

 ・ＷＧにおいて、プロジェクトごとに、①プロジェクト実施
者に対する支援、②担当省庁のプロジェクト担当課室との
連携、③国民・投資家等に対する広報の観点から NEDO の
貢献度が評価された結果、４段階評点が最上位又は上位の
区分の評価となるプロジェクトの比率 100％を達成した。 
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④経済安全保障重要技術育成プ
ログラム事業 
 経済財政運営と改革の基本方
針及び統合イノベーション戦略 
2021 を踏まえ、経済安全保障の
観点から、先端的な重要技術に関
するニーズを踏まえたシーズを
中長期的に育成するプログラム
を推進する。このため、ＮＥＤＯ
は、令和３年度において、国から
交付される補助金により基金を
設け、プロジェクトを推進する体
制の整備を着実に進める。令和４
年度以降は、国の研究開発ビジョ
ンを実現する研究開発プロジェ
クトを実施し、技術面での事業推
進支援、プロジェクトに付随する
調査・分析等、プロジェクトマネ
ジメントの実施等を担うものと
する。研究開発の推進において
は、その途中段階において、目標
の達成見通しを適宜確認し、必要
に応じて経済産業省等に報告す
る。 
 なお、運営方針等を踏まえ、令
和４年度において、評価軸、評価
指標、モニタリング指標を改めて
定める。 

④経済安全保障重要技術育成プ
ログラム事業 
 経済財政運営と改革の基本方
針及び統合イノベーション戦略
２０２１を踏まえ、経済安全保障
の観点から、先端的な重要技術に
関するニーズを踏まえたシーズ
を中長期的に育成するプログラ
ムを推進する。このため、機構は、
令和３年度において、国から交付
される補助金により基金を設け、
プロジェクトを推進する体制の
整備を着実に進める。令和４年度
以降は、国の研究開発ビジョンを
実現する研究開発プロジェクト
を実施し、技術面での事業推進支
援、プロジェクトに付随する調
査・分析等、プロジェクトマネジ
メントの実施等を担うものとす
る。研究開発の推進においては、
その途中段階において、目標の達
成見通しを適宜確認し、必要に応
じて経済産業省等に報告する。 
 なお、令和４年度において、経
済産業省が定める第４期中長期
目標における評価指標等が設定
された際は、中長期計画の見直し
を行う。 

 ④経済安全保障重要技術育成プログラム事業 
・令和３年度補正予算において、経済安全保障重要技術育成
基金に係る予算措置が講じられたことに伴い、経済安全保
障事業準備室を設置し、当該事業実施のための基金の造成
を行った。 

【評価の根拠】 
・経済安全保障事業準備室を設置
し、当該事業実施のための基金の造
成。 

  

 

○目標５．‐４ 
【目標】 
ＮＥＤＯは、基金の設置及び関係
規程の整備を進める。 

○目標５．‐４ 
【目標】 
基金の設置及び関係規程の整備
を進めることを目標とする。 

【評価軸】 
○国から交付され
る補助金による基
金を設置し、研究
開発を推進する体
制の整備が進捗し
たか。 
 
【関連する評価指
標】 
基金の設置及び研
究開発を推進する
体制の整備の進捗
（評価指標） 

・基金の造成に伴い関係規程を策定した。    

 

６．特定半導体の生産施設整備等
の助成業務の実施 
 成長戦略実行計画（令和３年６
月 18 日閣議決定）において、デ
ジタル社会を支える高性能な半
導体の生産拠点について国内立
地を促進し確実な供給体制を構
築することが必要であることが
示されたことを踏まえ、特定高度
情報通信技術活用システムの開
発供給及び導入の促進に関する
法律（令和２年法律第 37 号、以
下「５Ｇ促進法」という。）に基
づいて、特定半導体の生産施設の
整備・生産を支援する計画認定制
度が創設された。ＮＥＤＯは、経
済産業省と緊密に連携し、５Ｇ促
進法第 29 条の規定に基づき、基
金を造成して同法の認定を受け
た事業者（以下「認定事業者」と
いう。）に対して助成金の交付を

６．特定半導体の生産施設整備等
の助成業務の実施 
 成長戦略実行計画（令和３年６
月１８日閣議決定）において、デ
ジタル社会を支える高性能な半
導体の生産拠点について国内立
地を促進し確実な供給体制を構
築することが必要であることが
示されたことを踏まえ、特定高度
情報通信技術活用システムの開
発供給及び導入の促進に関する
法律（令和２年法律第３７号、以
下「５Ｇ促進法」という。）に基づ
いて、特定半導体の生産施設の整
備・生産を支援する計画認定制度
が創設された。機構は、経済産業
省と緊密に連携し、５Ｇ促進法第
２９条の規定に基づき、基金を造
成して同法の認定を受けた事業
者（以下「認定事業者」という。）
に対して助成金の交付を行い、ま

 ６．特定半導体の生産施設整備等の助成業務の実施 
・5G 促進法／NEDO 法の改正（2022 年 3 月施行）に伴い、 
NEDO は新たな業務として、特定半導体の生産施設整備等
の助成業務を実施。令和 3年度補正予算の成立後、速やか
に関係規程の整備を進め、2022 年 3月中に基金造成完了。
速やかに事業を開始できるよう組織体制等を整備。 

※本目標は、令和 4 年度業績評価よ
り適用される。 
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行い、また、認定事業者に対して
貸付けを行う金融機関への利子
補給金の支給の業務を行う。 

た、認定事業者に対して貸付けを
行う金融機関への利子補給金の
支給の業務を行う。 

 

○目標６ 
【目標】 
ＮＥＤＯは、認定事業者が円滑に
特定半導体の生産施設の整備・生
産を進めることができるよう迅
速かつ正確に助成業務の執行を
行うことが期待される。このた
め、ＮＥＤＯが実施する助成業務
について外部有識者による外部
評価を行い、適切に実施している
という評価（２段階評点で上位の
区分の評価）となることを目標と
する。 

○目標６ 
【目標】 
機構は、認定事業者が円滑に特定
半導体の生産施設の整備・生産を
進めることができるよう迅速か
つ正確に助成業務の執行を行う
ことが期待される。このため、機
構が実施する助成業務について
外部有識者による外部評価を行
い、適切に実施しているという評
価（２段階評点で上位の区分の評
価）となることを目標とする。 

【評価軸】 
○ＮＥＤＯが特定
半導体の生産施設
整備等の助成業務
を適切に行ってい
るか。 
 
【関連する評価指
標】 
○外部有識者によ
る外部評価の評点
（評価指標） 

・令和４年度は、認定事業者への助成金の交付の業務、また、
認定事業者に対して貸付けを行う金融機関への利子補給
金の支給の業務を実施予定。 

   

 
４．その他参考情報 
－ 
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様式２－２－４－２ 国立研究開発法人 中長期目標期間評価（見込評価） 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 
 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

一般管理費・業務経費

の合計（一部を除く）

の効率化の実績値 

1.10％ 

(毎年度平均) 

― 7.60％ 5.61％ 8.27% 12.11%   

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視点）、

指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
     ＜自己評価＞ Ａ 

○以下の内容のとおり、顕著な

成果が出ていることから、本項

目の自己評価をＡとした。 

評定  評定  
  

 Ⅳ．業務運営の効率化に関する事項 
１．柔軟で効率的な業務推進体制 
（１）業務の効率化 
 第４期中長期目標期間中、一般管理費
（人件費を除く）及び業務経費（特殊要
因を除く）の合計について、新規に追加
されるものや拡充される分及びその他
所要額計上を必要とする経費を除き、平
成２９年度を基準として、毎年度平均で
前年度比１．１０％の効率化を行うもの
とする。新規に追加されるものや拡充さ
れる分は翌年度から１．１０％の効率化
を図るものとする。 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
１．柔軟で効率的な業務推進体制 
（１）業務の効率化 
 第４期中長期目標期間中、一般管理費
（人件費を除く）及び業務経費（特殊要
因を除く）の合計について、新規に追加
されるものや拡充される分及びその他
所要額計上を必要とする経費を除き、平
成２９年度を基準として、毎年度平均で
前年度比１．１０％の効率化を行うもの
とする。新規に追加されるものや拡充さ
れる分は翌年度から１．１０％の効率化
を図るものとする。 

 Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項 
１．柔軟で効率的な業務推進体制 
（１）業務の効率化 
・第４期中長期目標期間中、一般管理
費（人件費を除く）及び業務経費
（特殊要因を除く）の合計につい
て、新規に追加されるものや拡充さ
れる分を除き、毎年度、達成目標で
ある前年度比 1.10%の効率化を達
成。 

 

【外部有識者（業績評価点検
委員）の主な意見】 
＜業務運営の効率化に関する
事項＞ 
・5つの基金業務の追加に対応
するための体制を短期間に
機動的に構築し、速やかな
基金造成を完了し、遅滞な
くプロジェクトを開始した
ことは、高く評価できる。 

・理事長のリーダーシップの
下、経営企画室と業務改善
推進室を設置し、業務の最
適化やパフォーマンスの最
適化を図り、その効果が成
果となって表れている。 
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  また、総人件費については、政府の方
針に従い、必要な措置を講じるものとす
る。 
 さらに、給与水準については、ラスパ
イレス指数、役員報酬、給与規程、俸給
表及び総人件費を引き続き公表すると
ともに、国民に対して納得が得られるよ
う説明するものとする。また、給与水準
の検証を行い、これを踏まえ必要な措置
を講じることにより、給与水準の適正化
に取り組み、その検証結果や取組状況を
公表するものとする。 

 給与水準については、ラスパイレス指
数、役員報酬、給与規程、俸給表及び総
人件費を引き続き公表するとともに、国
民に対して納得が得られるよう説明す
る。また、以下のような観点からの給与
水準の検証を行い、これを踏まえ必要な
措置を講じることにより、給与水準の適
正化に取り組み、その検証結果や取組状
況を公表する。 
 
・法人職員の在職地域や学歴構成等の要
因を考慮してもなお国家公務員の給
与水準を上回っていないか。 

・高度な専門性を要する業務を実施して
いるためその業務内容に応じた給与
水準としている等、給与水準が高い原
因について、是正の余地がないか。 

・国からの財政支出の大きさ、累積欠損
の存在、類似の業務を行っている民間
事業者の給与水準等に照らし、現状の
給与水準が適切かどうか十分な説明
ができるか。 

・その他、法人の給与水準についての説
明が十分に国民の理解の得られるも
のとなっているか。 

 ・２０１８～２０２１年度の給与水準
については、ラスパイレス指数、役
員報酬、給与規程、俸給表及び総人
件費を公表するとともに、以下の観
点から給与水準の検証を行った。 

・ラスパイレス指数は以下のとおり国
家公務員の給与水準を上回っている
が、当機構は技術的知見を駆使した
専門性の高い技術開発マネジメント
業務を実施していることから、大学
院卒が高い割合（全体の約４割）を
占めており、国家公務員に比べて高
い給与水準となっている。 

 ・２０１８年度：１０８．２ 
 ・２０１９年度：１０２．９ 
 ・２０２０年度：１０２．９ 
 ・２０２１年度：１００．０ 
・支出予算の総額に占める国からの財
政支出額の割合は約９５％以上の高
い割合を占めているが、当機構が実
施している日本の産業競争力強化、
エネルギー・地球環境問題の解決の
ための産業技術開発関連事業、新エ
ネルギー・省エネルギー関連事業等
は、いずれも民間単独で行うことが
困難であり、国からの財政支出によ
って実施されることを前提としてい
ることによるものである。従って国
からの財政支出の割合の高さは給与
水準と直接結びつくものではないと
考えられる。 

・また、当機構の支出総額に占める給
与、報酬等支給総額の割合は約４％
以下であり、割合としては僅少であ
ることから給与水準は適切であると
考えられる。 

   

  また、既往の政府の方針等を踏まえ、
組織体制の合理化を図るため、実施プロ
ジェクトの重点化を図るなど、引き続き
必要な措置を講じるものとする。 
 さらに、ＮＥＤＯ・事業実施者間の双
方でプロジェクト進捗に係る管理情報
の共有が可能となる新たなプロジェク
トマネジメントシステム（ＰＭＳ）の導
入を図り、業務の効率化を図るものとす
る。 

また、既往の政府の方針等を踏まえ、
組織体制の合理化を図るため、実施プロ
ジェクトの重点化を図るなど、引き続き
必要な措置を講じるものとする。 
ＮＥＤＯ・事業実施者間の双方でプロジ
ェクト進捗に係る管理情報の共有が可
能となる新たなプロジェクトマネジメ
ントシステム（ＰＭＳ）の導入を図り、
業務の効率化を図るものとする。 
さらに、業務の効率化の一環として、

制度面、手続き面の改善を、変更に伴う
事業実施者の利便性の低下にも留意し
つつ行うとともに、毎年度、事業実施者
に対してアンケートを実施し、制度面、
手続き面の改善点等について、回答者の
８割以上から肯定的な回答を得る。ま
た、制度面、手続き面等について、事業
実施者に対する説明会を毎年全国で行
う。 

 ・制度面、手続き面等に関する事業実
施者への説明会については、全国に
て延べ 21 回(2018 年度)、23 回
(2019 年度)開催し、2020 年度以降
は感染症対策等の影響を考慮して中
止を余儀なくされたため、NEDO
の WEB サイトにナレーション付説
明資料を掲載することで、ＷＥＢ上
での常時開催により周知徹底を図っ
ている。 

・「コロナ禍後の社会変化と期待され
るイノベーション像」レポートを公
表するとともに、コロナ禍後の社会
変化に対応する技術を支援する公募
を緊急に実施した。 

 
・また、2018～2020 年度における
「NEDO 事業に係る業務改善アン
ケート」では、前年度の制度改善の
効果を確認するとともに、事業実施
者から目標値（８割）を上回る約９
１％の肯定的な回答を得ており、目
標を達成している。 
 

・プロジェクトマネジメントシステム
（PMS)については、必要な改修と
して２０２１年度はグリーンイノベ
ーション基金事業に対応するための

【評価の根拠】 
・制度面、手続き面等に関す
る事業実施者への説明会につ
いては、感染症対策等の影響
を考慮して中止を余儀なくさ
れたため、NEDOWEB サイトにナ
レーション付説明資料を掲載
することで、ＷＥＢ上での常
時開催により周知徹底を図っ
ている。 
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機能追加及び年度末の検査プロセス
の変更に対応するための改修等を行
い、２０２２年３月までに必要な機
能のリリースを行った。２０２２年
度は、年度末処理プロセスのうち複
数年度契約の途中年度に対応するた
めの改修及びグリーンイノベーショ
ン基金事業におけるインセンティブ
に対応するための改修等を行う予
定。 

 （２）機動的・効率的な組織・人員体制 
 関連する政策や技術動向の変化、業務
の進捗状況に応じ機動性・効率性が確保
できるような柔軟な組織・人員体制を整
備するものとする。その際、人員及び財
源の有効利用により組織の肥大化の防
止及び支出の増加の抑制を図るため、事
務及び事業の見直しを積極的に実施す
るとともに、人員及び資金の有効活用の
目標を設定し、その達成に努めるものと
する。新たな業務を追加する場合は、そ
の業務の規模や特性に応じて必要な組
織・人員体制等の整備に努めるものとす
る。 
 特に、ＰＭ等、高度の専門性が必要と
される役職については、産学官からの優
れた人材の登用を行うこととする。ま
た、外部人材の登用等に当たっては、利
益相反に留意し、更なる透明性の確保に
努めるものとする。 

（２）機動的・効率的な組織・人員体制 
 関連する政策や技術動向の変化、業務
の進捗状況に応じ、機動的な人員配置を
行う。また、産業界、学術界等の専門家・
有識者等の外部資源の有効活用を行う。
新たな業務を追加する場合は、その業務
の規模や特性に応じて必要な組織・人員
体制等の整備に努める。 
 特に、ＰＭ等、高度の専門性が必要と
されるポジションについては、積極的に
外部人材を登用する。なお、外部人材の
登用等に当たっては、利害関係者排除の
措置を徹底する等、引き続き更なる透明
性の確保に努める。 

 （２）機動的・効率的な組織・人員体
制 
・グリーンイノベーション基金事業に
代表される 5 つの基金業務の追加に
対応するための体制を構築し、滞り
なく基金造成を完了の上、遅滞なく
プロジェクトを開始した。 

・定年制固有職員の充実を図るべく、
各年度で新卒職員と中途採用職員を
採用した。実績は以下のとおり。 
・２０１８年度：新卒職員１２名、
中途採用職員６名 

 ・２０１９年度：新卒職員１３名、
中途採用職員６名 

 ・２０２０年度：新卒職員１８名、
中途採用職員１４名 

 ・２０２１年度：新卒職員２０名、
中途採用職員２３名 

 ・２０２２年度：新卒職員２３名、
中途採用職員３４名 

※各年度の採用人数は前年度４月２
日～当年度４月１日までの総計を記
載。 

 
・また、産業界、学術界等の専門家・
有識者として、外部からアドバイザ
ー・プログラムマネージャー及び技
術戦略の検討等を担うフェローを登
用し、延べ３７名が活躍した。 

・なお、外部人材登用にあたっては、
利害関係者の有無について逐一確認
し、透明性の確保に努めた。 

 

   

  また、ＮＥＤＯ職員の大学を始めとす
る研究機関や民間企業への派遣も含め、
人材の流動化を促進するとともに、ＮＥ
ＤＯのマネジメント人材の育成に努め、
ＮＥＤＯのマネジメント能力の底上げ
を図るものとする。 
さらに、常に時代の要請に対応した組

織に再編を行い、本部、国内支部、海外
事務所についても、戦略的・機動的に見
直しを行うものとする。 

機構職員の民間企業への派遣も含め、
人材の流動化を促進するとともに、機構
のマネジメント人材の育成に努め、機構
のマネジメント能力の底上げを図る。 
 さらに、常に時代の要請に対応した組
織に再編を行い、本部、国内支部、海外
事務所についても、戦略的・機動的に見
直しを行うものとする。 

 ・国の政策や民間企業の開発戦略等の
策定にかかる知見・経験を深めるべ
く、国、民間企業等へ職員を派遣し
た。派遣実績は以下のとおり。 

 ・２０１８年度：７組織へ計１７名 
 ・２０１９年度：９組織へ計２０名 
 ・２０２０年度：８組織へ計２０名 
 ・２０２１年度：１０組織へ計２４
名 
 
・中長期期間中を通じて、機構内職員
の技術経営力の強化を図るため「出
口戦略強化セミナー」や、プロジェ
クトマネジメント力強化のための
「プロジェクトマネージャー育成講
座」、「産業技術総合研修」等を実
施。２０２０年度からはコロナ禍で
も継続的に研修を実施するため、従

【評価の根拠】 
・国の政策や民間企業の開発
戦略等の策定にかかる知見・
経験を深めるべく、国、民間
企業等へ２４名の職員を派
遣。 
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来の対面形式からオンデマンド配信
形式に変更して実施。さらに研修効
果を高めるため 2021 年度の「プロ
ジェクトマネージャー育成講座」は
オンライン/オンデマンドのハイブ
リッド型で実施した。感染拡大防止
対策を踏まえつつ、職員のマネジメ
ント力の維持、強化に努めた。 

【参考指標】 
 プロジェクトマネージャー育成講座
数 
 ・２０１８年度：15 講座 
 ・２０１９年度：10 講座 
 ・２０２０年度：10 講座 
 ・２０２１年度：10 講座 
 
・2020 年度以降、国の重要政策立案
に資する取組を強化しており、技術
戦略研究センターによる俯瞰的・客
観的な分析結果の政策当局への提供
や政策立案に係る委員会での報告・
議論等を積極的に実施している。一
例として、技術戦略研究センター兼
スマートコミュニティ・エネルギー
システム部職員が経済産業省参事に
発令され、同省電池産業室の下で蓄
電池産業戦略（2022 年夏頃、最終
とりまとめの予定）の策定等に貢献
した。 

 （３）外部能力の活用 
 費用対効果、専門性等の観点から、Ｎ
ＥＤＯ自ら実施すべき業務、外部の専門
機関の活用が適当と考えられる業務を
精査し、外部の専門機関の活用が適当と
考えられる業務については、外部委託を
活用するものとする。 
 なお、外部委託を活用する際には、Ｎ
ＥＤＯの各種制度の利用者の利便性の
確保に最大限配慮するものとする。 

（３）外部能力の活用 
 費用対効果、専門性等の観点から、機
構自ら実施すべき業務、外部の専門機関
の活用が適当と考えられる業務を精査
し、外部の専門機関の活用が適当と考え
られる業務については、外部委託を活用
するものとする。 
なお、外部委託を活用する際には、機

構の各種制度の利用者の利便性の確保
に最大限配慮するものとする。 

 （３）外部能力の活用 
・各部・課室単位で開催している会
議・委員会等につき、その議事録作
成業務を 2020 年度から総務部にて
一括して専門事業者への外部委託を
実施しており、2021 年度以降も継
続して実施。 

   

 （４）業務の電子化の推進 
 電子化の促進等により事務手続きの
一層の簡素化・迅速化を図るとともに、
ＮＥＤＯの制度利用者の利便性の向上
に努めるものとする。また、幅広いネッ
トワーク需要に対応できるＮＥＤＯ内
情報ネットワークの充実を図るものと
する。 

（４）業務の電子化の推進 
 ホームページの利便性の確保、電子メ
ールによる新着情報の配信等を通じ、機
構の制度利用者の利便性の向上に努め
るとともに、既に行っている各種申請の
電子化の範囲を拡大し、その有効活用を
図る。 
幅広いネットワーク需要に対応しつ

つ、職員の作業を円滑かつ迅速に行うこ
とができるよう、機構内情報ネットワー
クの充実を図る。 

 （４）業務の電子化の推進 
・理事長のリーダーシップの下、総務
部の下に経営企画室と業務改善推進
室を設置し、組織の重要事項の審議
とボトムアップによる業務改善の検
討・実施を両立することで組織の業
務の最適化及びパフォーマンスの最
大化を実現した。 

・2018 年度にはホームページの利用
環境整備のためアクセシビリティ検
証の実施、アクセシビリティ向上等
のためシステム改修、併せてホーム
ページのセキュリティレベル向上の
ため常時 SSL 化を実装した。 

・2019～2020 年度には、利用者が目
的のページに到達しやすくなるよ
う、グローバルナビの採用や、日英
サイトともにスマートフォン対応と
するなどの改修に取り組んだ。 

・2021 年度には、機構の制度利用者
の利便性向上のために、中小企業・
スタートアップ企業向けの情報発信

【評価の根拠】 
・２０２０年度には、新型コ
ロナ感染防止対応のため、
全職員のリモートアクセス
強化及びオンライン会議の
ための段階的な情報基盤の
構築を実施し、幅広いネッ
トワーク需要に対応しつ
つ、職員の円滑な作業環境
を図った。 

・公募の電子化について、提
案書の受け取り作業等の手
作業部分の自動化に向けた
改修を実施した。 

・「StarT!Ps from NEDO」開設
後、スタートアップ支援に
関する相談窓口「Plus 
One」への問い合わせ件数が
増加 
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に特化したホームページ「StarT!Ps 
from NEDO」、グリーンイノベーシ
ョン基金事業についての情報発信に
特化した「GI 基金ポータルサイ
ト」を新たに開設した。 

・また、さらなる情報発信をすべく
2020 年度には Twitter、2021 年度
には Facebook 開設し、これら SNS
を活用した新着情報等の配信を行っ
た。 

・２０２０年度には、新型コロナ感染
防止対応のため、全職員のリモート
アクセス強化及びオンライン会議の
ための段階的な情報基盤の構築を実
施し、幅広いネットワーク需要に対
応しつつ、職員の円滑な作業環境を
図った。 

・公募の電子化について、提案書の受
け取り作業等の手作業部分の自動化
に向けた改修を実施した。伝票の電
子決裁化については、伝票電子化の
実現に向けて検討を開始しており、
２０２２年度以降も引き続き実施し
ていく。 

  「独立行政法人等の業務・システム最
適化実現方策（平成１７年６月２９日各
府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会
議決定）に基づきＮＥＤＯが作成した業
務・システム最適化計画を実施するもの
とする。 

「独立行政法人等の業務・システム最
適化実現方策」に基づき策定した「ＮＥ
ＤＯ ＰＣ－ＬＡＮシステムの最適化
計画」を踏まえ、効率的な情報システム
の構築に努めるとともに、ＰＤＣＡサイ
クルに基づき継続的に実施する。 

 ・２０１８年９月に「NEDO PC-
LAN システムの業務・システム最
適化計画」を改訂し、本計画を踏ま
え、２０１９年度に調達した「情報
基盤サービス」では、ストレージの
拡充、利用しやすい申請ツールの構
築、政府機関の情報セキュリティ対
策のための統一基準に準じたセキュ
リティ対策を実施。 

・また、２０２０年度には、新型コロ
ナ感染防止対応のため、全職員のリ
モートアクセス強化及びオンライン
会議のための段階的な情報基盤の構
築を実施することで、全職員のテレ
ワーク環境の整備を実現した。 

   

 ２．公正な業務執行とアカウンタビリ
ティの向上 
（１）自己改革と外部評価の徹底 
 全ての事業につき適正な評価を行い、
不断の業務改善を行うこととする。ま
た、評価に当たってはＮＥＤＯ外部の専
門家・有識者を活用するなど適切な体制
を構築するものとする。その際、必要性、
効率性、有効性の観点にも留意しながら
適切に評価し、その後の事業改善へ向け
てのフィードバックを適正に行うもの
とする。また、ＰＤＣＡサイクルにより、
マネジメント・サイクル全体の評価が可
能となるような仕組みを深化させ、「成
果重視」の視点を貫くものとする。 

２．公正な業務執行とアカウンタビリテ
ィの向上 
（１）自己改革と外部評価の徹底 
 全ての事業につき適正な評価を行い、
不断の業務改善を行うこととする。ま
た、評価に当たっては機構外部の専門
家・有識者を活用するなど適切な体制を
構築することとする。その際、必要性、
効率性、有効性の観点にも留意しながら
評価し、その後の事業改善へ向けてのフ
ィードバックを行うこととする。 

 ２．公正な業務執行とアカウンタビリ
ティの向上 
（１）自己改革と外部評価の徹底 
・２０１８年度から２０２１年度まで
に評価対象である全ての事業につい
て、外部有識者を活用した最適な構
成により、必要性、効率性、有効性
の観点から評価を実施した。 

・中間評価結果をその後の事業運営に
反映させ、事後評価結果は以後の機
構のマネジメントの改善に活用し
た。 
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 （２）適切な調達の実施 
 ｢独立行政法人における調達等合理化
の取組の推進について｣（平成 27 年 5 
月 25 日総務大臣決定）に基づく取組を
着実に実施し、引き続き、外部有識者等
からなる契約監視委員会を開催するこ
とにより契約状況の点検を徹底すると
ともに、2 か年以上連続して一者応札と
なった全ての案件を対象とした改善の
取組を実施するなど、契約の公正性、透
明性の確保等を推進し、業務運営の効率
化を図るものとする。 

（２）適切な調達の実施 
 ｢独立行政法人における調達等合理化
の取組の推進について｣（平成２７年５
月２５日総務大臣決定）に基づき策定さ
れた「調達等合理化計画」に基づく取組
を着実に実施するとともに、引き続き、
外部有識者等から構成する契約監視委
員会による契約状況の点検・見直しを行
い、競争性のない随意契約や一者応札・
応募となった契約を対象とした改善の
取組を実施するなど、契約の公正性、透
明性の確保等を推進する。 

 （２）適切な調達の実施 
・「調達等合理化計画」に基づく取組
として、これまで競争参加者拡大の
ため取り組んできた入札予定の事前
公表、SNS 公式アカウント等によ
る最新情報の発信、研究開発事業等
の委託事業の公募において一者応募
だった場合の公募期間の延長、仕様
書の具体性の確保等を通じて、引き
続き競争性の確保に努めた。 

・また、契約監視委員会を開催し、契
約の点検・見直しを行った結果、競
争性のない随意契約の必要性や一者
応札・応募の改善に向けた取組の妥
当性について、同委員会において了
承を得たところであるが、引き続
き、公募期間の延長や仕様書の見直
し等に取り組み、一般競争入札によ
る契約を原則として、競争性の確保
に努めた。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 
 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

期末における運営費

交付金債務残高 

― ― 307 億円 491 億円 711 億円 737 億円   

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
     ＜自己評価＞ Ｂ 

○以下の内容のとおり、着

実な業務運営がなされて

いることから、本項目の自

己評価をＢとした。 

評定  評定  
  

 ２．繰越欠損金の減少 
 基盤技術研究促進事業については、管
理費の低減化に努めるとともに、資金回
収の徹底を図り、繰越欠損金を減少させ
る。具体的には、技術開発委託先等の技
術開発成果の事業化や売上等の状況把
握を行い、収益・売上納付の回収を引き
続き進めるものとする。 
 基盤技術研究促進勘定において、償還
期限を迎えた保有有価証券に係る政府
出資金については、順次、国庫納付を行
うこととする。 

５．繰越欠損金の減少 
 基盤技術研究促進事業については、管理費
の低減化に努めるとともに、資金回収の徹底
を図り、繰越欠損金を減少させる。 
具体的には、技術開発委託先等の技術開発成
果の事業化や売上等の状況把握について、報
告徴収のみならず、技術開発委託先への現地
調査を行うなど、委託契約に従った売上等の
納付を慫慂し、収益・売上納付の回収を引き
続き進めるものとする。 
 基盤技術研究促進勘定において、償還期限
を迎えた保有有価証券に係る政府出資金に
ついては、順次、国庫納付を行うこととする。 

 ５．繰越欠損金の減少 
・基盤技術研究促進事業については、オン
ライン面談等も活用し、管理費の低減化
に努めた。また、研究開発成果の事業化
や売上等の状況について報告書を徴収し
た他、研究委託先等への現地調査等を実
施し、売上等の納付の慫慂を行った。 

・基盤技術研究促進勘定において、償還期
限を迎えた保有有価証券に係る政府出資
金については、順次、国庫納付を行っ
た。 

【外部有識者（業績点検
委員）の主な意見】 
＜財務内容の改善に関す
る事項＞ 
・事業進捗の管理及び期
初、期中での適切な予
算の再配分による効率
的な活用に取り組んで
いる。 

  

 ３．自己収入の増加へ向けた取組 
 独立行政法人化することによって可
能となった事業遂行の自由度を最大限
に活用し、国以外から自主的かつ柔軟に
自己収入を確保していくことが重要で
ある。 
 このため、補助金適正化法における研
究設備の使用の弾力化、成果把握の促進
による収益納付制度の活用など、自己収
入の増加に向けた検討を行うとともに、
自己収入の獲得に引き続き努めるもの
とする。 

６．自己収入の増加へ向けた取組 
 独立行政法人化することによって可能と
なった事業遂行の自由度を最大限に活用し、
国以外から自主的かつ柔軟に自己収入を確
保していくことが重要である。このため、補
助金適正化法における研究設備の使用の弾
力化、成果把握の促進による収益納付制度の
活用など、自己収入の増加に向けた検討を行
うとともに、自己収入の獲得に引き続き努め
るものとする。 

 ６．自己収入の増加へ向けた取組 
・運営費交付金の現金の運用等により、自
己収入の獲得に努めた。  
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 ４．運営費交付金の適切な執行に向け
た取組 
 各年度において適切な予算執行を行
うことにより、運営費交付金債務の不要
な発生を抑制する。 

７．運営費交付金の適切な執行に向けた取組 
 各年度において適切な予算執行を行うこ
とにより、運営費交付金債務の不要な発生を
抑制する。 

 ７．運営費交付金の適切な執行に向けた取
組 
・年度末における契約済又は交付決定済で
ない運営費交付金債務を抑制するため
に、事業の進捗状況の把握等を中心とし
た予算の執行管理を実施。運営費交付金
債務は 737 億円見込み。 

【評価の根拠】 
・独立行政法人における
運営費交付金のメリット
を最大限に活用するとい
う観点を踏まえ、事業進
捗の管理及び期中や期首
における適切な予算の再
配分等による効率的な活
用を実施。 

  

 ― ８．短期借入金の限度額 
 運営費交付金の受入の遅延、補助金、受託
業務に係る経費の暫時立替えその他予測し
難い事故の発生等により生じた資金不足に
対応するための短期借入金の限度額は、４０
０億円とする。 

 ８．短期借入金の限度額 
 （実績無し） 

   

 ― ９．剰余金の使途 
各勘定に剰余金が発生したときには、後年

度負担に配慮しつつ、各々の勘定の負担に帰
属すべき次の使途に充当できる。 
・技術開発業務の促進 
・広報並びに成果発表及び成果展示等 
・職員教育、福利厚生の充実と施設等の補
修、整備 

・事務手続きの一層の簡素化、迅速化及び
委託・助成先の事業管理に必要なデータ
ベースの充実等を図るための電子化の
推進 

・債務保証に係る求償権回収及び事業実施
により発生した債権回収等業務に係る
経費 

 ９．剰余金の使途 
・機構の主たる業務である研究開発関連業
務は、運営費交付金等を財源として着実
に実施しており、第四期中長期目標期間
の最終年度に達するまでの間は、費用相
当額を収益化することから、利益剰余金
が発生することはない。 

   

 ５．債務保証経過業務 
 新エネルギーの導入に係る債務保証
業務については、平成２２年度に新規引
受を停止しているが、債務保証先の適切
な管理に加えて、既に発生した求償権に
ついては、回収の最大化に努め、本中長
期目標期間中に業務を終了し、国から受
けた出資金の残額を確定させたうえで
国庫返納を完了することを目指す。 

１０．債務保証経過業務 
 新エネルギーの導入に係る債務保証業務
については、保証継続案件及び求償権を有し
ている案件について、債務保証先を適切に管
理するとともに求償権の回収の最大化に努
め、業務の終了を目指す。また、これを踏ま
え、国から受けた出資金の残額を確定させた
うえで国庫返納を完了することを目指す。 

 １０．債務保証経過業務 
・新エネルギー債務保証業務については、
３社中１社完済。債務保証中の２社につ
いて事業の実施状況の確認及び財務状況
の把握に努め、適正に管理（２０２２年
３月末保証残額２社 ２．２億円）。ま
た、国から受けた出資金のうち１５．４
億円を国庫返納した。 

【評価の根拠】 
・既存の債務保証先等を適
正に管理し、代位弁済の
発生可能性の低減に努
めている。 

 

  

 ― １１．その他主務省令で定める事項等 
（１）施設及び設備に関する計画（記載事項
なし） 

 １１．その他主務省令で定める事項等 
（１）施設及び設備に関する計画 
（該当無し） 
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 ― （２）人事に関する計画 
（ア）方針 
 技術開発マネジメントの質的向上、知識の
蓄積、継承等の観点から職員の更なる能力向
上に努めるとともに、組織としての柔軟性の
確保、多様性の向上等の観点から、産学官か
ら有能な外部人材を積極的に登用し、一体的
に運用する。 
 
（イ）人員に係る指標 
 技術開発マネジメント業務については、業
務のマニュアル化の推進等を通じ、定型化可
能な業務は極力定型化し、可能な限りアウト
ソーシング等を活用することにより、職員を
より高次の判断を要するマネジメント業務
等に集中させるとともに、人件費の抑制を図
る。 
 
（参考１）常勤職員数 
・期初の常勤職員数       
 １０００人  
 
・期末の常勤職員数の見積もり： 
総人件費については、政府の方針に従
い、必要な措置を講じる。 

 
（参考２）中長期目標期間中の人件費総額 
 第４期中長期目標期間中の人件費総額見
込み 
３５，０６２百万円 

 ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員
基本給、職員諸手当、超過勤務手当に相当す
る範囲の費用である。 

 （２）人事に関する計画 
（ア） 
・機構内職員の技術経営力の強化を図るた
め「出口戦略強化セミナー」及びプロジ
ェクトマネジメント力強化のための「プ
ロジェクトマネージャー育成講座」を実
施した。「プロジェクトマネージャー育
成講座」は２０１９年度の実施を踏ま
え、２０２０年度はより効果的なプログ
ラムとなるように一部を再構成し、新た
に「産業技術総合研修」も追加し、オン
デマンド配信を行った。さらに研修効果
を高めるため２０２１年度「プロジェク
トマネージャー育成講座」はオンライン
/オンデマンドのハイブリッド型で実施
した。 

・外部人材の登用に関しては、プロジェク
ト管理等を担う実務経験を有する外部人
材を２０１８年度に１７名、２０１９年
度に２１名、２０２０年度に２１名、２
０２１年度に３５名中途採用した。 

 
（イ） 
・技術開発マネジメント業務については契
約業務のマニュアル化の推進等を行い、
出張・外勤管理支援業務等についてアウ
トソーシング等を活用することにより、
職員をより高次の判断を要するマネジメ
ント業務等に集中させるとともに、人件
費の抑制を図った。 

   

 ― （３）中長期目標の期間を超える債務負担 
 中長期目標の期間を超える債務負担につ
いては、業務委託契約等において当該事業の
プロジェクト基本計画が中長期目標期間を
超える場合で、当該債務負担行為の必要性、
適切性を勘案し合理的と判断されるものに
ついて予定している。 

 （３）中長期目標の期間を超える債務負担 
 （実績なし） 

   

 ― （４）国立研究開発法人新エネルギー・産業
技術総合開発機構法第１９条第１項に規定
する積立金の使途 
 前中長期目標期間以前に自己収入財源で
取得し、第４期中長期目標期間へ繰り越した
有形固定資産の減価償却に要する費用等に
充当する。 

 ・第３期中長期目標期間からの繰越積立金
１，３１８百万円のうち１５千円を有形
固定資産の減価償却に要する費用等に充
当した。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構一般管理費 

（エネルギー需給勘定） 
 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間最終

年度値等） 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要な情

報 

新規研修コース設置

数 

５コース以上 

 

― １コース ２コース 1 コース ２コース   

外部の技術開発現場

等への派遣数 

１名以上 

(毎年度) 

― 17 名 20 名 20 名 24 名   

博士号、修士号等の

取得数 

５名以上 

 

― ０名 

（在学中２名） 

１名 

（在学中１名） 

1 名 

（在学中 3名） 

2 名 

（在学中 6名） 

  

 
３．中長期目標、中長期計画、主な評価軸、業務実績等、中期目標期間評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 主な評価軸（評価の視

点）、指標等 
法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 （見込評価） （期間実績評価） 
     ＜自己評価＞ Ｂ 

○以下の内容のとおり、着

実な業務運営がなされて

いることから、本項目の自

己評価をＢとした。 

評定  評定  
  

 １．積極的な広報の推進 
 産業界を含め、国民全般に対し、ＮＥ
ＤＯの取組や、それにより得られた具体
的な技術開発成果の情報発信を図り、ま
た、ＮＥＤＯがこれまで実施してきた技
術開発マネジメントに係る成功事例を
積極的にＰＲするなど、国内外に向けた
幅広いソリューションの提供を行うも
のとする。 

１．積極的な広報の推進 
 産業界を含め、国民全般に対し、機構の取
り組む事業やそれにより得られた技術開発
成果の情報発信を図るとともに、これまで実
施してきた技術開発マネジメントに係る成
功事例を積極的にＰＲするなど、国内外に向
けた幅広いソリューションの提供を行うこ
ととする。 

 １．積極的な広報の推進 
・令和 3 年度までに、産業界を含め、国民
全般に対し、機構の取組やそれにより得
られた具体的な技術開発成果の情報発信
を図るべく、ニュースリリース 522 件、
ホームページでのＮＥＤＯの取り組み紹
介ページ「最近の動き」313 件の掲載、記
者会見（現地見学会を含む）63 件、広報
誌等 25 冊の発行、成果報告会・セミナー・
シンポジウム（オンライン開催を含む）
220件を実施した。機構設立 40年の 2020
年度には「40 年史」誌を発刊。新聞記事
7,259 件、テレビ放映 141 件のメディア
露出があった。各年度における実績は以
下のとおり。 

・また、2020 年度に Twitter, ウェブマガ
ジン、2021 年度に Facebook, 「GI 基金
ポータルサイト」, 中小・スタートアップ
企業支援ホームページ「StarT!Ps from 
NEDO」を開設。各種 SNS を活用し、情
報発信の強化・各サイトへの流入促進に
取り組んだ。 

【外部有識者（業績点検委
員）の主な意見】 
＜その他業務運営に関す
る重要事項＞ 
・積極的な広報活動とし
て、また、イノベーシ
ョンのスピーディな社
会実装の手段としてニ
ースリリース 522 件、
記者会見 63 回を実施。
その結果、新聞記事
7,259 件、テレビ放映
141 件を実現し、NEDO
の活動・成果を広く内
外に示している点が評
価できるが、英語版ニ
ュースリリースをもっ
と増やし海外への情報
発信を強化することが
望まれる。 

・マスメディアの業界で
は、これまでのわかり
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・ニュースリリース 
 2018 年度：143 件 
 2019 年度：174 件 
 2020 年度：106 件 
 2021 年度：99 件 
 
・最近の動き 
 2018 年度：122 件 
 2019 年度：106 件 
 2020 年度：34 件 
 2021 年度：51 件 
 
・記者会見 
 2018 年度：31 件 
 2019 年度：24 件 
 2020 年度：5 件 
 2021 年度：3 件 
 
・広報誌（FN, NEDO のご案内, アニュア
ルレポート） 
 2018 年度：6 冊 
 2019 年度：8 冊 
 2020 年度：5 冊 
 2021 年度：6 冊 
 
 
・成果報告会・セミナー・シンポジウム 
  2018 年度：41 件  
 2019 年度：47 件 
 2020 年度：42 件 
 2021 年度：62 件 
 
・新聞記事 
  2018 年度：1,603 件 
 2019 年度：1,593 件 
 2020 年度：1,435 件 
 2021 年度：2,696 件 
 
・TV 放映 
  2018 年度：33 件 
  2019 年度：23 件 
 2020 年度：28 件 
 2021 年度：57 件 
 
・世界への情報発信については、ニュース
リリース 53 件、広報誌等 27 冊、「最近の
動き」の英語版 213 件を作成し、英語版
Ｗｅｂサイトへの掲載を行った。各媒体
の作成件数の実績は以下のとおり。 

・ニュースリリース 
 2018 年度：18 件 
 2019 年度：17 件 
 2020 年度：9 件 
 2021 年度：9 件 
 
・広報誌（FN, NEDO のご案内, アニュア
ルレポート） 
 2018 年度：6 冊 
 2019 年度：9 冊 
 2020 年度：6 冊 
 2021 年度：6 冊 
 
・最近の動き 

やすく素人向けという
姿勢から、専門家をも
うならせる充実した内
容を目指す傾向も高ま
ってきている。今後
は、メディア側の発信
体制も把握しながら、
新たな情報提供の仕方
も検討いただくことで
先端的な内容を一般に
普及させることを期待
したい。 
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 2018 年度：100 件 
 2019 年度：95 件 
 2020 年度：9 件 
 2021 年度：9 件 
 
・２０１８年度から２０２１年度までに、
ＮＥＤＯプロジェクトの成功事例２６件
をＷｅｂコンテンツ「ＮＥＤＯ実用化ド
キュメント」に掲載し、累積として全１１
９件を公開。また、Ｗｅｂ掲載案件の要約
を掲載した冊子版（日本語、英語）を毎年
度作成し、展示会等で配布した。取り上げ
た事例は、機構内のマネジメントに関す
るガイドラインにおいても活用。 

 ２．法令遵守等内部統制の充実及びコン
プライアンスの推進 
 内部統制については、「独立行政法人
の業務の適正を確保するための体制等
の整備」（平成 26年 11 月 28 日総務省行
政管理局長通知）を踏まえ、内部統制の
推進に関する規程を整備し、当該規程に
基づきＮＥＤＯ自身が作成・公表してい
る「内部統制の推進に関する基本方針」・
「行動計画」を定めるとともに、内部統
制・リスク管理推進委員会を設置し、役
職員の職務の執行が法令・規定等に適合
することを確保するための体制、役職員
の職務の執行に係る情報の保存及び管
理に関する体制の確保、業務の適正を確
保される体制等について、引き続き、着
実に実行するものとする。また、内部統
制の仕組みが有効に機能しているかの
点検・検証を踏まえ、当該仕組みが有効
に機能するよう、更なる充実・強化を図
るものとする 
 なお、法令遵守や法人倫理確立等コン
プライアンスの取組については、今後更
なる徹底を図るべく、管理部門の効率化
に配慮しつつ、ＮＥＤＯが果たすべき責
任・機能との関係でプライオリティをつ
けながら、事業部との連携強化等の内部
統制機能の強化を図るとともに、講じた
措置については全て公表するものとす
る。特に、コンプライアンス体制につい
ては、必要な組織体制・規程の整備によ
り、ＰＤＣＡサイクル確立の観点から体
系的に強化するものとする。 

２．法令遵守等内部統制の充実及びコンプラ
イアンスの推進 
 内部統制については、「独立行政法人の業
務の適正を確保するための体制等の整備」
（平成２６年１１月２８日総務省行政管理
局長通知）を踏まえ、内部統制の推進に関す
る規程を整備し、当該規程に基づき機構自身
が作成・公表している「内部統制の推進に関
する基本方針」・「行動計画」を定めるととも
に、内部統制・リスク管理推進委員会を設置
し、役職員の職務の執行が法令・規定等に適
合することを確保するための体制、役職員の
職務の執行に係る情報の保存及び管理に関
する体制の確保、業務の適正を確保される体
制等について、引き続き、着実に実行するも
のとする。また、内部統制の仕組みが有効に
機能しているかの点検・検証を踏まえ、当該
仕組みが有効に機能するよう、更なる充実・
強化を図るものとする。 
 なお、法令遵守や法人倫理確立等コンプラ
イアンスの取組については、今後更なる徹底
を図るべく、管理部門の効率化に配慮しつ
つ、機構が果たすべき責任・機能との関係で
プライオリティをつけながら、事業部との連
携強化等の内部統制機能の強化を図るとと
もに、講じた措置については全て公表するも
のとする。特に、コンプライアンス体制につ
いては、必要な組織体制・規程の整備により、
ＰＤＣＡサイクル確立の観点から体系的に
強化するものとする。 

 ２．法令遵守等内部統制の充実及びコンプ
ライアンスの推進 
・内部統制については、整備された規程に
基づき、毎年度内部統制・リスク管理推進
委員会を開催し、内部統制の仕組みが有
効に機能しているか点検・検証、毎年度の
行動計画を策定、実行し、内部統制の仕組
みが有効に機能するよう、管理部門の効
率化に配慮しつつ、機構が果たすべき責
任・機能との関係でプライオリティをつ
けながら、事業部との連携強化等の内部
統制機能の強化を図るとともに、必要な
組織体制・規程の整備により、ＰＤＣＡサ
イクル確立の観点から体系的に強化を図
った。 

・法令遵守や法人倫理確立等コンプライア
ンスの取組については、内部統制機能の
強化を図るべく、毎月、機構職員を講師と
するコンプライアンス基礎研修を実施
し、機構が果たすべき責任・機能を徹底す
るとともに、役職員のコンプライアンス
意識向上のための外部講師によるコンプ
ライアンス研修の実施、営業秘密官民フ
ォーラムが配信しているメールマガジン
「営業秘密のツボ」及び外部ツールを利
用した「コンプライアンス月例周知」をイ
ントラネットを利用して機構内全役職員
に対して発信等を実施した。 

   

  さらに、監査については、独立行政法
人制度に基づく外部監査の実施に加え、
内部業務監査や会計監査を、毎年度必ず
実施するものとする。 

 監査については、独立行政法人制度に基づ
く外部監査の実施に加え、内部において業務
監査や会計監査を毎年度必ず実施する。その
際には、監査組織は、単なる問題点の指摘に
とどまることなく、可能な限り具体的かつ建
設的な改善提案を含む監査報告を作成する。 

 ・内部監査規程に基づき、毎年度、内部監査
計画及び内部監査実施計画を作成し、監
査を実施した。  

・監査については、業務の適正かつ効率的
な運営及び業務改善の観点から重点項目
を定め実施するとともに、過去に実施し
た監査のフォローアップ等についても業
務監査・会計監査を適切に実施した。 

・監査報告書には、問題点及び課題を提示
し、具体的な改善提案を記載した。 
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 ３．不正事案への対処 
 第３期中長期目標期間中に発生した
研究費不正使用事案を踏まえ、 
① 外注費が一定割合・一定金額以上の

事業であって、外注先が研究助成先と
関係が深い会社である場合などには、
検査時に外注先への調査を実施する、 

② 確定検査又は中間検査には、必要に
応じて、当該事業に関連する専門家を
参加させる、 

③ 平成 26 年度以降実施することとし
ている「抜き打ち検査」の頻度を高め
る、 

などの再発防止策を策定するものとす
る。 

 ＮＥＤＯの活動全体の信頼性確保に
向け、これら再発防止策を含む取組を徹
底して実行し、外部からの通報への的確
な対応を含め、ＮＥＤＯ自身が研究費不
正使用事案を発見するよう努めるもの
とする。 
 また、それでも発生する研究費不正使
用事案については、不正行為の態様に応
じて厳正に対処するとともに、不正の手
段を踏まえた適切な再発防止策を改め
て講じていくものとする。 

３.不正事案への対処 
 第３期中長期目標期間中に発生した研究
費不正使用事案を踏まえ、 
①外注費が一定割合・一定金額以上の事業で

あって、外注先が研究助成先と関係が深い
会社である場合などには、検査時に外注先
への調査を実施する、 

②確定検査又は中間検査には、必要に応じ
て、当該事業に関連する専門家を参加させ
る、 

③平成２６年度以降実施することとしてい
る「抜き打ち検査」の頻度を高める、など
の再発防止策を策定するものとする。 

 機構の活動全体の信頼性確保に向け、これ
ら再発防止策を含む取組を徹底して実行し、
外部からの通報への的確な対応を含め、機構
自身が研究費不正使用事案を発見するよう
努めるものとする。 
 また、それでも発生する研究費不正使用事
案については、不正行為の態様に応じて厳正
に対処するとともに、不正の手段を踏まえた
適切な再発防止策を改めて講じていくもの
とする。 

 ３.不正事案への対処 
・第３期中長期目標期間中に発生した研究
費不正使用事案を踏まえ策定した再発防
止策の徹底を行った。具体的には、事業費
に占める外注割合が高い委託事業者等に
対する調査の実施、事業の実施内容など
に応じた専門家の検査時の同行、臨時検
査（抜き打ち検査）を着実に行うため年度
毎にその実施方針を定めるなどの取り組
みを着実に実施した。 

・加えて、リスク管理統括部を中心に、事業
者に対する各種説明会、機構内説明会に
おいて、過去の不正事例や、不正・不適切
行為に対する措置などについての説明を
行った。なお、期間後半においては、感染
症対策等として対面での説明会の開催は
避け、事業者に対してはＮＥＤＯＷＥＢ
サイトにナレーション付説明資料を掲載
するとともに、機構内に対してはオンラ
インでの研修を中心として行うなど、柔
軟な対応を行った。 

・また、事業者による不正行為が発覚した
場合には、該当事業者に対して十分な調
査等を行い、必要に応じて関係機関など
と調整を実施した上で、事案の態様など
に応じ該当事業者の処分及び処分内容の
公表など適切に対応した。 

【評価の根拠】 
・事業実施者向けに経理指
導等を行い経費執行に
ついて指導するととも
に、代表者面談の実施を
徹底し、公的研究費の適
正な執行確保を着実に
実施。 

・研究費の不正使用事案を
踏まえ、再発防止策を検
討し、再発防止策を策定
し、再発防止に向けた取
組を着実に実施。 

  

 ４．情報セキュリティ対策等の徹底 
独立行政法人における情報セキュリ

ティ対策の推進について（平成 26 年 6
月情報セキュリティ対策推進会議）を踏
まえ、情報システム、重要情報への不正
アクセスに対する十分な強度を確保す
るとともに、震災等の災害時への対策を
確実に行うことにより、業務の安全性、
信頼性を確保するものとする。 
 また、一部の部署において平成 28 年
度から順次取得を開始した情報セキュ
リティマネジメントシステム（ＩＳＭ
Ｓ）の国際認証であるＩＳＯ／ＩＥＣ２
７００１の全部署への適用を第４期中
長期目標期間中のなるべく早い段階で
実施し、情報セキュリティ対策の一層の
強化を図るものとする。 

４．情報セキュリティ対策等の徹底 
 情報システム、重要情報への不正アクセス
に対する十分な強度を確保するとともに震
災等の災害時への対策を行い、業務の安全
性、信頼性を確保する。 
 また、一部の部署において平成２８年度か
ら順次取得を開始した情報セキュリティマ
ネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の国際認証
であるＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１の全部署
への適用を第４期中長期計画期間中のなる
べく早い段階で実施し、情報セキュリティ対
策の一層の強化を図る。 

 ４．情報セキュリティ対策等の徹底 
・情報基盤サービスにおいては、振る舞い
検知や常駐者による監視等により出口対
策の強化に加え、インターネット分離や
顔認証による２要素認証等を取り入れる
など、新たなセキュリティ対策を積極的
に導入するとともに、データのバックア
ップをオンラインで取得し遠隔地に蓄積
しているほか、新型コロナ感染防止対策
として、全職員のシステム環境設定の変
更、リモート接続用通信帯域を増強する
など、迅速に全職員のリモート環境利用
が可能となるよう対応し、災害時への対
策も継続的に配慮している。また、情報セ
キュリティマネジメントシステムの国際
規格であるＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１は
全部署への認証取得範囲を拡大するとと
もに、2019 年に更新審査にて、2022 年
12 月までの有効期限延長の認定を受け
ることができた。 

【評価の根拠】 
・ISMSに基づく研修の実施
など一定水準のセキュ
リティ意識を職員に持
たせたうえで、継続的に
レベルアップを図るこ
とが出来た。 

  

 ５．情報公開・個人情報保護の推進 
 適正な業務運営及び国民からの信頼
を確保するため、適切かつ積極的に情報
の公開を行うとともに、個人情報の適切
な保護を図る取組を推進するものとす
る。具体的には、「独立行政法人等の保有
する情報の公開に関する法律」（平成 13
年 12 月 5 日法律第 140 号）及び「独立
行政法人等の保有する個人情報の保護
に関する法律」（平成 15 年 5 月 30 日法
律第 59 号）に基づき、適切に対応する
とともに、職員への周知徹底を行うもの
とする。 

５．情報公開・個人情報保護の推進 
 適正な業務運営及び国民からの信頼を確
保するため、適切かつ積極的に情報の公開を
行うとともに、個人情報の適切な保護を図る
取組を推進するものとする。具体的には、「独
立行政法人等の保有する情報の公開に関す
る法律」（平成１３年１２月５日法律第１４
０号）及び「独立行政法人等の保有する個人
情報の保護に関する法律」（平成１５年５月
３０日法律第５９号）に基づき、適切に対応
するとともに、職員への周知徹底を行うもの
とする。 

 ５．情報公開・個人情報保護の推進 
・「独立行政法人等の保有する情報の公開
に関する法律」（平成１３年１２月５日法
律第１４０号）及び「独立行政法人等の保
有する個人情報の保護に関する法律」（平
成１５年５月３０日法律第５９号）に基
づき適切に対応するとともに、毎月、機構
職員を講師とする情報公開・個人情報保
護研修を実施するほか、個人情報につい
ては、毎年度外部講師及び機構職員を講
師とする研修を実施した。 

・また、デジタル社会の形成を図るための
関係法律の整備に関する法律（令和３年
法律第 37 号）の制定により個人情報の保
護に関する法律（平成 15 年法律第 57 
号）が改正（独立行政法人等の保有する個
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人情報の保護に関する法律は廃止）され
たことに伴い、その施行（令和４年 4 月）
にあわせ、関連規程等について改正を行
った。 

 ６．職員の能力向上と長期的なキャリア
開発 
 職員の意欲向上と能力開発として、個
人評価においては、適切な目標を設定
し、その達成状況を多面的かつ客観的に
適切にレビューすることにより、評価結
果を賞与や昇給・昇格に適切に反映させ
るとともに、職員の勤労意欲の向上を図
るものとする。 

６．職員の能力向上と長期的なキャリア開発 
 個人評価においては、適切な目標を設定
し、その達成状況を多面的かつ客観的に適切
にレビューすることにより評価する。また、
個人評価の運用に当たっては、適切なタイミ
ングで職員への説明や研修等を行うことに
より、職員に対する人事評価制度の理解度の
調査を行い、円滑な運用を目指す。さらに、
評価結果の賞与や昇給、昇格への適切な反映
を行うことにより、職員の勤労意欲の向上を
図る。 
 限られた時間で成果を挙げる生産性の高
い働き方に変えていくため、価値観・意識の
改革、職場における仕事改革、働く時間と場
所の柔軟化を進め、働き方改革に取り組んで
いく。 

 ６．職員の能力向上と長期的なキャリア開
発 
・職員の意欲向上と能力開発に関し、以下
の対応を計画通り行った。 

・新規入構者に対する評価制度の理解促進
を図るべく、研修を動画にて配信すると
ともに、目標設定の際には「目標設定手引
き」等を周知することにより、人事評価制
度の定着と円滑な運用を実施した。 

・また、人事評価制度における評価者の視
点の統一と部下の管理・育成能力強化の
ため、管理職評価者向け評価マニュアル
を更新及び周知を実施した。 

・「働き方改革」を推進するため、テレワー
ク制度を導入して運用を行い、２０２０
年度からは新型コロナウイルス感染症予
防のため、システム環境を整備するとと
もに、テレワーク実施要領及びＱ＆Ａを
更新、周知し、全役職員を対象とした制度
への移行を図った。さらに、新型コロナウ
イルス感染症対策ではなく新しい働き方
としてのテレワークについて検討を進
め、新しい働き方ルールについてテレワ
ークガイドラインとして機構内に展開し
た。 

・２０２０年度は職員の意欲向上のため、
新たに「職員表彰制度」を創設した。 

・２０２１年度は組織の中核を長期に担う
人材である定年制固有職員の人材育成策
を策定し、組織に求められる役割や機能
を踏まえ、必要な人材を提示。また、キャ
リア相談の仕組みを創設し、固有職員の
キャリア形成支援を行った。 

【評価の根拠】 
・組織の中核を長期に担う
人材である定年制固有
職員の人材育成策を策
定し、組織に求められる
役割や機能を踏まえ、必
要な人材を提示。また、
キャリア相談ルームを
開設し、職員自らのキャ
リア形成を支援する環
境を整備。 

・新型コロナウイルス感染
症対策ではなく、新しい
働き方としてのテレワ
ークについて検討を進
め、テレワークガイドラ
インを作成し機構内に
展開した。 

  

  また、科学技術・イノベーション創出
の活性化に関する法律第 24 条第１項の
規定に基づき、ＮＥＤＯが策定した人材
活用等に関する方針の下で、職員の能力
開発を図るため、業務を行う上で必要な
知識の取得に向けた研修の機会を設け
る。 
 

 現行の研修について、効果等を踏まえ必要
に応じ見直しを行い、業務を行う上で必要な
研修の充実を図るため、第４期中長期目標期
間中に新規の研修コースを５コース以上設
置する。 
 

 ・定年制固有職員に対し、各階層において
求められる役割に応じた能力を育成する
ための階層別研修を実施した。 

・機構内職員のプロジェクトマネジメント
力の強化を図るため、「プロジェクトマネ
ージャー育成講座」及び「産業技術総合研
修」、技術経営力強化のための「出口戦略
強化セミナー」を実施した。 

・機構内職員に対し、文書管理、契約・検査、
知財管理、システム操作等、各種業務を行
う上で必要な研修を実施した。 

・国際関連業務の円滑化を図るため、機構
職員に対して英語電話応対研修、ビジネ
ス e メール研修等、実務に応用できる語
学スキル研修を実施した。 

・新規に設置した研修は以下の通り。 
 ２０１８年度：１コース（英語グループ研
修） 

 ２０１９年度：２コース（ニュースリリー
ス執筆研修、広報研修） 

 ２０２０年度：１コース（全管理職を対象
とした管理職研修） 

 ２０２１年度：２コース（ＩＴ研修、障が
い者理解促進研修） 
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・人材流動性が高い組織特性であるため、 
研修情報へのアクセシビリティを向上さ
せ、受講すべき研修を把握できる研修ガ
イドマップを作成した。 

 技術開発マネジメントの専門家を目
指す職員に外部の技術開発現場等の経
験を積ませる、他機関からの出向職員受
入による人材交流の促進、 

 技術開発マネジメントの専門家を目指す
職員を外部の技術開発現場等に毎年度１名
以上派遣し、その経験を積ませるとともに、
大学における技術経営学、工学等の博士号、
修士号等について、第４期中長期目標期間中
に５名以上の取得を行わせる等、技術経営力
の強化に関する助言業務実施に必要な知識、
技能の獲得に資する能力開発制度を充実す
る。 
 科学技術・イノベーション創出の活性化に
関する法律第２４条第１項の規定に基づき
機構が策定した人材活用等に関する方針の
下、人材の育成、活用を行う。そのため、技
術開発マネジメントへの外部人材の登用に
際しては、機構における業務が「技術の目利
き」の能力向上の機会としてその後のキャリ
アパスの形成に資するよう、人材の育成に努
める。 
 また、技術開発マネジメントをはじめとし
て、契約、会計処理の専門家等、機構職員に
求められるキャリアパスを念頭に置き、適切
に人材の養成を行うとともに、こうした個人
の能力、適性及び実績を踏まえた適切な人員
配置を行う。 

 ・国の政策や民間企業の開発戦略等の策定
にかかる知見・経験を深めるべく、国、民
間企業等へ職員を派遣した。派遣実績は
以下のとおり。 

 ・２０１８年度：７組織へ計１７名 
 ・２０１９年度：９組織へ計２０名 
 ・２０２０年度：８組織へ計２０名 
 ・２０２１年度：１０組織へ計２４名 
・海外大学院の修士課程等に３名、国内大
学院の修士課程に４名、国内大学院の博
士課程に１名の職員を派遣し、うち２名
が経営・マネジメント等に関する修士号
を取得。２名は２０２２年度末までに修
士号及び博士号を取得予定。経営・マネジ
メント等の知見や語学の更なる習得、深
化を図っている。 

・マネジメント業務を担う者に対しては、
技術開発マネジメント力を養成する「プ
ロジェクトマネージャー育成講座」及び
「産業技術総合研修」、管理事務業務を担
う者に対しては、契約・会計処理力の養成
に向けた各種事務処理研修、また関連す
る各省主催の研修等、業務に求められる
能力を向上させる研修を受講させること
で、職員の人材育成を図るとともに、適材
適所に配置した。 

・２０２０年度からは新たに「キャリア相
談」の仕組みを創設し、若手職員が自らの
キャリアパスについて考える機会を設け
た。２０２１年度からは全定年制固有職
員に範囲を拡大し「キャリア相談Ｒｏｏ
ｍ」を設置することで、職員が自らのキャ
リアパスについて考える機会を設けた。 

   

 内外の技術開発マネジメント機関と
の情報交換を実施する、技術開発マネジ
メント関係の実践的研究発表を行うな
ど、当該業務実施に必要な知識・技能の
獲得に資する能力開発に努めるものと
する。 

 内外の技術開発マネジメント機関との情
報交換を実施する、技術開発マネジメント関
係の実践的研究発表を行うなど、当該業務実
施に必要な知識・技能の獲得に資する能力開
発に努めるものとする。 

 ・技術開発マネジメントの業務実施に必要
な知識・技能の獲得に資する能力開発の
ため、2018 年度から 202１年度までに、
内外の技術開発マネジメント機関との情
報交換３０件、職員による技術開発マネ
ジメント関係の国内外の学会及び学術論
文等の発表３３件を実施。 

【評価の根拠】 
・国内だけでなく海外の学
会や雑誌への投稿も行
うなど、機構職員の能力
開発に繋がる取組を積
極的に実施することで、
当該業務実施に必要な
知識・技能の獲得に資す
る能力開発の取組が進
んだ。 

  

 
４．その他参考情報 
－ 

 
 


